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第１章 序論 

 

1.1 研究の背景  

1990 年代のバブル経済と 2000 年代の IT バブルの破裂後、わが国経

済はいわゆる「失われた 20 年」とよばれている。この 20 年間には少

子高齢化も世界で類を見ないペースで進展し、経済を縮小させた。こ

のような経済環境において 2011 年 3 月 11 日には東日本大震災という

未曽有の災害にみまわれ、景気回復だけでなく経済復興を果たす必要

性に迫られている。  

 また、米国投資銀行リーマン・ブラザーズ社が破綻したことをきっ

かけとした世界的金融危機、あるいは欧州各国の財政破綻危機など、

わが国に限らず経済環境はその厳しさを増し続けており、その理由は

枚挙に暇がない。  

 かつては世界市場を席巻していた日本企業のテレビ事業も、パナソ

ニックがプラズマテレビ事業から撤退を発表するなど非常に厳しい局

面を迎えている 1。  

 現在は、従業員数が 30 万人を超え、売上高も 8 兆円規模となってい

るパナソニックであるが、最初は松下幸之助氏が妻むめの氏とその弟

の井植氏、さらには友人 2 名とともに 1935 年 12 月 15 日に起業した小

さな町工場であった 2。どのような大企業にも起業の瞬間が存在するの

である。  

東日本大震災から復興していくには経済の回復・発展は不可欠であ

る。すでに大企業となったパナソニックなどの企業を応援することも

大事であるが、それ以上に第二、第三のパナソニックや松下幸之助を

生み出していき、新しい企業による新しい産業によって新しい知識を

育てていくことも大事であるといえる。  

                                                 
1 2011 年 10 月 20 日『日本経済新聞』。  
2 http://panasonic.co.jp/company/info/about/ 2012 年 1 月 3 日アクセス。  
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たとえば、松田・川本 (2011)は、東北広域経済復興特区を創設し世

界中から起業人材を呼び込む計画を提唱している。世界的な産業クラ

スターを東北に形成して復興のシンボルにしようというものである。

こういったマクロの視点からの起業喚起に関する政策的提言はこれま

でにも盛んになされてきている。  

 起業は、産業全体の新陳代謝の促進、経営資源の有効活用、雇用の

創出等によりわが国経済を活性化させるために重要である。しかし、

新たに誕生した企業は、起業時及び起業後に発生する課題に対応でき

なければ、当然のことながら廃業することとなる。起業したベンチャ

ーが組織まで成長するように支援する政策も必要なのである。  

 図 1-1 は起業後における企業の生存率をあらわしている。6 年経過時

に 2 割の企業が退出し、 10 年経過すると 3 割の企業が退出している。

20 年後には約半数の企業しか生き残っていないのであり起業後の淘汰

は非常に厳しいものであるといえる。  

さらには、起業後に生き残るという以前に、そもそも起業すること

そのものがわが国においてはその割合において少ない状況であるとい

える。図 1-2 のようにわが国の開業率はアメリカ、イギリスなどに比

しても半分程度のものとしてこの 10 年ほど推移してきており低迷し

ているのである。  

 なぜ、開業率が低いのかということと同時に開業するに至るプロセ  

 

 
図 1-1：企業の生存率：中小企業庁 3

 

                                                 
3 2011 年版『中小企業白書』 p.186。  
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図 1-2：日・米・英の開業率・廃業率：中小企業庁 4
 

 

スとはいかなるものであるのかということを知ることも大事である。  

 また、開業後において淘汰される原因は何であるのかということと

同時に生き残っている企業の諸活動の詳細を知ることもまた重要であ

る。それらについて、起業喚起や起業後の支援政策が重要であること

はいうまでもないが、同時に起業に至る起業前後の人々の相互作用や、

起業後の生き残りをかけた諸活動について一社単位の詳細なる分析や

事例についても必要とされているのである。  

この観点から、起業プロセスにおけるひとり一人の活動やその現象

についてのミクロの視点からの議論はこれまで少なかったといえる。

多くは資金面からの視点で資金調達や、IPO(新規株式公開 )に関する議

論であったといえる。もしくは、実際に起業しようとする者が事業計

画書を書くためのノウハウに関する情報であったり、公的機関からの

補助金をどのように受けていくのかという実務ノウハウそのものであ

ったりしてきた。  

学問的にもこれまでの起業家をあつかった議論は、経済学において

はマクロ経済成長の要因としての位置づけであったり、経営学におい

ては起業初期にこだわらないイノベーションの主体としての概念であ

ったりしてきた。起業論においては、より実務的に起業について取り

扱ってきていたが、孤独な英雄としての起業家像を想定した議論が多

                                                 
4 2013 年版『中小企業白書』p.310。  
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く、起業プロセスにおいて徐々にチームや組織を形成していくという

経験的かつ理論的な議論は少数派であった。  

こういった背景と問題意識にしたがって、本研究では起業プロセス

における組織生成プロセスについて、組織成員ひとり一人の行動や動

機について注目しながら知識を鍵概念に議論する。また、その組織生

成プロセスにおいていかなる革新がおこなわれるのか、どのように知

識プロセスがおこなわれるのかを議論することによって、ミクロの視

点から起業プロセスをあきらかとし、起業活動の活発化につなげたい

と考える。  

 

1.2 研究の目的  

 

本研究の目的は、J リーグ・アルビレックス新潟の事例研究を通じて、

以下のリサーチ・クエスチョンに答えることで、第一にナレッジマネ

ジメントの視点から起業プロセスにおける組織と知識の共進化に関す

る理論的モデルを構築することであり、第二に起業プロセスにおける

実務的な問題の解決に貢献することである。  

 

MRQ: 個人のネットワークは組織へといかに進化していったのか？  

SRQ1: 起業チームはいかに創られたのか？  

SRQ2: 組織はいかに創られたのか？  

SRQ3: 進化過程でどのような知識がいかに創造・共有・活用  

されたのか？  

 

1.3 研究の方法  

 

1.3.1 研究戦略  

研究戦略として事例研究を採用する。特に本研究は、単独の事例を

対象とするシングル・ケーススタディである。代表的な事例をとりあ

げること 5、また事例への深い接触が可能であるということ 6から事例

                                                 
5 アルビレックス新潟の事例については、現在わかっているだけで 200 以上の

メディアに取り上げられ、会長の池田弘氏はアルビレックス新潟での功績によ
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を選定している。  

事例のアルビレックス新潟は、サッカー不毛の地であった地方都市

新潟において「奇跡」と呼ばれるようになった、日本プロサッカーリ

ーグ（ J リーグ）所属のプロサッカークラブである。  

J リーグにおいて大企業の企業内スポーツから出発した組織ではな

く、その後も大企業スポンサーに依存せずに地域密着の経営方針で地

域の幅広い支援と経営努力によってその存続と発展を続けられている

数少ない成功事例である 7。  

起業プロセスを分析するに際して、起業後の成功のみを対象とする

のではなく、起業以前のマクロの社会的・政策的に関連する人々の事

象ならびに、起業前後の人々の相互作用というこれまでになかなか取

り扱われてこなかった 8ミクロの事象を時系列で対象としている。  

さらには、この重要な一つの事例を短期間の静態的な成功事例とし  

 

表 1-1： J リーグクラブと大企業  

クラブ名  前身企業  

鹿島アントラーズ  住友金属工業  

ジェフユナイテッド市原  古河電工  

浦和レッドダイヤモンズ  三菱自動車  

横浜マリノス  日産自動車  

名古屋グランパス  トヨタ自動車  

ガンバ大阪  パナソニック  

サンフレッチェ広島  マツダ  

コンサドーレ札幌  東芝  

ベガルタ仙台  東北電力  

FC 東京  東京ガス  

川崎フロンターレ  富士通  

筆者作成  

                                                                                                                                               

り、以下の受賞がある。2004 年財界賞（経営者賞）、2005 年ニュービジネス大

賞（アントレプレナー大賞部門最優秀賞）、2006 年藍綬褒章。  
6 アルビレックス新潟会長ならびに J リーグ専務理事中野幸夫氏より全面的協

力を取り付けている。  
7 横浜フリューゲルスは親会社の佐藤工業、全日空の業績不振により消滅して

いる。また、 J リーグ発足当初人気の高かったヴェルディ川崎も読売グループ

が親会社から撤退し経営の混乱がつづいた。  
8 起業初期数カ月におけるプロセスについて実証的にあきらかとすることが難

しいことは Aldrich(1999)も指摘している。  
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てではなく、長期的な視点から注意深く追いかけることによって研究

の妥当性の確保につとめている。  

具体的には、アルビレックス新潟の起業以前のワールドカップ新潟

開催の経緯や、ワールドカップを契機とした起業プロセスにおける起

業チームの生成、そのチームがさらに企業組織へと進化していくプロ

セスにおける知識プロセスを、以下のデータ収集・分析によって明ら

かにするものである。  

 

1.3.2 データ収集と分析手法  

インタビュー調査は 2007 年 10 月 19 日から 2013 年 7 月 20 日までの

間におこなわれた。インタビューは一人に 1 回から 5 回おこなってお

り、1 回のインタビューは 1 時間半から 4 時間程度深くなされている。  

事例分析においてインタビューデータを直接使用する際には脚注に

インタビュー日時と場所を記載している。  

以下がインタビュイーと分析した文書である 9。  

 

・池田弘氏：アルビレックス新潟会長（元社長）  

・中野幸夫氏： J リーグ専務理事（アルビレックス新潟前社長）  

・田村貢氏：アルビレックス新潟社長（元経理部長）  

・若杉透氏：新潟医療福祉大学教授（元アルビレックス新潟取締役）、 

・若杉爾氏：ビッグスワン新潟スタジアム館長（アルビレックス新潟

取締役施設管理部長）  

・小山直久氏：アルビレックス新潟取締役  

・馬場潤一郎氏：新潟県体育協会会長（元新潟県議会議長）  

・三宮博己氏：元新潟県総合政策部副部長（元 FIFA ワールドカップ  

新潟開催事務局長）  

・駒形正明氏：株式会社テレビ新潟放送網編成局長  

・是永大輔氏：アルビレックス新潟シンガポール CEO  

・宮島敏郎氏：NSG グループ広報室長  

・アルビレックス新潟における社内文書  

・新潟県議会の議事録  

・新聞・雑誌における記述（ 2003 年から 2013 年発行のもの）  

 

                                                 
9 文末の付録に詳細なインタビュイー一覧を掲載している。  
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分析手法としては、深いインタビューを行い、インタビューデータ

を可能な限りテキストデータ化した。そして、フィールドノートとイ

ンタビューデータによるデータベースを構築している。また、本事例

の重要なインフォーマント 2 名ならびに関係する外部の 1 名に事例の

事実関係についてデータのレビューを依頼し、指摘された事項につい

ては解釈の再検討もおこなって客観性を担保している。そのうえで、

分析対象組織の事実、インタビューデータ、外部組織による文書によ

ってトライアンギュレーションをおこなっている。  

 

1.4 研究の意義  

アントレプレナーシップ (entrepreneurship)は企業家精神と企業家活

動を意味する。そして、この企業家活動とは、起業の機会をかたちに

するための組織の構築を意味するとも言われている。しかし、アント

レプレナーシップの研究において、起業前後の組織生成プロセスにつ

いて詳細に論じた実証的研究は極めて少ない。さらに、組織論におい

ても、組織が大企業となって硬直化していくライフサイクルを論じた

ものはあっても、起業初期の詳細をあつかった組織一般の創造プロセ

スを論じたものはほとんどないのである。  

また、起業家といえば孤独な英雄一人の成功物語として取り扱われ

ることが多く、「企業家チーム」といった複数人からなるチームによっ

て起業し活動していくプロセスの研究は主流となっていないのである。 

したがって、アントレプレナーシップ研究において、起業チームが

生成していくプロセスや、そのチームがさらに企業組織となっていく

プロセス、さらにはそれらのプロセスにおいて知識がいかにつくられ

ているのか、を説明する理論的モデルを構築することは、大きな意義

となる。  

起業プロセスについて知識の視点からの研究は最近増えてきている

が、本格的な理論的研究は少ない。ベンチャーの組織的成長プロセス

に沿って知識の質的変化を論じた本研究は、本格的な実証的・理論的

研究としては最初であり、その点に本研究の独創性がある。  
すなわち、本研究が構築する「起業プロセスにおける知識と組織の

共進化モデル」はこれらのことを理論的に説明するものである。  

また、社会的・経済的にも長らく不況がつづいている昨今、既存の

企業による構造的な停滞の打破はあまり期待できない。まさに、新し
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い産業を生み出す起業活動の活性化が求められているのである。しか

し、起業プロセスのファイナンスの側面に関する議論は多いが、アイ

デアや体験といった知識を起点にした人から議論をはじめ、その人を

中心としたチームや組織の創造・運営・革新に関する実証的・理論的

研究は少ない。本研究を通じてそのプロセスを明らかにし、起業にま

つわる組織的な問題についての実務的な提言を行う。  

 

1.5 論文の構成  

 

 本論文の構成は次のとおりである。  

 第 1 章（本章）においては、序論として研究の背景ならびに筆者の

問題意識とともに、研究の目的・方法・意義を述べる。第 2 章では、

本研究関連領域の先行研究レビューをおこなう。第 3 章では、事例分

析をおこなう。第 4 章では結論として本研究の発見事項をまとめ、理

論的含意を導出するとともに理論的モデルを提示し、さらにそれらか

ら得られる実務的含意を若干述べる。最後に本研究の限界と課題、将

来研究の方向性を述べる。  
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第２章 先行研究レビュー  

 

2.1 はじめに  

 

第 2 章では先行研究のレビューをおこなう。その目的は次の 3 つで

ある。  

第 1 に関連する理論的領域を確認し、本研究に資する概念や理論・

アイデア・ヒントを探索するということである。本研究に関連する研

究分野は複数にまたがっている。さらに最初にレビューするアントレ

プレナー (entrepreneur)が特にそうであるように周辺の概念はその研究

目的や研究者のバックグラウンドなどの多様性にしたがってさまざま

な定義や視点が存在し一貫した議論とはなっていないことが多い。し

たがって慎重かつ簡潔な表現によるレビューを必要とする。  

一方で、それら概念や理論にたいする全面的依拠による議論の制約

をおこなう必要はないと考える。そういった視点から第 2 にそれらの

先行研究に残された課題をみつけることである。  

第 3 に起業プロセスにおける知識と組織の共進化をあきらかとしよ

うとする本研究のリサーチ・クエスチョンを議論するための理論的基

盤を整理することである。  

最初に本研究についてもっとも多く議論されている企業家と起業家

の研究領域についてアントレプレナーシップの議論のはじまりや多様

な定義の変遷を確認する。  

次にアントレプレナーシップの議論の中でも近年注目があつまりつ

つある企業家チーム (entrepreneurial  team)研究のレビューをおこなう。

それは孤高なカリスマとしての１人の企業家だけにフォーカスをあて

るのではない、現実的な複数人からなるチームとしての企業家を議論

しようとするものである。  

つづいて、組織論やアントレプレナーシップの領域での知見から組

織のライフサイクルに関する議論をレビューする。このことは、起業

プロセスについて起業以前の出来ごとや人間関係、起業そのもののき

っかけ、鍵となる人物やパートナーとの出会い、起業チーム編成から

会社組織となっていく際の困難、会社組織が直面する多くの課題につ
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いてその詳細事例を記述する本研究にとって組織の長いライフサイク

ルを扱う議論は大いに参考になると思われる。  

また、起業プロセス初期段階における企業家チームメンバーの役割

について議論するためにアントレプレナーシップとは異なる文脈であ

るリーダーシップ論をフォローする。特に孤独な英雄としての企業家

ひとりを論じるのではない企業家チームの議論同様にリーダーシップ

においてもリーダーひとりを論じるのではないコ・リーダーの重要性

を指摘した共有リーダーシップの議論に注目する。また、リーダーと

マネジャー、あるいはリーダーシップとマネジメントのちがいに関す

る古典となった議論も企業家チーム内における成員の役割を論じるう

えで有益であるとおもわれる。  

最後に知識経営論とその理論的位置づけについて概観する。起業プ

ロセスにおける商品・サービス・理念等の創造とそれを生み出す組織

そのものの創造や進化していくプロセス、その時の組織成員間の相互

作用についての議論はまだまだ少ないといえる。この議論を可能にす

るのが個人の信念という知を出発点としながらも、組織的に知を増幅

させる組織的知識創造を通じてイノベーションをおこすという知の創

造・共有・活用に関するナレッジマネジメントの視点であるとおもわ

れるのである。  

 

2.2 企業家と起業家  

 

2.2.1 経済学における企業家  

企業家論をレビューする際に必ず触れられるシュンペーターが企業

家 (entrepreneur)という言葉をつくったのはフランスのカンティヨンで

あるとし、「カンティヨンの定義する企業家とは、生産手段をある価格

で買い入れ、これを組み合わせて製品を生み出す業者であり、現時点

ではいくらで売るか決めていないが、その値段でコストを回収しよう

というものである。」 (シュンペーター，1998)と述べている。  

経済学の中で企業家 10の役割をどのように位置づけてきたのかとい

                                                 
10 アントレプレナー (entrepreneur)の訳語についてわが国で伝統的に長く使

用されてきたのは「企業者」であり、昨今マスコミ等で頻繁にみかけるのは「起

業家」である。しかし、本稿では現在、他の多くの企業家研究で使用されてい

る「企業家」を基本的には使用する。わが国で企業家を研究する学会である「企
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う学説史を広範囲にレビューしたものとしては貴重なヘバート・リン

ク (1984)によっても、企業家の議論の起源はカンティヨンによる 1725

年の『商業論』にまでさかのぼることができるという。それ以前にも

企業家という用語が使用されているが、それらは単に事業を請け負う

者として、製造業者や建築請負業者として定義されているにすぎない

もので、正確に経済的内容を含ませ、その内容を分析上重要なものと

したものではないという。このカンティヨンの理論が示唆した企業家

を「先見の明をもち、危険を進んで引き受け、利潤（もしくは損失）

を生み出すのに必要な行動をとる者」(ヘバート・リンク，1984，p.28)

とまとめている。そのことを彼が論じまるまでの議論は、市場経済の

中で「事をなす」ということの純粋に商業的な側面のみが強調されて

いるからであるという。ヘバート・リンク (1984)はこのカンティヨン

による議論において危険を引き受けるというリスクに関する議論をと

ても重要なものとして価している。  

清成 (1999)が表 2-1 として集約したように経済学者による企業家の

定義の歴史を見てみると進化・発展をしてきたものというよりも、個々

の学者の関心にしたがった多様な概念である。  

 

2.2.2 シュンペーターの経済学における企業家の再考  

 シュンペーター (1977)による企業家の議論は「われわれが簡単に承

認するこのできるいくつかの定義がある。その中にはセイ (J.B. Say)に

までさかのぼる著名なものがある。すなわち、企業者 11の機能は生産

要素を結合し、綜合することである」 (p.202)とあり、その起源を古典

派経済学者の Say(1803)に見いだしているものである 12。  

 

                                                                                                                                               

業家研究フォーラム」も「企業家」を採用している。  
11 企業者とは、本稿での企業家のことを指している。  
12 このことはドラッカー (1997)も「セイを最初に再発見した経済学者がジョセ

フ・シュンペーターだった。」 (p.39)」と触れている。  
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表 2-1：経済学における主要な企業家概念  

学者  年  企業家概念  

R.カンティヨン  1725 

先見の明をもち、危険を進んで引き受

け、利潤を生み出すのに必要な行為を

する者  

J.B.セイ  1803 
他者を結びつけて生産的な組織体を形

成する行為者  

C.メンガー  1871 
予見に基づき資源を有用な財に変換す

る変化の担い手  

A.マーシャル  1890 

多様な生産要素を需要に適合させてい

くうえで問題を解決し、効用をつくり

出す主体  

G.v.シュモラー  1900 
事業の危険を負担し、イニシアティブ

をとる者  

M.ウェーバー  1905 

組織的合理的に正当な利潤を使命とし

て追求する者。革新的企業家はその一

類型  

J.A.シュンペーター  1912 革新者、新結合を遂行する者  

A.H.コール  1959 

財の生産・流通を目的とする利益指向

型企業の創設、維持、拡大に挑戦する

者  

D.マックリーランド  1961 
エネルギッシュで適度なリスクテイカ

ー  

I.M.カーズナー  1973 

新しい価値のある目的及び潜在的に有

用で入手可能な資源に対する機敏性を

もつ個人  

T.W.シュルツ  1980 不均衡に対処する能力をもつ者  

P.F.ドラッカー  1985 
変化を探し、変化に対応し、変化を機

会として利用する者  

W.J.ボーモル  1993 
斬新、大胆、想像力、リーダーシップ、

持続力などを活用する経済主体  

出典：清成 (1999) 

 

 経済学上の理論的含意を目指していない本研究が恐れずにその要旨

を述べれば、シュンペーターの『経済発展の理論』における議論は、

経済がその内部から生み出す経済循環の変化として「経済発展」をと

らえ、その外部からの衝撃によるものではないことを強調し、非連続

的な変化、均衡中心点の推移としてシュンペーターは説明するために
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「新結合 (neue Kombination)の遂行」という概念を生み出したというも

のである。この際の内部からというのは「経済が自分自身のなかから

生み出す経済生活の循環の変化のことであって、外部からの衝撃によ

って動かされた変化ではなく、自分自身に委ねられた経済に起こる変

化にしぼられる」(伊達・玉井・池本 , 1980, p.44)。後年にこの新結合が

英語でイノベーション (innovation)と表現され 13、その遂行者を企業家

としている。新結合の遂行とは以下の 5 つである。  

 

(1) 新しい財貨、すなわち消費者の間でまだ知られて  

いない財貨、あるいは新しい品質の財貨の生産。  

(2) 新しい生産方法、すなわち当該産業部門において  

実際上未知な生産方法の導入。これはけっして  

科学的に新しい発見に基づく必要はなく、また  

商品の商業的取扱いに関する新しい方法も含ん  

でいる。  

(3) 新しい販路の開拓、すなわち当該国の当該産業部  

門が従来参加していなかった市場の開拓。ただし  

この市場が既存のものであるかどうかは問わない。  

(4) 原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得。この  

場合においても、この供給源が既存のものである  

か―単に見逃されていたのか、その獲得が不可能  

とみなされていたのかを問わず―あるいは始め  

てつくり出されねばならないかは問わない。  

(5) 新しい組織の実現、すなわち独占的地位  

（たとえばトラスト化による）の形成あるいは  

独占の打破。  

出典：シュンペーター (1977) p.183 

 

 この新結合を遂行する企業家について「われわれが企業と呼ぶもの

は、新結合の遂行およびそれを経営体などに具体化したもののことで

あり、企業者と呼ぶものは、新結合をみずからの機能とし、その遂行

に当たって能動的要素となるような経済主体のことである。」 (p.198)

としている。ここで注意が必要なのは企業者という表現であっても特

                                                 
13 シュンペーター (1939)『景気循環論』からである。  
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定の個人を指しているわけではなく、あくまで経済発展の根本現象と

しての経済主体としての概念であることである 14。  

それはもちろん個人を指すこともあるが、「交換経済の『独立の』経

済主体を指すばかりでなく、この概念を構成する機能を果たしている

すべての人を指すのであって（中略）たとえば支配人、重役などであ

ってもさしつかえないし、（中略）金融法律顧問、技術者のように、単

に新規設立のためにのみ働き、一つの経営体との間に持続的な関係を

もたないものであってもさしつかえがない。」(p.199)としているのであ

る。  

さらには、「企業家の機能は協力して果たすことが可能であるし、し

ばしばそのように実行されている。」 (シュンペーター，1998，p.125)

つまり、新結合との関係性において新結合をおこなう主体がスタート

アップに限定するものではないし、創業者個人に限定したものでもな

い。新結合との関係の持続性すら問わないという大きな概念で、まさ

に現象をさしているのである 15。  

これは後述する個人の企業家を研究するだけでは十分ではないとい

うことではじまったと想定する企業家チームの概念よりもさらに大き

な範囲でとらえていることは重要である。  

一方で、この経済主体が複数人であったりなんらかの組織であった

りと考えられたとしても、シュンペーターの研究目的からすれば当然

のことではあるが、その主体を構成するメンバー間や主体と環境との

相互作用については議論されていないのである。  

また、表 2-1 のような経済学上の企業家の中でもシュンペーターの

企業家は特にその革新性の度合いが強いことが特徴である。そのこと

は表 2-2 のようにヘバートとリンクによる経済学上の企業家タイプ分

                                                 
14ペンローズ (2010)も以下のように述べている。「私は、『企業者精神』にはさ

まざまな程度と質があることを認識するのは重要だと考える。シュンペーター

流の「企業者」は、もっと華やかで識別しやすいが、われわれの目的にとって

はあまりにドラマティックな人物でありすぎる。シュンペーターは、経済発展

に関心があり、彼のいう企業者は経済全体の観点からみたイノベーターであっ

た。」 (p.75)。  
15 企業家という表現でなくてもいいとさえ述べることがある。「『ビジネスリ

ーダー』や単純に『革新者』といった表現にはなんら異議を唱えない。重要な

のは、言葉そのものではなく、我々が心にはっきりと描いている行為者を認識

することである。」 (シュンペーター , 1998, p.122 )。  
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類によってもあきらかである 16。  

 

表 2-2：経済学における企業家理論のタイプと研究者  

A 

「純然たる」  

不確実性  

B 

「純然たる」  

革新  

C 

不確実性と特殊  

能力あるいは革新  

D 

直観力と  

適合・調整力  

カンティヨン  

ホーレイ  

ナイト  

ミーゼス  

シャックル  

シュモラー  

ゾンバルト  

ウェーバー  

シュンペーター  

ボードー  

ベンサム  

チューネン  

マンゴルト  

コール  

クラーク  

カーズナー  

シュルツ  

出典：へバート・リンク (1984) p.185 

 

その後の理論経済学上においてはあまり企業家の大きな議論はなさ

れておらず、シュンペーターの影響は経済学よりもむしろ経営学に大

きな影響を及ぼしたといえる。 (Kirzner, 1983) 

 

2.2.3 ペンローズによる経済学と経営学における企業家の架橋  

 経済学上の企業家論をマーシャルの議論に深く依拠しつつ展開して

いる池本 (1984；2004)は、「経済学と経営学との間の溝には 2 つのタイ

プのものがある。1 つは、経営学の方では企業をアプリオリに組織と

して措定してかかるのに対し、経済学の方では組織としての存在意義

がややもすると捨象されてしまいやすい傾向があるということ、もう

1 つは、企業家というとき、経営学の方では企業組織内に向かった役

割が重視されるのに対し、経済学の方では環境である市場に対する対

外的な役割のみが取り上げられる傾向があるということである。」とし

て経済学と経営学のとりあつかう企業家像のちがいを述べている。  

しかし、ペンローズの議論には経済学に依拠しつつもそれをこれま

での経済学が実際の企業行動という実践的な文脈においては分析内容

が貧弱にすぎるという問題意識のもと企業成長について経営学とも架

                                                 
16 清成 (1999)は、シュンペーターの企業家における革新性の強調についてカー

ズナーとの比較によってより理解が深まるという。「企業家とは、シュンペータ

ーにとっては「不均衡をつくり出す勢力」 (disequilibrating force)であり、カ

ーズナーにとっては「均衡をつくり出す勢力」(equilibrating force)なのである。

いいかえれば、企業家は、シュンペーターにあっては革新によって変化を惹き

起こす存在であり、カーズナーにあっては変化が発生したことを認識してそれ

に反応する存在である (p.175)。  



 16 

橋するような新しい経済理論を構築しようとしていた 17。  

 ペンローズ (2010)は、「経済学者は、概念上の均衡なしには、外生的

な撹乱要因に対して経済が反応する方向を予測できなかったし、完全

競争の仮定なしには、競争的な市場の有する卓越した厚生上の効率性

を主張できなかった。企業の内側で何が起きているか問うことが必要

だと考えた経済学者はほとんどいなかった。また、実際のところ彼ら

の『企業』にはいわば『内側』はなかった。」としてこれまで企業をブ

ラックボックスとして扱ってきた伝統的な経済学と一線を画し、いわ

ゆる価格決定と資源配分の問題を経済的に分析するために高度に発達

し実際にわれわれが思い浮かべる実在する企業とは乖離した「企業の

理論」が示す「企業」という経済学上の用語法ではない定義を企業成

長の理論を論じるには必要とした。  

この『企業成長の理論』で示された企業観は「一つの管理組織とし

ての企業」と「生産資源の集合体としての企業」という二つの属性で

あった。この二面性については後の RBV(resource-based view)(吉原ほか，

1981，Wernerfelt, 1984, Barney, 1986 など )の経営戦略論の源流とも言わ

れた影響力があり、特に「有形の物的資源」と、「不熟練および熟練労

働者、事務、管理、財務、法律、技術および経営に携わるスタッフ」

という雇用の長期と短期の契約に関わらない従業員を利用可能な人的

資源として考えこの二つをあわせて生産資源としている。この生産資

源によるサービスのちがいこそが企業の差異であり、このサービスの

差異は人的資源における「知識の累積的成長」として増大と変化を常

とすることを企業成長の基礎においた最初の議論であるといえる。  

 この際にペンローズの論理においてより重要であるのは、単に企業

の内側の人的資源を中心とした知識の累積への注目だけではなく、以

下の指摘にこそあるのではないだろうか。  

  

                                                 
17 注において以下のようにも述べている。「不幸にも経済学者に無視されてき

た『経営学』の文献には利用しうる有用な情報が大量にある。ただ、経済学者

も徐々に『経営学』や広く実業家に関する研究を真剣に取り入れようとし始め

ている。」 (訳 p.30)。  
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生産プロセスにおける「インプット」は資源そのものでは

なく、あくまで資源が提供できるサービスにすぎない。資

源によって生み出されるサービスは、それが用いられる方

法の関数である。すなわち、まったく同じ資源が、異なる

目的や方法で用いられたり、異なるタイプや量の別の資源

と組み合わせて用いられたりすると、異なるサービスない

しサービスの集合をもたらす。資源とサービスの間の重要

な差異は、それらの相対的な耐久性ではなく、むしろ、資

源は潜在的なサービスの束からなり、大部分がその用途と

は独立して定義されるが、他方のサービスは、「サービス」

という言葉自体がある機能やある活動を意味しており、用

途と独立して定義できないということにある。後述するよ

うに、個々の企業の独自性の源泉は、大部分この差異のな

かに見出される (p.50)。  

 

この資源とサービスの区別という指摘は、同様の資源として人的・

物的資源や知識を有していても、その資源は同様の潜在的なサービス

としての価値を有してはいるが、その人や知識の使用目的、使用方法、

組み合わせという 3 つの次元において企業毎に異なる行動となるため

に顕在化したサービスとしては企業毎にまったく異なるものとなるこ

とを指している。つまり、潜在的なサービスへの目的、方法、組み合

わせという顕在化プロセスへの注目であり、顕在化プロセスにおける

経営ノウハウ、あり様こそが企業の差異であるということである。  

より詳しい顕在化プロセスの議論は、企業者の主観や主体性とも関

連して、「企業者サービス」と「経営者サービス」のちがい、さらには

「経営者のチーム」というかたちで議論されている。  

 まず企業者について「利益を期待してチャンスを捉えようとする、

そして特に、投機的な活動に努力と資源を賭していこうとする傾向を

もつ個人の心理として扱うのがよいだろう。」としている。  

 「企業者サービス」について「企業の利益に資するための製品、立

地、技術上の重要な変化などに関する新しいアイデアの導入と承認、

新しい経営管理者の獲得、企業の管理組織の根本的な改変、資本調達、

拡張の方法の選択も含む拡張の計画の立案等に関連する。」とし、「経

営者サービス」については対照をなすものとして「企業者的アイデア

や提案の遂行と既存の業務の監督に関連する。」 (p.75)としている。  
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 また、「企業者」という用語を、その地位や職務分類が何であるか、

個人かグループかを問わず企業者サービスを提供する機能的な意味で

用いているという。  

 この企業者サービスの質を決める 4 つの企業者気質を挙げているの

で以下のようにまとめる 18。  

 

(1) 「融通性」 (versatility
19

)のある想像力・洞察力  

(2)  信用をつくり出す能力としての「資金調達の才能」  

(3)  製品志向、技術志向の企業者として自社製品の  

生産・流通に強い関心があり組織の改善・拡張に  

よってそれを実現したい野心と広い分野にまた  

がる強力な産業帝国をつくるビジョンに関心が  

強い帝国建設者としての野心という二通りの  

「野心」  

(4)  成長へのリスクと不確実性に関する企業の期待と  

しての環境への「判断」  

 

クラシカルな経済学と異なり企業の内側に無限の成長の資源がある

ことを強調するペンローズは、企業の外側である市場という環境や需

要についても「企業者の心に映った『イメージ』として環境に関心を

もつことにした。」 (p.74)あるいは「需要とはきわめて主観的なもの、

すなわち、企業者の見解なのである」 (p.129)として企業の外部に関す

る事項までも経営者サービスの質、とりわけ企業者サービスの質によ

って事業機会として解釈を内側から主体的に可変させることが可能な

ものであると主張している。  

 このように、ペンローズは生産サービスの束の中でも企業成長の源

泉として究極的な位置づけで企業者サービスを指摘しているのである。 

また、経営者サービスは「チームワーク」によって成り立っているこ

とも指摘している。実際の経営陣がある意味において一つの「経営者

チーム」(p.80)とでもよぶべきユニットとして機能しているからである。

「企業の経営者グループの経験は、拡張の全プロセスにおいて決定的

な役割を果たす。なぜなら、経験が獲得されていくこのプロセスは、

                                                 
18 経済学上の概念では説明不可能なものとして議論されている。  
19 versatility について初版を訳した末松他は「融通性」、第三版を訳した日高

は「可変性」と訳しているが、本稿では「融通性」を採用している。  
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まさに企業が自ら利用できる新たな生産的サービスを創出するプロセ

スとしてみなされるからである。」 (p.82)と指摘しているように、この

経営陣の協働を通したチームワークの発展によって経験や知識の累積

的成長をもたらすことや、それゆえにその企業独特の価値を生み出す

という企業成長の源泉となることも強調されているのである。  

さらに、この「経営者サービス」の成長については知識そのものの

累積的成長として詳述されているがこの部分については後で「知識に

よる経営」をレビューする際に再度取り上げたい。  

 

2.2.4 経営学における企業家  

 「本書は、イノベーションと企業家精神の全貌を体系的に論じた最

初のものである。この分野の決定版ではなく、最初の著作である 20。」  

(p.vi)としてドラッカーはその著書『イノベーションと企業家精神』を

位置付けた。「企業家精神は、科学でもなければ技でもない。実務であ

る。もちろん知識は不可欠である。本書はそれら知識を体系的に提示

する」(p.iv)として、経済現象の説明のためでなく、企業家精神そのも

のの解明と実務、仕事としての側面をあきらかにすることを目的とし

てドラッカーは経営学的側面から論じた。  

「企業家とは、秩序を解体し破壊する者である。シュンペーターが

明らかにしたように、起業家の責務は『創造的破壊』である。」 (ドラ

ッカー，1997，p.38)「起業家は変化を健全かつ当然のものとする。彼

ら自身は、それらの変化を引き起こさないかもしれない。しかし、変

化を探し、変化に対応し、変化を機会として利用する。これが、起業

家および起業家精神の定義である。」 (p.40)としている。  

 そしてイノベーションこそが企業家に特有の道具であるとしている。

このイノベーションの体系的な理論は構築していないが、その機会は

7 つあるとして明示し詳しく議論している。  

 まず、企業や社会的機関の組織の内部、あるいは産業や社会的部門

の内部の事象として 4 つを挙げている。残りの 3 つの機会は企業や産

業の外部における事象である。  

 

 

                                                 
20 ドラッカーは J.B.セイが 1800 年ごろに企業家という言葉をつくったとして

いる。  
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(1) 予期せぬことの生起  

   予期せぬ成功、予期せぬ失敗、予期せぬ出来事である。 

(2) ギャップの存在  

   現実にあるものと、かくあるべきものとのギャップ  

である。  

(3) ニーズの存在  

(4) 産業構造の変化  

(5) 人口構造の変化  

(6) 認識の変化  

   ものの見方、感じ方、考え方の変化である。  

(7) 新しい知識の出現  

 

 これらの機会は信頼性と確実性の大きい順番にならべられており、

かつ互いに重複するとしている。つまり、ドラッカーは企業や産業の

内部と外部における変化の探索・対応・利用をする者をもって企業家

としているのである。  

 さらに、経営学として議論を深めている Minzberg(1973)、ミンツバ

ーグ (1999)は、「もともと『起業家精神』という言葉は、事業の創設者

と関連づけて使われていたが、その言葉の範疇は次第に広がり、組織

における、個人的で、能動的で、ひたむきなリーダーシップを表す言

葉として使われるようになった。」と認識を示したうえで、経営戦略論

の議論展開として起業家的人格の戦略作成の特徴として以下の 4 点を

示している。  

 

(1) 起業家的なやり方において戦略作成は、新しい機会  

を積極的に追及する。  

(2) 起業家的な組織では、権力は最高経営幹部に集中  

する。  

(3) 起業家的やり方における戦略作成は、不確実性に  

直面したとき、大きく飛躍する特徴がある。  

(4) 成長こそ起業家的な組織の最大目標である。  
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 この議論ではマクレランドの達成動機 21を引用しつつ、特に個人的

なリーダーシップによるビジョンへのあくなき探求、能動的な特性と

いう側面が強調されている。つまり、企業家精神をあくまでも個人的

な営為として捉えているのである。したがって、創業時や小さな組織

ではうまくいくが、個人に頼りすぎる戦略作成にかなり懐疑的である

という議論なのである。  

 経営学の枠組みでイノベーション論との関係において議論している

のは、米倉 (2001)である。「アントルプルヌア（企業家）を理解するに

は、その原点に戻って、アントルプルヌアを『新結合すなわちイノベ

ーション』の遂行者と定義し、企業家のあり方はそのイノベーション

のあり方から規定するのが重要だ」として近年発達してきている創造

性や新製品開発のマネジメント、あるいは技術政策などの総合的議論

であるイノベーション論を踏まえている。  

そして、Abernathy & Clark (1985)におけるイノベーションの類型化

を参考に企業家を類型化している。この類型化はイノベーションの革

新性について市場と技術の二つの側面から考察したものである。既存

資源の価値を失うという意味で「破壊的」か、価値を保存できるとし

て「保守強化」かについて区分することから図 2-1 のように 4 分類で

ある。  

                                                 
21 周知のとおり McClelland(1961)による『達成動機』の研究が企業家研究に

おける心理学アプローチ、ミクロアプローチの先駆的研究である。シュンペー

ターの想定した企業家像における行動動機の 3 類型について「達成動機」、「統

制の所在」、「危険負担志向性」という測定可能な心理的要因と考え、経済成長

率との関係性を統計的に明らかにしようとした。「達成動機」とは、偶然ではな

く自らの努力・責任において成果が決まる仕事について成功か失敗となる確率

が半々となるような不確実な仕事を好んで選択し、仕事の成果にフィードバッ

クを望むことの程度についてを尺度として測定する。この動機が強い者を企業

家としている。しかし、その後も多く研究された「誰が企業家なのか？」を問

う意味で企業家個人の属性や特徴について論じるこの「属性アプローチ」

(Gartner, 1988)には企業家という定義について中小企業全般の創業者とする

などの曖昧性が多く残り、研究同士の比較妥当性について根本的な問題が指摘

された。  



 22 

 

図 2-1：アバナシー・クラークのイノベーション類型化：Abernatby & 

Clark（1985）をもとに米倉（2001）が作成  

 

 

 図 2-2：イノベーション類型にもとづく企業家類型：米倉（ 2001）  

 

 イノベーションの議論から企業家を考察する意義について「起業家」

という表記から連想される自ら事業をおこす人のみを議論の対象とす

ることが企業家研究を矮小化することでありまた、事業を起こしてい

ても単純でイノベーティブなものでなければ企業家といえないという。 

 したがって、イノベーション研究を基盤にした議論であれば、企業

家も分類できるということである。それは、新しい技術でもって新し
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いマーケットを創造する構築的革新はシュンペーターが想定していた

ような企業家的企業家とし、既存のマーケットにまったく新しいイノ

ベーションを持ち込む革命的革新の遂行者は技術志向的企業家、既存

の技術体系に用いて新たなマーケットを構築するニッチ創造をするの

は、市場志向型企業家、プロセス・イノベーションの遂行者を経営管

理者的企業家と命名している (米倉 , pp.59-60)。  

 このような分類は微妙なもので解釈の問題も含むが、さらに複雑な

問題として、イノベーションの遂行についてしばしば複数人が中心と

なって起業したり革新をおこしたりしていることにも米倉 (2001)は触

れている。蒸気機関というまったく新しい技術によって動力という市

場をつくりだしたワットは企業家的企業家であるが、ワットがポンプ

の改良に真剣に取り組んでいた時に、これを「動力（パワー）」として

社会的にニーズにこたえうるものと経営者としてとらえ商業化した経

営管理者的企業家がボウルトンであり技術と経営の両面からのイノベ

ーションがあって成り立つ企業家であるというものである。この考え

は起業プロセスを考察するうえでアクターの役割という重要な指摘で

あり、かつあとで議論する企業家チーム内には 4 つ全ての企業家像が

必要かもしれない。  

 

2.2.5 起業論における起業家  

 起業することにフォーカスをあてた研究をおこない、新規事業を開

業するという意味で実践的に起業家を輩出することを目的とした米国

バブソン大学などを中心に議論されているのが起業論というカテゴリ

ーである。経営学の一分野ではあるがいわゆる経営戦略論や組織論と

いった経営学全体との関連性が密接な分野とは多少、別の文脈で発達

してきたといえる。それは、さきほど議論したように経済学や経営学

がアントレプレナーシップについてイノベーションとの関係性におい

て革新をおこなうあらゆる経済主体とそれを取り巻く様々な要因につ

いて考察したこととは少し趣を異にするものである。  

 それは、バブソン大学の看板教授であるバイグレイブ (1996)の定義

によって明らかである。起業家について「起業のチャンスを捉え、そ

のチャンスを実現しうる組織を作り出す人である。起業へのプロセス

とは、チャンスを見いだし、チャンスを実現するために組織を作り出

すことにかかわるありとあらゆる機能、活動すべてを含むものである」

と述べている。さらに突っ込んで、バイグレイブ (2009)は「我々はシ
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ュンペーターよりも、より広く起業家を定義する。我々は、新しく事

業を始める人はすべて起業家と捉えることにする。」として起業家の革

新の度合いについてはシュンペーターよりも低くとらえ、すべての新

規開業者を起業家としているのである。  

また、ティモンズ (1997)による以下のような指摘もある。「多くの研

究や実際の経験から分かっているのは、チームが ‘ビジネス ’を育てる

のに対して、1 人で動いている起業家はただ単に ‘生計 ’を立てるという

ことだ。」新しい組織を創造しているのか否かということにアントレプ

レナーシップの定義づけるべきという議論すらもある (Gartner, 1988)。 

新規開業する、事業創造するという意味で起業するというフェイズ

に特化したアントレプレナーシップを論じていることと、変化や機会

を認識し、目的を達成するための組織をいかに構築するのか、そこに

所属する人材をいかにマネージするのか、が起業家にとって重要な仕

事なのであるという認識のもと、複数人から構成されるチームを創り、

それを組織に発展させていくことこそが、真のアントレプレナーシッ

プなのであるという立場であるといえる。  

ティモンズ (1997)はさらに心理学や経営戦略論のアプローチとのち

がいについて現実の「起業プロセス」をあつかうということを以下の

ように強調している。  

 

 ベンチャーの起業プロセスの研究では、従来型のモデル、

たとえば心理的モデル、あるいは競争戦略モデルなどは役

に立たないということがわかる。第一に、新規事業の成功

例をまとめて共通の法則を導き出そうという単次元のモ

デルでは、全体の一部を説明するにすぎない。第二に、成

功したベンチャーの特徴を論理的に研究しても、それは比

較的新しい、理論の確立に至っていない領域である。経済

学や経営戦略の研究は、新規事業の創造プロセスにほとん

ど目を向けていない。第三に、アントレプレナーシップは

現実の世界の起業活動であり、確実性、予測性、安定性、

洗練度を伴わない。リスク、曖昧、矛盾、不完全で不均一

かつ真空状態に満ちた市場が当然であり、常に例外が存在

する。その結果、市場、技術、資源は常に混沌と変化して

いる。重層構造の大企業と公共事業体が新規事業開発の分

野で競争力とイノベーションを発揮できないのは当然で
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ある (p.27)。  

 

ベンチャー創造という現象をアントレプレナーシップと表裏一体の

現象と考え、「企業家」活動の一部である「起業家」活動をベンチャー

企業 22の鍵となる要件として規定する立場から金井 (2002)は、わが国の

議論にはファイナンスの側面からの議論は多いが経営戦略からの議論

が少ないという問題意識で、起業家活動について議論している。それ

は図 2-3 のような「起業機会の認識、事業コンセプト、資源の展開と

いう起業家活動の基本的要件間に独自のパターンを形成し、展開して

いくことによってベンチャー企業独自のビジネスモデルが構築され

る。」というものである。さらに、シュンペーター的な既存ビジネスモ

デルの破壊と新モデルの創造という定常状態を破壊する発展のプロセ

スと、カーズナー 23的な新たな定常状態へと向かうことを推進する成

長のプロセスという双方を含む概念として議論している。これは経営

戦略と起業論、シュンペーターとカーズナーの議論がたくみに融合さ

れているといえる。  

 

                                                 
22 松田（ 1998）はベンチャー企業について「成長意欲の強い起業家に率いられ

たリスクを恐れない若い企業で、製品や商品の独創性、事業の独立性、社会性、

さらに国際性をもった、何らかの新規性をもった企業」と定義している。『中国

地方通産新報 1970 年 6 月号』に当時の通商産業省の佃近雄が「ベンチャービ

ジネス：産業構造改革の尖兵」として書いた和製英語がベンチャー企業やベン

チャー・ビジネスという日本特有の表現の最初であるという。その後いくつか

の雑誌発表を経て清成・中村・平尾による『ベンチャー・ビジネス：頭脳を売

る小さな大企業』が発表されベンチャー・ビジネスを「研究開発集約的、又は

デザイン開発集約的な能力発揮型の創造的新規開発企業」と定義した。（榊原・

前田・小倉， 2002） 1960 年代を通じそれまで支配的であった大企業と中小零

細企業間における賃金格差等を問題視する二重構造論が中小企業論において支

配的、社会的通念であった状況下でこのベンチャー企業の議論は学会において

タブー視されていた、活力があり中小企業の規模をこえて成長しているが大企

業にはなっていない「中堅企業」の議論などを可能とした。（柳， 2004）。  
23 オーストリア学派の Kirzner(1983)の企業家活動とは、新しい製品、生産技

術によって日常性から決別する活動や能力のことではなく、新しい製品が消費

者にとって価値のあるものになることや、新しい生産方法を実現する見通しを

立てる能力であり、新しい機会を認知する能力とされている。つまり、費用曲

線・収益曲線をシュンペーターのように移動させることでなく、移動した曲線

がいかに移動したのか認識することだとしている。この意味においてシュンペ

ーターとは対照的な考え方である。  
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図 2-3：起業家活動の要件とプロセス：金井 (2001) 

 

2.2.6 起業家の情熱と業績  

 ここでは、これまで見てきたような起業論における起業家独自の議

論として、起業家の内面性である情熱と業績の関連性についての研究

をみていく。  

 アントレプレナーシップは起業家精神とよく日本で翻訳されるが、

起業家活動という意味も含んだ概念であるため翻訳せずにカタカナで

アントレプレナーシップと表記されることも多い。それは、「精神」と

いう部分を過度に強調しすぎてしまう印象になるからである。この「精

神」の部分をあつかった研究は、Covin & Slevin(1989)を契機とする「起

業家的オリエンテーション（EO）」と呼ばれる企業の競争姿勢を表現

する指標についてのものがある。そこでは、ベンチャーの財務的成功

における経営幹部に必要な姿勢を議論している。それは、新しいアイ

デアを積極的に取り入れる革新性（ innovative）、事業を前向きに開拓

する積極性  （proactive）、不確実性があっても投資を好んでおこなう

リスク志向性（ risk-taking）の 3 つの EO が特に重要だとしている。

（Covin & Slevin, 1989; Lumpkin & Dess, 1996; Ireland, Hitt, & Sirmon, 

2003）  

このことは、近年のソフトウェア企業 87 社を調査した Stam & 

Elfring(2008)によっても指示されている。  

 こういった起業家の暗黙知ともいうべき情熱に関する議論は、ナレ

ッジマネジメントの観点から考察する立場の本研究にとっても重要な

示唆がある。それは、この EO の議論にみられる重要な情熱をどのよ

うなプロセスで明示的なものとしてチームや組織において経営に役立

てるのかという部分についてである。  
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 ほかには、心理学の知見から質問紙調査において「仕事を愛してい

るのか」や「仕事に対する執着」などの質問項目によって起業家の情

熱を指標化することでベンチャーの成長率と情熱の間に相関があるの

かを確認した研究がある。Baum & Locke (2004)によれば 229 人の北米

の起業家における質問紙調査で、起業家の情熱が強いほど従業員との

コミュニケーションを重視する傾向と、従業員とのコミュニケーショ

ンが活性化しているほどそのベンチャーの成長率が高まるという関係

を確認している。すなわち、間接的にではあるが起業家の情熱が強い

ほどに成長率が高まっているということなのである。  

 このように起業論において起業家の感情に関する研究は近年豊富に

なっている。この感情の中身や動機について知識という視点から詳細

に本研究では見ていく必要があるだろう。  

 

2.2.7 起業家の思考様式  

 情熱と同様に起業家精神を表現する内面性として起業家の思考様式

についての議論をここではみていく。  

世界のだれもが知るような起業家として名高いアップルのスティー

ブ・ジョブズ、アマゾンドットコムのジェフ・ベゾス、デルのマイケ

ル・デルをはじめ、サウスウエスト航空、イーベイ、スカイプの創業

者など 25 名へのインタビューをおこない、さらに 382 名のイノベーテ

ィブな起業家ならびに経営幹部の質問紙調査によっておこなわれたの

が著者にクリステンセンを含む Dyer, et al.(2008)である。  

この調査では 4 つの思考様式において優れた起業家に共通性がみら

れたと発見している。それはまず「革新的な起業家」は「なぜ？」に

ついてよく考えており、「もし～をしたら（ if）、世の中はどうなるの

か（what）」について考え続けるという「質問力」である。二つ目は「注

意深く、意識的かつ継続的に、顧客やサプライヤー、他者のちょっと

した行動をつぶさに観察し、新しいヒントをみつける」という具合に

徹底的に興味のあることをしつこく観察するという「観察力」である。

三つ目は、「質問力」「観察力」から生まれる仮説を立てて実験を試み

るという「仮説検証力」である。最後に四つ目は、自分とは異なるア

イデアやものの見方をする人たちに積極的に会いに行くという「ネッ

トワーク思考力」である。他人の知恵を活用しようという思考なので

ある。これらの思考力が高い人ほど革新的な事業を生み出す確率が高

いことを 382 名への質問紙調査による因子分析によって結論づけてい
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る 24。この議論はわれわれの立場からは、起業家がどのような知識を

大事にするのか、どのような知識を創造することが業績に影響をあた

えるのかといったことを示唆するものである。  

 

2.3 企業家チーム  

 

ヘバート・リンク (1984)による企業家研究史をみても、シュンペー

ター以来の企業家の定義である新結合の担い手にはその後あまり変化

がない。新しい学問分野であるはずの起業論が基礎科学と比して不適

当な方法論やパラダイムを使用してきたことで独創性の欠如を生み出

してきたともいわれる (バイグレイブ，1996)。そして、多様な学問分

野の理論的フレームワークを借りてきたことで議論されてきた起業論

は、そのメタ理論的な仮定には多様性を得ることができなかったとさ

れる (Grant & Perren, 2002)。つまり、起業家の定義がシュンペーター以

来のものから大きくは逸脱していないし、そのことが起業論を発展さ

せてこなかったと考えられる。  

しかし、バイグレイブやティモンズの議論においては、起業のため

の組織を創ること自体がアントレプレナーシップの主要な要素とされ、

またチームよってビジネスを育てていくことが強調されていた。  

起業家という用語がただ一人の個人活動を指すように解釈すること

は誤解を招くことであり、創業過程の異なる部分に従事するパートナ

ーもいれば、誰が中心人物であるのか起業家であるのかさえ見分けの

つかないこともある (ヴェスパー，1999)。このように起業家の意味す

るところが複数人からなる主体と捉えることは起業論に独自の理論的

基盤を誕生させることになるかもしれない。なぜならば、そういった

議論はシュンペーター以来の企業家からの理論的基盤の発展につなが

りそうな重要性を秘めていると思われるからである。それは、既存経

済学の説明できない経済の不均衡を経済の内側に着目して新結合や企

業家を指摘したシュンペーターや、同じく既存経済学の説明できない

企業成長の発展について企業の内側について論じたペンローズのよう

に起業論においても企業家を孤独な一個体とみるのではなく実際的な

                                                 
24 Dyer, et al.(2009)では、①関連づける力、②質問力、③観察力、④実験力、

⑤人脈力としている。  
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チームと捉えその内側の相互作用と内側のあるチームとして外側との

関わりを論じるという内側の存在とその相互作用を企業家チームの議

論によって可能となるかもしれないからである。  

そういった意味でより具体的に近年その議論が増えた企業家チーム

(entrepreneurial team)についての議論をここでは見ていく。  

 

2.3.1 企業家チーム研究の必要性  

伝統的なアントレプレナーシップの文献において長い間、起業家活

動は、暗黙的に、経済や行政・社会的勢力に対する孤独な主人公の戦

いとして偉大な神話とされてきていた (Cooney & Bygrave, 1997)。それ

は、北米におけるカーネギーやロックフェラーの華々しいキャリアの

喧伝や、個人主義に基づいた教育などに育まれた価値観によって強化

されてきたともいえる。北米における議論の影響力は強いものでこの

議論の方向性が世界的に波及していたといえるだろう (Cooney, 2005)。 

しかし、iPhone や iPad によって活況であるアップル創業者で昨年亡

くなった最高経営責任者 (CEO)スティーブ・ジョブズも、最初はヒュー

レット・パッカードに勤務していた友人スティーブ・ウォズニアック

の技術、アップルの幻の創業者となっている請負契約でマニュアルを

作成した製図工ロナルド・ウェイン、さらにはストック・オプション

により資産を築いたマイク・マークラ紹介の資本を注入し彼とともに

3 人でアップルを法人化している。また、ナショナルセミコンダクタ

ーからマイケル・スコットを引き抜き、彼を社長の座につけることで

組織としての強力な体制が整っている (リンズマイヤー , 1999)。  

わが国においても、松下電器産業（現パナソニック）の創業者松下

幸之助は、現在の大阪市東成区の借家で電球用ソケットの製造販売を

始めた際に、妻であるむめのと妻の弟である井植歳男（後の三洋電機

の創業者）、さらに幸之助の大阪電燈時代の同僚で友人の林伊三郎、森

田延次郎の合計 5 名で営業開始していた (コッター , 2008)。  

ジョブズも幸之助も特異なリーダーではあるが、創業に際しては企

業家チームともいうべき組織が形成されているのであるし、そのこと

は他の組織においても優に想像できることである。  

しかし、起業プロセスに関するチームの役割やチームの形成プロセ

ス、さらにチームの組織への進化プロセスに関する議論は十分になさ

れてきたとはいいがたい。  

企業家チーム研究におけるひとつの契機としては、Reich (1987)がコ
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ーポレートアントレプレナーシップの文脈ではあるが「英雄という地

位へとチームが上昇し、複数人からなる創業者についての称賛のため

にアントレプレナーシップは再考されなければならない」という指摘

をしている。  

初期の研究としては、これもコーポレートアントレプレナーシップ

の 文 脈 で は あ る が 、 集 合 的 ア ン ト レ プ レ ナ ー シ ッ プ と し て の

Stewart(1989)による「チーム・アントレプレナーシップ」の重要性は

既存組織内における全体論的戦略の検討として議論された。いわゆる

単なるトップマネジメント・チームとは区別した概念としているもの

で、急成長していた自動車部品メーカーのマグナ・インターナショナ

ル社 25のある部門における非専門家、ローテク、低レベルの従業員チ

ームによる成功を長期的な組織へのコミットメントなどに原因を求め

た議論である。組織環境と個人の報奨制度の緊密性が組織全体の成功

につながるような従業員持ち株制度などによって動機づけられた従業

員チームが企業家的に一生懸命に働くことで、顧客の問題を解決する

方法を学ぶ能力をストレッチしつづけることを意味する「ランニング

ホット」を維持する。そのようなチームにおける集団的なアントレプ

レナーシップを議論しているのである。従業員として個人的に思考す

るが、企業家として団結して行動するチームのアントレプレナーシッ

プというものである。  

 

2.3.2 企業家チームとチームによる起業のメリット  

企業家チームの定義に関する議論では、もっとも有名であったもの

が、企業を設立する以前の段階で初期メンバーがどのようにグループ

として集まるのかについて疑問とした Kamm et al.(1990)による「企業

家チームとは、均等に財政的利益を得るビジネスを共同で設立した二

人以上の個人」であり、「市場に商品やサービスを提供する前のプレス

タートアップの段階におけるチーム」というものであった。Ensley & 

Banks (1992) と  Gartner et al.(1994)はこの定義にさらに、直接的に戦略

的選択に関わる人々というものをつけ加えた。  

しかし、チームにおける均等な利益配分を前提としない財政的利益

に関するより開かれた解釈の必要性と起業へのチームメンバーの参加

                                                 
25 カナダの自動車部品メーカーで、現在はボッシュ（独）、デンソー（日）に

つぐ規模である。  
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がプレスタートアップという限定的なタイミングに焦点を定めること

が非現実的であることから、「著しい財政的利益への関心があり、発展

段階の企業への事業参画をする二人以上の個人」という定義が Cooney 

(2005)によってなされている。  

ヴェスパー  (1999)によれば、単独での起業に比してベンチャー立ち

上げ時のチームの創設には次のような 6 つの効用があるという。  

 

(1) チームはより大きな労働力の利用を可能にする。  

(2) チームはスタートにあたって必要な技能や他の資源  

について、より完全にバランスのとれたかたちで  

用意することができる。  

(3) チームであれば、いかなる既存メンバーの離脱も  

ベンチャーにとって孤独な起業家の場合よりも  

破滅的ではないであろう。  

(4) チームであれば、ベンチャーは重要な才能ある人物  

を捜し出して、新しく入れるための貴重な経営努力  

をすることなしに、更なる成長ができるはずである。 

(5) 創業時における起業家が、チームとして集まり仕事  

をすることを喜ぶという意思や能力を有すること  

は、人々を引きつけ、マネジメントすることの特徴  

的な能力である。反対に、潜在的投資家にとっては、 

チームとともに働く能力がないか、気が進まないと  

いうことが成長に対する経営能力不足として受け  

取られる。  

(6) チームメンバーを新しく採用しようという試みは、  

ベンチャーのアイデアにおけるチェックアウトの  

事前段階であるということができる。チームに  

加わろうとする彼らの気持ちは、創業者だけでなく、 

そのベンチャーの長所を示すものと考えられる。  

 

もちろん、ベンチャーそのものの産業特性や起業家の性質によって

チーム形成が得策であるのか否かは変わってくるものであるが、これ

らの効用はベンチャーの成功にとって重要なものである。他の研究に

よってもヴェスパーの指摘は指示されており、それらを集約するなら

ば (1)チームの場合、スキル・セットが充実する。(2)イノベーションの
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能力が高まる。(3)より多くの社会的な支援が受けられることといえる。

これらの要因により成功の確率が高まるというのである (ザカラキス，

2009)。  

 より定量的に、古くは Cooper(1973)が、オースティンの先端的技術

会社の 48%、パロアルトの 61%が二人以上のメンバーのグループによ

って始まっているとしているデータを示しており、さらに Kamm, et al. 

(1990) は、成果の出ている 100 社のベンチャーのうち 56 社がチーム

による起業で、チームではない個人の起業よりも高い収益、純利益、

時価総額をあげていることを示している。  

 しかし、ほかにもさまざまな研究  (Cooper & Bruno, 1977; 

Obermayer, 1980; Teach et al., 1986; Thakur, 1999; Littunen & Tohmo, 

2003) によって高い成長と企業家チームの関係は指摘されてきたの

だが、起業論のメインとなって研究が量産されているという状況では

ない (Cooney, 2009)。  

 

2.3.3 企業家チーム内の多様性  

 Ensley et al.(1988)は、 inc.500
26によるアメリカの急成長企業から 80

のサンプルを対象に、企業家チーム内のスキル構成が新しいベンチャ

ー企業の会計上のパフォーマンスにどのような効果があるのかを調査

した。その結果、企業家チーム内のスキル構成における異質性が明ら

かに新しいベンチャー企業のパフォーマンスとの間に相関があること

を示唆した。具体的には、学位における学術的専門分野の多様性が、

収益にたいして否定的に相関がみられた。チーム内の多様性はむしろ

成長を制限するということがわかったのである。その後も Ensley & 

Amason (2000)などによって支持されている。  

 一方で専門性の強い弁護士や大学の研究者、発明的技術を有した技

術者などの起業に際しては、マネジメントのわかる経営者人材との組

み合わせによる起業がうまくいくポイントとして主張されることもあ

る (Lechler, 2001 ; Vanaelst , et al. 2006)。  

性や年齢などデモグラフィックな多様性についての研究では、79 の

企業家チームを調査したところ、企業家チームの有効性にとってデモ

グラフィックな多様性は重要ではなく、チーム内のコミットメントな

                                                 
26 Inc.は、 1979 年 4 月により発行されている米国で発行されている月刊誌。

成長著しい米国企業のトップ 500 を "Inc. 500”として発表している。

http://www.inc.com/。  
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どにも影響がなかった。しかし、意思決定のチームプロセスにおいて

コミットメントをいかに醸成するのかは研究しなければならず、また、

一方で多様な方法論をもって革新的な意思決定をする企業家チームの

有効性を理解するために、パーソナリティや思考方法の多様性につい

て研究しなければならないという (Chowdhury, 2005)。  

このようにアカデミックな背景などの専門性、チーム内の役割とし

ての技術と経営、デモグラフィックな多様性というチーム内の構成要

素といっても視点は多く、一概に多様であればイノベーティブであっ

たり起業によい作用があったりするということではない。  

 

2.3.4 チームによるベンチャー創造プロセス  

ベンチャー創造のプロセスとして、Bird (1989)は社会心理学に則り、

ひきつける力 (attraction)、絆 (bonding)、客観化 (projection)、コンフリク

ト (conflict)、発展 (development)という 5 段階モデルを確認したが、Katz 

(1993)は、整然とした段階があるというよりも、時間と目の前の課題

要求への対処に依存していると主張している。  

チームによるベンチャー創造のプロセスとしての理論的枠組みは、

Kamm & Nurick (1993)のモデルが有名である。それは、はじめにアイ

デア段階がありそのあと実行段階がある企業創造プロセスとしている。

まず、アイデアの段階では、個人かグループの社会ネットワークのコ

ンテクスト内において機会に気づき、そこから生まれる事業コンセプ

トがさらに発展させるべきかどうかについて気づく。実施の段階では、

資源の供給について意思決定を必要とし、この際の誘因がパートナー

を惹きつけ、チームを維持する。そして、フィードバックループが、

初期の意思決定の選択について再考するか再開するかの可能性を提供

し、企業家チームによって設立される会社の構想、懐胎期間、誕生に

ついての洞察を提供する枠組みである。  

ほかには、Muller-Boling (1993)、Kamm & Nurick (1993)、Newbert 

(2005)などを参考に、Cooney(2005)が文献研究から、企業家チームの形

成に関するアイデア (idea)、チーム (team)、実行 (implementation)という

三つの次元を導き出し図 2-4 のような事業形成のプロセスモデルを提

案した。  
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図 2-4：事業形成プロセスモデル：Cooney（2005）  

 

あるアイデアが個人もしくはチームによって発案され、それが評価

され、そのアイデアの実現のために必要とされる資源が集められ、チ

ームを開発し、事業の実行段階へと向かっていくという流れである。  

また、はじめのアイデアが何らのイベントを通じてもたらされるか

もしれないので、もう一つのルートが用意されている。それらの流れ

は環境からの様々な影響を受けるが基本的には大きな影響を受けない

イメージのモデルである。Cooney(2005)も述べているように、実際に

はアイデアのための資源が集まるタイミングやアイデアの評価という

ものはリニアなものではなく、もっと試行錯誤されるもので順番はい

ろいろでありうるだろう。この起業プロセスに関する議論が成熟して

いないために、起業プロセスにおける構成要素を理論的にまとめたも

のであるので仕方のないことではある。また、経験的な証拠には乏し

いものであるという状況は Muller-Boling (1993)が指摘したままである

ということになる。  

より実践的であるとされかつ影響力の強い議論として、図 2-5 は

Timmons(2004)によるいわゆる起業プロセスのティモンズモデルであ

る。このモデルは幾度かの改良を重ねてきており進化してきたモデル

である。創業者の上に機会、経営資源、チームの 3 つが乗るという構
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成要素からなり、この創業者が創造力、リーダーシップ、コミュニケ

ーションを発揮することで 3 つの構成要素についてビジネスプランと

の適合とギャップをバランスよくマネジメントするというモデルであ

る。  

また、あいまいさ、不確実性、資本市場の文脈、外圧がそれぞれの

構想要素に影響をあたえるというものである。  

 

   

図 2-5：ティモンズモデル：Timmons(2004) 

 

2.3.5 パートナーシップと革新の意図の共有  

起 業 初 期 現 象 を 事 例 と し た 研 究 で は な い が 、 Yamada & 

Yamashita(2006)は三つの映画プロダクションの事例 27から企業家とし

てのプロデューサーの意図とパートナーシップがイノベーションとの

どのように関係するのかを論じている。あたらしく企業が創造される

プロセスにおいて、一人の創業者によるビジョンが具体的なドメイン

に結実するのではなく、複合的に中核を担うメンバーの知識ネットワ

ークが編集されメンバー間の相互作用の中でメンバーの革新や事業創

造 の 意 図 が 共 有 さ れ て い く と い う 立 場 で あ る 。 Yamada & 

Yamashita(2006)は、個人間の相互作用の状況において、時間と空間が

共有されるダイナミックな文脈として Nonaka & Konno(1998)や伊丹

                                                 
27日本のアルタミラピクチャーズ、オフィス北野、伊丹プロダクションの 3 社

における事例である。  
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（1999）の「場」の概念を想定しながら、対等なパートナーシップと

いう創発的な場が介在して革新が生み出されるということを明らかと

している。つまり、図 2-6 のように個人が革新へとダイレクトに意図

をもつというよりも、個人は誰と関係性を有することができるのかと

いうことの方が戦略的に重要であり、かつパートナーシップという場

においてどのような革新が創発されるかということを個人の意図とし

て想定することは難しいということで議論しているのである。  

 

 

 

図 2-6：個人と企業家チームにおける革新と意図の比較：Yamada & 

Yamashita(2006) 

 

このように、起業におけるチームの構築、あるいは企業家チームや

その重要性、メリット、その多様性などの議論が存在はするが、一部

の研究を除くと「現実のスタートアップ創出プロセスにおける個々の

メンバーの具体的役割やメンバー間の相互作用に関してはこれまでの

ところ何も明らかにされていないのである」 (稲村 , 2008)
28という指摘

も存在している。起業初期に関する詳述はかなり困難なものであるが

ゆえにわれわれは起業チームの生成プロセスの経験的なエビデンスを

も必要としている (Muller-Boling，1993)。しかし、起業初期数カ月にお

けるプロセスについて実証的にあきらかとすることが難しいことは

Aldrich(1999)も指摘しているとおりである。  

                                                 
28 稲村（ 2008）は経営者人材の起業初期における役割の重要性について論じて

いる。  
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2.4 組織のライフサイクル  

  

起業プロセスの中でも特に初期のメンバー間の相互作用をあきらか

としたい本研究よりも対象とする組織の規模が大きく、長い期間を想

定した議論ではあるが、組織論における組織の誕生から大企業となる

までの段階を議論する組織のライフサイクルについてここではみてい

く。  

 

2.4.1 起業初期現象と組織の生成  

古典とされる議論である、Collins & Moore (1970)
29は 100 人の起業家

へのインタビュー調査から組織ではなく起業家に注目して彼らの直面

する多くの失敗など様々な出来事から組織生成を議論している経験的

なものである。組織生成について 3 つのタスクからなるプロセスを議

論しているが、それは明確に区切られたものではなく、一つの局面が

終わる以前に次の局面がはじまっているようなものと想定している。  

1 つ目は、「企業の設立」で、資金調達、道具・場所・材料といった

物理的資産の確保、特別な人材の採用、最初の顧客というものを通じ

て組織を構築する。2 つ目は、「節穴を経る」と呼んでいるもので、不

確実性が高いことから来る長い危機であり、資金面の困難性について

である。3 つ目は、「パートナーを追いだす」という「自らの方法で」

組織を運営していくという自立というタスクである。この段階で指揮

命令について整備し、組織の構造をその規模などに相応しくし、管理

者や経営者として起業家から脱皮していくというものである。  

Bartunek & Betters-Reed (1987)は、組織生成の初期現象についてステ

ージモデルを議論している。それは、最初のアイデア・ステージ、コ

ミットメントと最初の計画ステージ、実行ステージの三段階からなる。

この議論は、さきほどの Kamm & Nurick (1993)などの議論とかなり近

い内容といえる。彼らによるモデルの要約は以下のようである。  

 

                                                 
29 幼少期の貧困による学歴への影響でいわゆる安定的な組織への就職を選ば

ない人々や、自らの仕事に対して自らの責任において全うしたい人々や、そう

いった人々への生活や態度への社会的抑圧、権威といったものを嫌う「社会的

不適応」の態度から起業という選択を選ぶこともあるということをも指摘した

重要な議論である。  
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1．最初のアイデア・ステージ  

1-1 創業者が課題に反応するほど、最初のアイデアが  

革新的になる課題を見つけるモード。  

1-2 革新者たちがその問題にたいして自分の言葉で  

好んでいると言えるほど創造的である。  

2．コミットメントと最初の計画ステージ  

2-1 プランニンググループによって問題を調査する  

ほど的確な計画になるだろう。  

2-2 プランナーたちが組織にコミットするほど最初の  

アイデアを発展させ、この計画を首尾一貫したもの  

になるだろう。  

2-3 創業者とプランナーたちの関係がよりよくなり、  

以下の (a)(b)(c)のようになる。  

   (a)そのプランナーたちが組織に不可欠であると  

もっと感じるだろう。  

   (b)彼らの仕事がもっと創造的になるだろう。  

(c)最初のアイデアが発展しより計画プロセスが  

一貫するだろう。  

2-4 より肯定的な社会情勢と新しい組織によって影響  

   を受けた外部グループとのよい関係になるほど、  

これら外部グループは新しい組織をより受け入れ、  

サポートしてくれるだろう。  

3．実行ステージ  

3-1 より資源が豊富になり、このプランをあらわす資源  

をより使うことで、その組織に基本的目的を実行  

可能にするだろう。  

3-2 新しいメンバーの組織へのよりよい準備と調和は、  

彼らの使命の理解と実行をよりよくするだろう。  

3-3 プランナーと新メンバーの関係がよりよいほど、  

計画の発展と実施によりよいだろう。  

Bartunek & Betters-Reed, 1987, p.301 
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2.4.2 組織の成長とステージモデル  

Greiner(1972)は、進化と革命の組織成長論をステージモデルとして

議論した。組織が発展する時間軸のなかでおこってくる、革命的な激

動の期間における課題を抽出し、それをいかに管理するのかという視

点である。管理方法として創造性、指揮、委譲、調整、協働の 5 つの

ステージを提示した。  

 また、Quinn & Cameron(1983)は、Greiner(1972)のような管理方法の

ほかに組織構造と組織メンバーのメンタリティーを加味して 4 つのス

テージからなるモデルを提示している。これら Greiner(1972)と Quinn & 

Cameron(1983)の議論をダフト (2001)は統合したモデルを図 2-7 のよう

に示した。以下にその要点をまとめる。  

 

(1) 起業者段階  

   創業者は起業家であり、この個人指揮によって製品  

開発、生産やマーケティングといった市場で生き  

残るための実務的活動に非公式的組織によって  

全精力を注いでいる段階。  

   危機：リーダーシップの必要性  

   起業家が創造性、技術に注力しているため、組織の  

成長にともなう従業員数の増加にたいして組織  

構造を調整するか、有能なマネジャーを雇うという  

マネジメント上のリーダーシップを必要とする。  

(2) 共同体段階  

   強力なリーダーシップのもとで非公式なコミュニ  

ケーションと指揮からある程度公式化されつつ  

ある段階。事業部門体制として権限、職務、分業が  

確立する。  

従業員が組織の一員であると感じる。  

   危機：権限委譲の必要性  

トップダウン型リーダーシップへの制約感を感じ  

始めるため、自律意識への危機が生じる。直接的な  

監督から組織として権限を委譲するメカニズムを  

構築する必要がでる。  
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(3) 公式化段階  

ルール、手順、指揮の公式化が進み、人事の専門  

家スタッフなども追加される。トップ・マネジ  

メントが実務的活動から戦略や企画立案へと  

シフトし、ミドルに業務活動が任される。製品別  

事業単位なども形成される。  

危機：官僚的形式主義の行き過ぎ  

システムや制度の増大で組織が官僚化しすぎて  

ミドルなどが息苦しく感じ場合によってはイノ  

ベーションが制約されてしまう。  

(4) 精巧化段階  

    官僚主義の行き過ぎに対し協力とチームワーク  

    をもって官僚主義のなかで働くことを  

マネジャーは学ぶ。公式システム外のタスク  

フォースなども導入されるかもしれない。  

危機：活性化の必要性  

    成熟した組織は一時的な後退期に入ることが  

多く、環境への不適合や過度な官僚制化による  

ものだ。この時期には刷新が必要でありトップの  

交代がしばしばである。  

ダフト (2001) 

 

組織のライフサイクル論におけるステージモデルは、起業してから

いわゆる大きな組織になるまでの困難も描き出しているが、むしろ成

長によって大企業化する組織が官僚的に硬直していったり、イノベー

ションを阻害していったりというプロセスとその対処の方に重点がお

かれた議論であるといえるだろう。また、起業者段階から共同体段階

への移行期間はどのくらいなのかといった期間の明確化の問題や一部

の研究を除いて経験的な証拠に基づいていない議論であるという課題

が残されているといえるだろう。  
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図 2-7：組織のライフサイクル：ダフト (2001) p.167 

 

2.5 リーダーシップ  

 

 起業論とリーダーシップ論はその基盤が経済学と心理学という別々

の理論的出発点をもつために別々の文脈において議論が進んできたも

のであるが、ともに組織の中での起業、新事業開発、イノベーション

や変革という現象において指導者的役割について対象としたものであ

る。  

 ここでは起業論におけるリーダーシップやリーダーシップ論におけ

る古典的な議論を見ていくことで起業プロセスにおけるリーダーシッ
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プを探る。そのことは、企業家チームの議論においてもそのチーム内

アクターの相互作用やアクターの役割について考察する際にも有用で

あると思われるのである。  

 

2.5.1 起業論におけるリーダーとリーダーシップ  

 世界のトップ企業のすべてにおいて、中心となる起業家 (lead 

entrepreneur)の背後にチームを見いだすことができるという (ザカラキ

ス , 2009)。すでに確認したティモンズモデルにもあるように、新しい

事業がどのようなものであっても機会・経営資源・チームをマネジメ

ントする中心となる起業家 (lead entrepreneur)と創業時のマネジメント

チームが成功の鍵を握っているという (バイグレイブ ,  2009)。企業家チ

ームの議論はすでに見てきたがこの中にも創業者あるいは個別文脈に

応じたリーダーが存在するであろう。  

ティモンズ (1997)は、アントレプレナー・マインドの 6 大テーマと

してコミットメントと強固な決意、リーダーシップ、起業機会への執

念、リスク・曖昧性・不確実性に対する許容度、創造性・自己依存・

適応力、一流たらんとする欲求について列挙している。ここでのリー

ダーシップについては、その態度と行動を以下のようにまとめている。

「自発的行動力、高基準だが完全主義者ではない、チームビルダー、

ヒーローメーカー、啓発能力、人に対して自分がしてほしいことをす

る、富を創出し貢献者すべてに分配する、誠実性と信頼、信用、公平

性の実践、一匹狼や孤立無援の徒ではない、優れた学習者であり教師

でもある、忍耐力と切迫性。」  

また、ティモンズ (1997)も引用しているが、Grant(1992)は起業家的

リーダーシップのパラダイムを「先導的起業家、ベンチャーチーム、

外部環境の影響力」のトロイカ方式として開発している。  

 

2.5.2 共有リーダーシップ  

組織において複数の人間が協力してリーダーシップを発揮するリー

ダーシップの形態を共有リーダーシップという (Pearce & Conger, 

2003)。その議論の中でも共同リーダーシップを議論しているのが

Heenan & Bennis(1999)である。彼らはマイクロソフトの創業者ビル・

ゲイツではなくスティーブ・バルマー 30のような特にコ・リーダーの

                                                 
30 現在のマイクロソフト社最高経営責任者。ハーバード大学で数学と経済学の
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存在や役割に注目し豊富なケーススタディをもとに議論を展開してい

る。コ・リーダーは、事業・組織・リーダーのいずれか、あるいは複

合的にモティベーションの源泉をもっているとされる。優秀なコ・リ

ーダーとしては、基本的にはリーダーを優先し、わきまえるのだが、

己を理解し大切にし、時として自らリードすることもあり、組織を大

切にするなどとされている。この共同リーダーシップの成功に条件を

3 つ挙げている。一つはリーダー、コ・リーダーともに組織目標を優

先し利己心を抑制すること。もうひとつは、リーダーから見てコ・リ

ーダーをリーダーと同様もしくはそれ以上に優秀な人材を迎えること。

最後にコ・リーダーから見て勇気や健全な自我などの資質を有し優秀

なリーダーとパートナーシップを築くこととしている。  

Heenan & Bennis(1999)の議論はコ・リーダーにのみ傾斜した部分の

ある議論であるが起業プロセスにおける右腕となる人材や企業家チー

ム内のリーダーシップ共有のあり方など残されている課題や起業プロ

セス研究への示唆は多いと思われる。  

 

2.5.3 リーダーとマネジャーのちがい  

 リーダーシップ論においては、リーダーとマネジャーのちがいやリ

ーダーシップとマネジメントは異なるという視点からリーダーシップ

そのものを浮かび上がらせようという議論が古典になっている。  

 心理学の知見と実証研究による Zaleznik(1977)の議論までさかのぼ

れば、マネジャーは組織について教え、人間関係におけるバランスを

維持する「社会化を通じた成長」によって育成され、リーダーは、内

面的変化と社会的変化に向けて格闘させる「人格の発達を通じての成

長」によって育成できるとしている。特に「組織にリーダーが登場す

る時、起業家精神の文化が生まれるが、マネジャーが求められる時、

これとは異なる文化が生まれる」としてこの両者の目標、仕事観、人

間関係、人格特性、育成方法におけるちがいを表 2-3 のように明らか

にした。  

                                                                                                                                               

学士号を取得。創業者であるゲイツと知り合ったのは大学 2 年生のとき、同じ

寮で生活していた。卒業後は   Procter & Gamble（P&G）社でアシスタント  プ

ロダクトマネージャーを 2 年間務め、マイクロソフト入社前は、スタンフォー

ド経営大学院に通学していた。技術者であるゲイツに対して経営のアドバイザ

ー的な役割を果たし、マイクロソフトを大企業に仕立て上げたコ・リーダーで

ある。http://www.microsoft.com/japan/presspass/exec/steve.aspx  2012 年 2

月 19 日アクセス。  
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同様のテーマにおけるこちらも有名な Kotter(1990)は「リーダーシッ

プとマネジメントは相異なるも補完し合う行動体系である。どちらの

活動も独自の機能と特徴を合わせ持っている。複雑さを増し、変化し

続ける環境で成功するには、どちらも必要である。」として、どちらか

が重要であったり、どちらかの代わりになったりするものではない補

完性を強調している。そして、変化に対処するのがリーダーシップと

し、複雑な状況にうまく対処するのがマネジメントだとしている。  

 

表 2-3：マネジャーとリーダーのちがい  

 マネジャー  リーダー  

目標  

・受動的  

・仕事の必要性から  

自ずと生じてくる   

・能動的  

・個人的な意思のもと  

積極的な態度で自ら  

作り出す  

仕事観  

・場の調整  

・問題解決を優先する  

・選択肢を絞る  

・新しい方法論を導入  

・変革や改革を好む  

・選択肢を広げる  

人との  

つき合い方  

（組織での役割） 

・感情移入が薄い  

・共同を好む  

・人間関係の  

調整が中心  

・共感力が高い  

・人間関係を活用する  

・人間関係を構築する  

関心事項  

（思考の傾向  

・合理的  

・その物事はどの  

ようなプロセスで  

なされるか？  

・情緒的  

・その物事は人々に  

どのような意味が  

あるのか？  

人格特性  
・協調性が高い  

・調整役と感じている。 

・独自の世界観  

・孤立していると  

感じている  

成長過程の傾向  

・いろいろな人たちから  

適度に愛情を受けて  

いる   

・1 対 1 の強固な関係性  

が影響している  

Zaleznik(1977)より筆者が作成  

 

それぞれの役割については「方向性の設定」と「計画と予算の策定」、

「人心の統合」と「組織編成と人員配置」、「動機づけ」と「統制と問

題解決」と対比して論じた。また、この二つの役割について「マネジ

ャーとリーダーを両方こなせる人物はいない」ことも強調しているの
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である。  

たとえば起業プロセスにおいては、リーダーが必要であるのか、マ

ネジャーの役割は必要ないのか、あるいはどういうタイミングではど

ちらの役割が重要であるのか、さらには企業家チーム内で共有される

リーダーやマネジャーの職務があるのではないだろうかという示唆が

考えられる。  

 

2.6 知識による経営  

  

最後に起業プロセスにおける知識と組織の共進化を論じる本研究に

とってもっとも重要な組織による知識の創造・共有・活用に関する議

論をみていく。  

 

2.6.1 様々な知識論と知識経営論における知識  

知識とひとくちに言ってもその意味するところはさまざまであり、

議論の文脈によって幅広い意味をもっているといえる。ここでやや遠

回りでも知識についての基本的な定義を確認しておきたい。  

知識経営論 (Nonaka,1991 ,野中・竹内 , 1996, 野中・梅本 2001，野中

ほか , 2010)はこれまでに哲学の分野として扱われてきた知識の哲学で

ある認識論の伝統に則りながら議論が深められてきた。ここでいう知

識とは、伝統的な認識論においても知識経営論においてもデカルト以

来の「正当化された真なる信念 (Justified true belief)」という定義を前

提としている。  

戸田山 (2002)によれば認識論の歴史とはまさに信念をいかにして正

当化するのかについて、どう基礎的な（もう正当化の必要の無い）信

念によって基礎付けるのかを議論してきたといえる。論理的に客観的

に基礎付けることが可能となることで真理を探究しているということ

である。たとえば、認識論における代表的な論争として、正当化に関

する基礎付け主義が大きくは内在主義と外在主義に分かれている。内

在主義とは、信念の正当化においてその信念を基礎付けることのでき

る信念には認識する本人自らが到達することができるものだけである

という考え方であるという。つまり、認識者の心の中に信念を「基礎

付ける信念」が存在するという考え方である。また、反対に外在主義

とは、信念の正当化において認知する本人が分らないような、本人と
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は関係の無い要因を持ち出してもよいという考え方である。つまり、

認識者の内側ではなく他者などの外側に存在するという考え方である。 

この内在主義と外在主義という二つの対立する基礎付け主義は伝統

的なデカルトやヒュームの懐疑論に対する論駁の歴史の中などでこれ

までずっと試みられてきたのである  。  

最近のバンジョー・ソウザ (2006)の討論でもバンジョーは、自分の

意識に与えられたものを受け取ることや、ア・プリオリな基盤に基づ

く推論を受け入れるという伝統的な内在主義の立場であり、ソウザは

信頼できる源泉をもつだけでは不十分だと主張して対立しているとい

う具合に、まだまだ議論の尽くされていないテーマである。この議論

が何百年もつづいているのもこれまで述べてきたように認識論が認識

論であるがゆえである。  

一方で知識経営論においては、信念をいかに基礎付けるのかという

ことよりも、むしろ野中 (1990)は「われわれは、認識論におけるこれ

以上の知識の形式論理的な展開に興味はない」として加護野 (1988)の

組織認識論が目指したように、「認識の問題を哲学のように根本まで

遡って原理的に論じるのではなく、組織の現実との関わりの範囲内で

取り上げよう」としている。つまり、組織論の研究戦略として伝統的

な認識論のように信念を正当化するにあたる基礎付けに関する真理追

究はあえておこなわずに、「日常の論理」についてその正当化プロセス

を追っているのである。  

当然のことながら企業経営という日常においては日々の意思決定は

真理を探究しその基礎付けの探索のために組織活動を営んでいるわけ

ではない。したがって野中・竹内 (1996)は、知識経営論の考え方とし

て「知識を個人の信念が人間によって “真実 ”へと正当化されるダイナ

ミックなプロセスと見るのである」という知識観をしめしており、真

実性の追究としての認識論の知識観よりも個々人の信念がいかに組織

的に正当化されるのかが強調されているのである。つまり、「正当化さ

れた真なる信念」という知識の定義の「真なる」という部分を追求す

る個人主義的な認識論と「正当化された信念」という部分や組織的な

プロセスを強調する知識経営論というちがいなのである。野中ほか

(2010)はこのことをさらに明示的に述べている。「プロセス哲学を基

礎とする知識ベース企業の理論においては、知識を『個人の信念が真

実へと正当化されるダイナミックな社会的プロセス』と定義する。そ

れは、個人の主観的な思い・信念や価値観が、社会や環境との相互作
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用を通じて正当化され客観的な『真実』になるプロセスである。」  

本研究もこの知識経営論の知識の定義に則り議論を進めていく。  

 

2.6.2 経営資源としての知識  

すでに議論したペンローズの「経営者サービス」の成長については

知識そのものの累積的成長として捉えられていた。つまり生産資源の

束としての企業とは人的資源と物的資源からなり、そのうち重要なも

のが人的資源でありその知識が累積的に成長するために未利用のサー

ビスとして残る。このことをもって企業はその内部に成長の誘因をも

っていることとなり、企業成長の根幹は人的資源の有する知識の累積

的成長であるとしているのである (ペンローズ , 2010)。  

従来の労働や生産財、資本といった価値生産要素によって企業が成

長し競争をおこなってきた資本主義社会とは異なり「知識」が唯一意

味ある経営資源となる「知識社会」が到来しつつあることをドラッカ

ー (1993)は唱え、持続的成長の決定要因としての知識の創造と活用や

その役割を説明する理論が必要だと主張した。  

この知識という経営資源は、材料や製造設備といった物的資源とは

性質が大きく異なる。物的資源については誰かが占有している際には

他人がそれを使用することができない。また、消費すれば減少する。

しかし、知識は同時共有も複製も価値を減じずにおこなうことができ、

消費しつくすということがなくそのとき価値を減ずることもない。さ

らに物的資源と知識を融合させることにより、物的資源の価値や利用

効率をあげることもできるという資源特性を有している (野中・紺野，

1999)。また、情報や IT を中心としたハイテク産業を想定すればこれ

までとは異なる経営資源としての知識は容易に想像することが可能で

あり、知識をベースとした収穫逓増型産業はこれまでの物的資源のみ

を経営資源と考えてきた産業とは異なる経済原理、マネジメントの方

法が必要であると考えることができる (Arthur, 1994)。  

 

2.6.3 知識の類型  

これまでに議論した知識の累積的な成長を企業成長の根幹とするペ

ンローズ (2010)は、知識についてその伝達可能性から「経験・学習に

よって得られる個人的な知識」と「客観的な知識」という二つの形態

の知識があるが理論的に明確に区別する方法はないとしていた。  

「我々は語ることができるより多くのことを知ることができる。」
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(ポラニー , 1980)という意味で非言語的・包括的な知についての「暗黙

的に知る (Tacit knowing)」といういわゆる暗黙知についての議論は、

Knowing という表現にそのダイナミックな概念であることをあらわし

ており、知識による経営という考え方に大きな影響をあたえたひとつ

の概念である。  

また、暗黙知のように身体と知識について考える際や kowing how に

ついて言及する際に必ず触れなければならないのがライル (1987)によ

る「方法を知ること」と「内容を知ること」のちがいである knowing how 

と knowing that に関する議論である。ここでの knowing that とは、我々

が一般的に「知識」と呼ぶ概念であり、真実やその内容といった人々

が貯蔵できる知識のことであり、一方で knowing how とはその真理を

見出す能力や方法について示している。すなわち、 knowing how はあ

る種の技巧・技・言明化されない手続きや能力のことを指している。  

しかし、ここでライル (1987)が言いたいことは、いたずらに知識を、

分類することではないことである。むしろデカルト以来の心身二元論

的に分けられている概念が「カテゴリー錯誤」と呼ぶ異なった枠組み

のものを同類のものとして扱うことによる誤りであるように、命題化

可能な知識である knowing that をそれまでの哲学が重視してきたこと

で身体的な知性である技能や手続き的な能力を知性とは別のカテゴリ

ーとして軽視してきたことへの批判や knowing how の方がむしろ人間

の知性にとって本質的であると訴えるための言及である。  

 知識創造において認識論的次元と存在論的次元という二つの次元を

もちだした野中・竹内 (1996)は、このうちの認識論的次元において暗

黙知の概念を引用し、知識における暗黙知と形式知という二面性につ

いての区別をおこなっている。暗黙知は、特定状況における個人的な

知であり形式化したり他人に伝えたりするのが難しい。一方形式知は

明示的な知であり、形式的・論理的言語によって伝達できる知識であ

る。この表 2-4 のような認識論的次元における特性を有する暗黙知と

形式知を存在論的次元における個人の知識から組織的な知識へと相互

に変換を繰り返しながら知を増幅させるダイナミックなプロセスこそ

が知識創造だという。  
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表 2-4：暗黙知と形式知の対比  

暗黙知  形式知  

主観的な知（個人知）  客観的な知（組織知）  

経験知（身体）  理性知（精神）  

同時的な知（今ここにある知）  順序的な知（過去の知）  

アナログ的な知（実務）  デジタル的な知（理論）  

野中・竹内 , 1996, p.89 

 

「知識ベースの企業理論」を目指す Grant(1996, 2007)は、企業の資

源と能力分析における重要な展開の一部として知識経営の一連の研究

を位置付けており、知識について「いかに知るか (knowing-how)」と「何

を知るか (knowing-about)」として区別し前者を暗黙知に後者を形式知

に相当するとしている。  

この区別の重要性としては、意思決定の権限分配において顕著であ

るとしている。意思決定に有意義な知識が形式知ならば、それは容易

に移転可能なため、財務事務のように本社のような一つの場所で集権

的な意思決定が可能である。しかし、その知識が暗黙知であれば、移

転が不可能であるため、その知識を有するひとびとの間でおこなう必

要がある。たとえば販売方法は、営業担当者の直感と個別顧客への性

向理解が肝心であるため営業マネジャーへと営業員から移転すること

に困難性がともなうため営業員によって決められた方が合理的である

などである。  

 

2.6.4 組織的知識創造  

知識創造とは「個人のもつ主観的な暗黙知を表出化し客観的な形式

知にして共有することにより異なる視点を綜合し、創造された新しい

知をもう一度自分の中に主観的な知として体化することにより、さら

に個人の暗黙知を豊かなものにしていくプロセスである」とされる (野

中・遠山，2006)。  

 野中・竹内 (1996)によれば、新たな知は暗黙知と形式知の相互作用

プロセスから生まれるとされる。その動態プロセスをモデル化したの

が図 2-8 のような SECI モデル 31である。SECI モデルは、「共同化

                                                 
31 SECI（セキ）モデルは、「共同化 (Socialization)」、「表出化

(Externalization)」、「連結化 (Combination)」、「内面化 (Internalization)」の 4

つの変換モードの頭文字からの名称である。  
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(Socialization)」、「表出化 (Externalization)」、「連結化 (Combination)」、

「内面化 (Internalization)」の 4 つの変換モードからなる。  

 

(1) 共同化（暗黙知から暗黙知を得る）  

       共同化とは、経験を共有して、メンタルモデルや  

技能などの暗黙知を創造するプロセスである。  

(2) 表出化（暗黙知から形式知を得る）  

表出化とは、暗黙知を明確なコンセプトに表す  

プロセスである。これは、暗黙知がメタファー  

（隠喩）、アナロジー（類推、類比）、コンセプト、  

仮説、モデルなどの形をとりながらしだいに形式  

知として明示的になっていくという点で、知識  

創造プロセスの真髄である。  

(3) 連結化（形式知から形式知を得る）  

連結化とは、コンセプトを組み合わせて  

一つの知識体系を創り出し、異なった  

形式知を組み合わせて新たな形式知を  

創り出すモードである。  

(4) 内面化（形式知から暗黙知を得る）  

      内面化とは、形式知を暗黙知へと体化する  

プロセスで、行動学習と関連し、共同化、  

表出化、連結化を通じてメンタルモデルや  

技術的ノウハウとして財産となること  

である。  

 

 以上の 4 つの知識変換モードのプロセスが、組織のさまざまな次元

においてスパイラルを描くように繰り返されるのである (野中・竹内，

1996)。  
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図 2-8：SECI モデル：Nonaka & Konno(1998) p.43 

 

この議論において重要であることは、松下電器の事例研究 32を通じ

                                                 
32この事例では、松下電器におけるあたらしく合併されて生まれた一事業部に

おける起死回生の自動パン焼き器の開発をめぐる成功ストーリーが、全社の経

営スローガンを生み出し、最終的に従業員全員の創造性を伸ばすために労働時

間を抜本的に減らす運動へとつながるという一連の組織的知識創造が詳述され

ている。はじめに新しい事業部における新製品開発パイロットチーム内の暗黙

知が共有され「イージーリッチ」という事業部レベルのコンセプトに表出化さ

れ、失敗と試行錯誤の中でチームレベルの暗黙知が豊かになり内面化される。

それが開発における正当化基準というメタ知識となり、開発チームのメンバー

がパン職人の個人的暗黙知をパン作りの修業という共同化の中から「ひねりの

ばし」というコンセプトに表出する。開発チームの中でイージーリッチによっ

て正当化され、それが引き継がれた商品化チームの試行錯誤の中で「中メン」

という商品化技術コンセプトが生まれ、商品化され大きな成功を収める。この

ような暗黙知と形式知の相互作用によって個人・チーム・事業部という次元を

超えて組織的に知識創造していく。さらには、それは「ホームベーカリー」と

いうヒット商品の正当化基準コンセプトである「イージーリッチ」によって事

業部内にコーヒーメーカーなどほかのヒット商品を連発させ、そのことが松下

電器全社における「ヒューマン・エレクトロニクス」というグランドコンセプ
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て述べられているように、単純に成功した新製品開発ストーリーのス

ナップショットのような議論であったり、そのストーリーを時系列で

追うことが可能になったりというレベルのものではない。  

組織的知識創造が連続的イノベーションを必要とし、どのように促

進すべきであるのかといったダイナミックなプロセスを単純な線形で

なく、さまざまな組織レベル・次元を超えて考察可能であるというこ

とである。  

この組織的知識創造の議論を政策知創造の社会的プロセスとして捉

えなおし、非営利組織や自治体、あるいは医療・福祉、学校経営等の

フィールドで議論しているのが、梅本・大串 (2000)や梅本 (2004)をはじ

めてとした一連の議論である。  

野中・竹内 (1996)による、「知識を変換する」という表現に関して、

梅本 (2006)はたとえば暗黙知を形式知に変換するという言葉では、変

換した後は暗黙知がなくなってしまうという誤解を生みやすいため、

「暗黙知から形式知が生成される」という表現の方が正しいとしてい

る。  

 ほかにも、SECI モデルにおいて、共同化のフェイズで現実的に言葉

を介さない暗黙知のみによる相互作用は現実的にはあまり多いもので

はない。同様に、連結化においても形式知だけの存在を想定している

が形式知と形式知を組み合わせる際の意思決定には、意思決定者の世

界観や組織文化という暗黙知の存在が影響しているといえるという問

題点を指摘している。さらには、企業の製品開発における事例研究を

ベースに、組織的知識創造を説明するために構築されたモデルである

ため、個人の知識創造については説明ができないという指摘をしてい

る。  

 大きな前提としては正しいとしても、こういった SECI モデルの問題

点については、SECI プロセスにおける各フェイズの成果としての「知」

が強調されていることからくる誤解であるとして、もっとプロセスあ

るいは行為としての「知」を強調しながらも、個人、組織、社会すべ

てのレベルにおける知識創造を理解・説明するための EAIS モデルを

梅本・大串 (2000)、梅本 (2004)、梅本 (2006)は提唱している。  

                                                                                                                                               

トに結実する。このグランドコンセプトの実現のために自己組織化チームが全

社につくられ、社員各自の思いが共有され本来的な業務活動による創造性の伸

長による「ヒューマン・エレクトロニクス」の実現が議論され、手段として労

働時間の削減が実現していくというものである。  
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 EASI モデルは「体験する、表現する、総合する、実行する」の 4 つ

の行動に焦点をあてたフェイズからなり、その知識創造プロセスにお

いて暗黙知が形式知を生成するなどの、認識論的次元と個人知と社会

知という存在論的次元が相互作用をもつものである。  

 

(1) 体験する (Experiencing) 

個人または集団がある問題を体験する。  

あるいは、人、本、論文、記事などと出会い、  

それらに共感することによって、思いが  

生まれる。  

(2) 表現する (Articulating)  

思いを議論し分析することを通じて、コンセ  

プトや仮説（情報）に表現する。  

(3) 総合する (Synthesizing)：各自のコンセプト  

を総合し、知識（価値ある情報体系）として  

レポートなどの形にまとめ発表する。  

(4) 実行する (Implementing)：知識を実行し、  

ノウハウ（知恵）として体得、すなわち  

内面化する。  

 

体得したノウハウによって対処できない新しい出来事をまた「体験

する」することで新たな思いが生まれ、以上のプロセスが図に示すよ

うに、らせん的（スパイラル）にくり返される。この知識創造のスパ

イラルを通じて、個人や社会の知が豊かになっていくというものであ

る。  
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図 2-9：EASI モデル：梅本・大串 (2000)p.71 

 

2.6.5 場・実践コミュニティ・知識システムとしての組織  

対話と実践という人間の相互作用による知識創造をおこなうために

は、そのための心理的・物理的・仮想的空間が必要であるとして、そ

の空間としての「場」の概念を野中らは主張している。「場とは、共有

された動的文脈 (a shared context in motion)」であり、知識が共有され、

創造され、活用されるダイナミックな時空間である。」と定義されてい

る (Nonaka & Konno, 1998, 野中ほか，2010)。それは個の相互作用が抽

象的な組織において触発されるのではなく、具体的な場においてこそ

なされるという考え方によるものである。この「場」をタイムリーに

つくりだせる他者との強い信頼関係が基盤となるリーダーシップもも

とめられる。そういった場においては、「文脈のなかで人間存在の感情

の知 (social capital : 社会関係資本 )を共有し、相互主観性を生成」する

ことができるとしている (野中， 2011)。  

この「場」と似た概念としては、「実践コミュニティ」 (レイブ・ウ

ェンガー , 1993, ウェンガーほか , 2002)の概念がある。それは「あるテ

ーマに関して共通の関心や問題、熱意などを共有し、その分野の知識

や技能を、持続的な相互交流を通じて深めていく人々の集団」と定義
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されたものである。企業組織内の公式組織とは別のコミュニティが自

発的な複数の個人たちによって同じ実践を通して個人的技能や能力の

伸長を目的に学習する場として成立するというものである。実践コミ

ュニティへの参加そのものがすでに学習であり、コミュニティでの役

割の変化や過程そのものが知識を創造することであるという議論であ

る。そのコミュニティ内において共通の資源のレパートリーが構築、

共感、共有される (Wenger, 1998)。  

この実践コミュニティを発見し、育成する、知識における「領域」、

「コミュニティ」、「実践」の 3 要素がある。すべてそろうことで実践

コミュニティといえる。「領域」はこの実践コミュニティが目指す知識

あるいは専門分野についての領域で、組織にとって重要な知識の分野

がわかる。「コミュニティ」は、実際の交流主体である人々の集団をさ

し、どのようなネットワークが存在するのかという部分から、実践コ

ミュニティに発展する。「実践」は、知識を生み出す活動を意味する。 

この実践コミュニティには発展段階とその課題がありそれはまとめ

ると以下のようなものである。  

 

(1) 潜在：領域＝成員が情熱を持つ領域の特定  

コミュニティ＝既存ネットワークの拡張  

実践＝必要とされる知識の調査  

(2) 結託：領域＝領域における知識の有用性の立証  

コミュニティ＝信頼関係  

実践＝知識共有方法の決定  

(3) 成熟：領域＝領域の役割と他の領域との関係を  

明確にする  

コミュニティ＝目的維持のための  

コミュニティ境界の管理  

実践＝コミュニティの中核的実践の定義  

(4) 維持・向上：領域＝領域の有用性の維持、  

影響力の向上  

         コミュニティ＝活力ある知的焦点、  

雰囲気づくり  

           実践＝常に最先端の状態を保つ  
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(5) 変容：衰弱・自然消滅  

社交クラブとなる  

分裂・合併  

制度化  

打ち切り  

ウェンガーほか (2002) 

 

 こういった「場」や「実践コミュニティ」のナレッジマネジメント

における議論はすでに存在している企業組織のインフォーマルな知識

創造の場や文脈として強調された議論となっている。  

 一方で、組織を知識のシステムととらえる組織観がある。Alavi & 

Leidner (1999)は、知識システムとしての組織は社会的に規定されてい

る知識の構造、保管と検索、流通、応用というプロセスからなってい

ると考えている。すなわち、組織とは社会的プロセスとしての知識の

システムなのであるという考えである。この知識システムとして捉え

るときには「場」は「実践コミュニティ」が文脈を強調するような議

論とは異なり、形式知の社会的な相互作用をする組織という意味あい

の強いものである。  

 本研究では、起業プロセスにおける組織の生成やその後の進化と同

時におこなわれる知識の創造を議論しようとしている。この起業プロ

セスにおける企業家チームのあり方や、チームの生成以前の人々の相

互作用の場や文脈とはどのようなものであるのか、また知識システム

としての組織というレベルは企業家チームなどの創業間もない頃の小

さなチームというよりは役割分担や官僚制機構のはっきりしたシステ

ムとしての組織についてのメタファーになりうる組織観であるといえ

る。  

 

2.6.6 知識ベースの企業理論と残された課題  

 野中ほか (2010)は、組織的知識創造の議論を発展させ、プロセス哲

学に則り知識創造に必要なリーダーシップについて「流れを経営する」

という視点から議論している。リーダーとフォロワーの役割と関係が

固定化した管理統制型リーダーシップではなく、文脈ごとに臨機応変

にリーダーが決まる「自律分散型リーダーシップ」が有効であるとい

う主張のもと、知識創造を持続的におこなうためにリーダーが「知識

ビジョン」を設定し「場」を創設・結合・活性化し、「 SECI プロセス」
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を促進し方向づけ「知識資産」を開発・再定義していくというもので

ある。この際に、リーダーシップは、アリストテレスに起源をもつ「フ

ロネシス」、すなわち「個別具体の場面の中で、全体の善（共通善）の

ために最善の振る舞いを見出す能力」である「実践的知恵」が重要と

なるというのである。そして、組織の全てのレベルでフロネシスを育

成することで、各レベルで自律的な知識創造が可能となるからである

としている。野中らによる最新の議論は上記のような概念群からなる

「知識ベースの企業理論」となりつつある。  

こういった一連の知識による経営の議論は、ほかにも Kogut & 

Zander(1992)の「Knowledge of the Firm」や Grant (1996)の「Knowledge 

based theory of the Firm」などの議論もあり、研究群をなしているとい

える。しかし、ダイナミックな知識創造プロセスという意味ではやは

り野中らの議論に負うところが大きい。Grant (2007)は経営戦略論の中

で、ナレッジマネジメントと知識ベースの企業論について「資源と能

力分析の重要な展開」として位置付け「組織能力開発を含む経営原則

と実践への洞察を提供する」として評価している。また、ミンツバー

グほか (1999)は、「ラーニング・スクール」の議論として戦略論上に位

置付けているが、より戦略論全体をカバーする概念であるとして「プ

ランニングとポジショニングは連結化であり、形式知を形式化の手順

でつかう。一方、ビジョンやメタファーに基づく起業家精神は、表出

化に最も近いだろう。（中略）カルチャー・スクールは戦略を推進する

ために共同化の方法を使っている。最後に、ラーニング・スクールは

内面化、あるいはスパイラル全体であろうか。さもなければ、すべて

のスクールがスパイラルの中で結びつくのかもしれない。」として、競

争戦略論や起業論、組織文化論、組織学習論などの議論が知識創造の

議論によって結びつけられると評価しているのである。ダイナミッ

ク・ケイパビリティ 33
(Teece, 2007)の枠組みを提唱している Teece(2008)

によれば「野中は企業の差異を、異なる資源を持つという命題に還元

するのではなく、未来に対する異なるビジョンを持つためだという命

題に進化させた。」とし、Nonaka & Toyama(2005)を引用している。そ

れは、「要するに、企業は異なろうとし、異なろうと努力するから異な

るのである。異なる未来とその未来を実現するための組織構造を描く

                                                 
33 感知、把握、再配置というスキルの三者関係によって競争力を維持する概念

である (Teece, 2007)。  
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から異なるように進化するのである。」という主張である。さらにはイ

ノベーションを包括的に見る見方として評価している。  

 しかしながら、「野中のアプローチは（日本の）大・中企業の情報に

基づくもので、組織内のイノベーションという文脈において意味があ

る。これらの文脈は起業的な新規事業には必ずしも適切ではない部分

もあるが、企業が新たな機会を感知し捉える方法を理解するのに役立

つ。」としている。また「このアプローチは大企業には向いているかも

しれないが、ベンチャーには完全に移転できないかもしれない」とし

て、起業プロセスやいわゆるスタートアップに対する議論の移転につ

いては残された課題として評価しているのである。われわれはこの起

業における知識創造の議論という課題にチャレンジしていこう。  

 

2.7 おわりに  

 

本章では経済学、経営学、起業論における「企業家と起業家」、「企

業家チーム」、「組織のライフサイクル」、「リーダーシップ」、「知識に

よる経営」という 5 つの分野から関連する先行研究を見てきた。さい

ごにこれら先行研究から得られる重要な知見と研究課題についてまと

める。  

 

2.7.1 企業家と起業家  

 経済学における企業家に関する議論は 1725 年のカンティヨンにま

でさかのぼることができるものであるが、経済発展を説明する際に静

態的な均衡論では説明のできない現象について企業家や新結合という

概念によって説明しようとした試みであった。また、その議論は論者

の関心にしたがってリスク負担の有無や革新の度合いといった部分に

おいてその定義はさまざまなもののままであった。  

したがって、起業について議論する時に必ず触れられるシュンペー

ターの新結合、イノベーション、企業家という議論も経済発展におけ

るそれまで触れられなかった経済の内部への眼差しという重要なもの

であったが、実際の起業家や企業家、企業家活動、企業家と関連者の

相互作用ということについては議論されていなかったといえる。あく

までもマクロの視点から経済発展における費用曲線・収益曲線を移動

させる経済主体の存在と重要性の指摘であったといえる。また、企業
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家とは、あくまでも経済主体の指摘であって必ずしも個人をさすもの

でも、企業家という名称にこだわるものでもないとシュンペーターは

述べていた。  

シュンペーターの議論においては、経済主体としての企業家や複数

人からなる企業家チームやその企業家たちの相互作用については残さ

れた課題といえる。  

こういった経済学上の残された課題とそれとは別の文脈によって発

達した経営学における企業家を架橋する議論がペンローズによってな

されていた。経済学上の概念を踏襲しつつも、ペンローズは経済学で

は説明不可能な現象とは何かをあきらかとし、企業成長の根源を企業

内における人的資源の有する知識の累積的な成長に見出していた。  

市場についても企業家の心に映ったイメージであるとして、企業家

の主体性や主観といったものを重視した議論を展開し、資源ベースの

戦略論や知識による経営論の萌芽的な指摘をたくさんおこなっていた。 

特に本研究にとっては、企業者サービスと経営者サービスにおける

新しいアイデアや変化をおこす者とそれを実行し監督するものという

差異の指摘や、これを実践する機能への着目として経営者のチームと

いう概念を示していることが、リーダーシップ研究におけるリーダー

とマネジャーのちがい、あるいは企業家チームの議論との関連性を見

出せるのである。企業家チーム内におけるチーム成員の役割像やこの

チームによる組織の生成や知識創造という議論をおこないたい本研究

にとってペンローズの議論はそれらの概念群が企業成長の理論として

すでに整っていることの萌芽として位置付けることができるであろう。 

 しかし、あくまでも既存企業の成長に関する議論であり、あたらし

い組織の生成や起業プロセスというものを対象とした議論ではないた

めこの対象へのアプローチというものが残された課題といえるだろう。 

経営学においては、経済発展を説明することや経済学上の概念とい

う手段をもちいる文脈からは多少離れて議論がなされている。企業家

という概念をイノベーションの実行者としてドラッカーは変化の探

索・対応・利用をする者としてその実務・仕事としての側面を強調し

た。また、ミンツバーグは積極性、中央集権、リスクテイク、成長へ

のこだわりという個人の起業家的な人格を設定してその人格が戦略を

構築することの議論をおこなった。これは英雄としての起業家像とい

うイメージによる人格に特徴的な戦略立案の傾向について議論してい

るものである。また、米倉は近年のイノベーション研究における議論
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を援用してイノベーションをおこなう者が企業家であるとし、イノベ

ーションの分類がすなわち企業家の分類とできるとしている。  

ドラッカーと米倉は起業というフェイズに拘ることなくイノベーシ

ョン主体としての実際に存在する企業家像について議論しているとい

え、ミンツバーグは起業をおこなう挑戦的でリスクを恐れない起業家

的な思考による経営戦略を論じているといえる。企業家とは新規開業

する者、創業者だけを指すのではなくイノベーションの主体としてと

らえられ、経営者や社内新規事業責任者、開発者など多岐にわたるイ

ノベーションの主体を想定して議論されているが、起業家と表記する

際には新規事業をおこす者や創業者を想定した議論が経営戦略論など

の援用によっておこなわれる。つまり、どちらもアントレプレナーの

和訳なのであるが、企業家というイノベーション主体の中に、創業者

である起業家が内包されており、経営学の理論的枠組みで企業家ない

し起業家を議論したり、企業家からイメージされる人格から経営戦略

が議論されたりしているというものである。したがって、経営学にお

いても経済学同様に議論は研究者の関心事項にしたがってさまざまな

議論がなされている状態である。  

起業論では、バイグレイブやティモンズなどを中心に起業家と表記

する創業者の創業という行為を中心により実務的に議論がおこなわれ

ている。特に起業機会を捉える事、この機会を生かす組織をつくりだ

すこと、そのことに関連するあらゆることをもって起業家活動とし、

その主体を起業家としていた。また、起業家がひとりで起業すること

は難しく成功確率も低くなるということも強調されていた。つまり、

経済成長を牽引する経済主体という概念やイノベーションの主体とい

う概念というよりも、実際に起業する個人やチームの実態について議

論しているといえる。  

また、その起業家の内面性については、情熱や思考様式について起

業論では独自の議論がなされていた。 1 つは起業家の情熱が強いほど

に成長率が高まっていることが確認された。もう 1 つは、「質問力」「観

察力」「仮説検証力」「ネットワーク思考力」という 4 つの思考様式に

優れている起業家に率いられている企業ほど成長率が高いというクリ

ステンセンらの研究であった。  

 このように企業家とひとくちに言っても経済学・経営学・起業論に

とってその指し示すものは必ずしも同じものとはいえない。しかしな

がら、経済発展を内側から実現する合理的な説明のできない経済主体
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という概念もイノベーションの主体という概念も、実際に起業する創

業者も等しく新しい知識と組織を創造していることだけは間違いない

といえる。この新しい知識と組織を創造している主体をあきらかとす

る議論から、さらに進んでわれわれは企業家による知識と組織の創造

過程についてのダイナミズムやプロセス、相互作用について議論しな

ければならないといえるだろう。  

 

2.7.2 企業家チーム  

 社会的勢力との孤独な英雄の闘いとして扱われがちであった伝統的

なアントレプレナーシップの議論では、アップルもパナソニックもジ

ョブズや幸之助だけの功績として起業し大企業となったことになる。

しかし、現実的にはウォズニアックや井植がパートナーとしていたよ

うにチームによって起業したり、起業にあたってチームや組織を形成

したりするのは当然の役割分担である。ザカラキスによれば、チーム

はよりスキル・セットが充実し、イノベーション能力が高まり、社会

的ネットワークが広がるので起業に成功しやすいという。定量的にも

チームによる起業の方が多く存在し、成功しているということのデー

タもたくさん提示されているが、一方で起業論のメインテーマとして

企業家チームはあまり扱われてきていないという。  

 そういった意味で重要な企業家チームのチーム構成に関してチョウ

ドリーによれば、組織のダイバーシティの議論のようにチームが多様

であることの方がイノベーティブであり、組織として成功するという

議論が起業プロセスにおける企業家チームにおけるデモグラフィック

な多様性には当てはまらないという。むしろ多様性によって成長に制

限を課すものにもなりかねない。しかし、チーム成員の思考方法の多

様性と革新の関係性などは研究課題として残っている。  

 チームによる起業プロセスについては、アイデアを個人からもしく

はチームによって生み出し、それを評価し、必要とされる資源を調達

し、チームを開発し、実行するというプロセスモデルがコーニーによ

る文献研究によって提案されている。しかし、経験的な証拠に基づく

ものではなく、またそのダイナミズムやプロセスについて十分に議論

されたものではないという課題が残っている。  

 また、個人の企業家が機会と資源を調達し革新の意図をもって革新

をおこなうというモデルよりも、個人は関係構築の意図をもって対等

なパートナーシップというパートナーたちとの協働を通じそこでの創
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発的革新意図が革新を生むという山田と山下の議論は企業家チームを

創ることや、そのチーム内での対等な関係での創発こそが革新につな

がるというものであった。こういった議論においてさらにチーム内で

いかなる知識創造がおこるか、意図の共有過程とはどのようなもので、

どのような相互作用があるのかについて深めていく必要がある。また

起業初期あるいは起業前という期間における経験的な証拠を必要とし

ているといえる。  

 

2.7.3 組織のライフサイクル  

 起業してからいわゆる大企業になるまでの困難についてステージモ

デルで説明することがこの議論は多い。コリンズとムーアは起業家の

個人的人間的成長のサイクルから組織のライフサイクルを組織の設立

にともなう困難、設立後の資金難にともなう困難、軌道に乗ってから

のパートナーのある意味での排除による自立というものとして描き出

した。特に起業初期に注目しつつバータニクとベターズリードは、ア

イデア、コミットメントと初期計画、実行という３ステージを想定し

ている。グレイナーは進化と革命の組織成長論として管理方法のステ

ージモデルを展開し、クインとキャメロンはそこへさらに、組織構造

や組織メンバーのメンタリティーを加味している。それらを統合した

ダフトは起業家ステージにはリーダーシップの危機が、共同体ステー

ジには権限移譲の危機が、公式化ステージには官僚主義の行き過ぎの

危機が、精巧化ステージには活性化の必要という危機が訪れるとして

モデルを提示している。  

 これらの議論はたしかに組織が段階を経て大きくなっていくことや

その際に直面するだろう困難とその対処についてある程度の示唆は与

えてくれる。しかし、成長にともない大企業となることが官僚制の逆

機能をまねき組織が硬直化していくことに傾斜した議論であるともい

える。こういった硬直化への線形なプロセスの議論では、起業初期現

象の詳細がわからないことはもちろんのこと、ステージを上がってい

くことに関して課題の克服としての側面が強調される。ステージをあ

がることは線形であるのか、またその際にはどのような革新のプロセ

スがあるのか、その相互作用とはどのようなものであるのかというこ

とについては議論ができないという課題が残っている。  
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2.7.4 リーダーシップ  

 起業論のなかでも起業におけるリーダーシップの重要性は指摘され

ており、それはリーダーシップ論のような展開とは異なるが、その態

度と行動面において自発性や啓発力などの資質への言及がみられた。

また、バイグレイブやザカラキス、グラントによって、企業家チーム

を先導するようなリード・アントレプレナーの存在と意義が強調され

ていた。  

 へーナンとベニスによればリーダーシップ論において一人の偉大な

リーダーではなくコ・リーダーの存在などを指摘した共同リーダーシ

ップなどの共有リーダーシップの議論がある。コ・リーダーは控えめ

でリーダーを支える存在であった。これは、一人の孤高の起業家を強

調するのではない企業家チームの議論にとってもチーム内のリーダー

シップや役割を考える際に示唆のある内容だといえる。  

 さらに、リーダーシップの古典ともいえる議論として、リーダーと

マネジャーのちがいに関するものがザレズニックやコッターによって

なされていた。これは、変革や革新を担うリーダーと問題解決や組織

のマネジメントを担うマネジャーというもので、相互補完的な存在と

いうものであった。リード・アントレプレナーや企業家チーム内の役

割にも示唆のあるちがいといえる。  

 

2.7.5 知識による経営  

 知識についてそもそも論じているのは認識論や知識の哲学であった。

戸田山によれば、この知識の「正当化された真なる信念」という定義

のうち、認識論とは信念をいかにして正当化するのか、いかに真であ

るとするのかについての議論の歴史そのものであるとされた。野中と

竹内などの知識経営論においては、「日常の理論」として知識を取扱い、

真か否かということよりも信念がいかに社会的な正当化をされていく

のかというプロセスに注目するものとしていた。  

 こういった知識についての経営資源としての重要性についてペンロ

ーズやドラッカーは早くから論じており、この収穫逓増型の産業を可

能にする知識の創造や活用、役割の理論が必要と指摘された。  

 ポランニーよって示された暗黙知という明示的では無い知識の側面

への注目は、知識による経営論に多大な影響を与えている。また、ラ

イルによる内容を知ることと方法を知ることのちがいとしての

knowing that と knowing how に関する議論もポランニー同様に知識を
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単に二つに分類するのではなく知識そのもとそれを知る方法という知

性の二つの側面を示しており、後者の方にこそ本質があるとした。  

 経営学においては、知識には暗黙知と形式知という二つの側面があ

り、この主観的な個人の暗黙知を客観的で共有しやすい形式知へと表

出することで、異なる人々の異なる視点を綜合し、そのあたらしい知

識をもういちど個々人の主観的な知識へと体化していくプロセスが知

識創造であるという。このプロセスを不断のイノベーションプロセス

として組織的に増幅させていくことが組織的知識創造であり SECI モ

デルとして野中と竹内によって示されていた。  

 また、梅本によって SECI モデルの有する知識変換という言葉の表現

の問題と、個人の知識創造が説明できないという問題点の克服と、個

人や集団の行為やプロセスに重点をおいた知識創造プロセスモデルと

して EASI モデルが提唱されていた。これは、「体験する」、「表現する」、

「総合する」、「実行する」の 4 つフェイズからなり、また体験するに

戻って知識がスパイラルアップ状に創造されるというものであった。  

野中と紺野によればその知識創造のおこなわれる空間としては場と

いう概念があり、共有された動的文脈とされる。レイブとウェンガー

などによれば、これと似た概念に実践コミュニティがあり、あるテー

マへの関心を共有するメンバーでそのテーマの知識や技能を相互交流

によって深めあうコミュニティであるという。  

一方で組織を知識システムとしてとらえる組織観があった。そこで

は個人の知識も組織の知識も社会的な相互作用が組織によってなされ

るという知識プロセスが組織なのであるとされた。  

起業プロセスにおける知識と組織の共進化を検討する本研究では、

この知識創造プロセスと場や実践コミュニティは、すでに存在する大

企業などを想定した議論ではあるが、これから生成される企業家チー

ムやそのチームによる知識の創造、あるいは知識と組織としてのチー

ムの相乗的な進化の議論にたいしてヒントがあるとおもわれるのであ

る。  

経営戦略論において資源ベースの戦略論やラーニング・スクールの

組織学習論としても位置付けられる知識による経営の議論であるが、

この議論はあくまでも既存企業のイノベーションプロセスを対象とし

た議論であり、ティースによればそのままでは起業については説明が

難しいとされている。  

われわれは、この残された大きな課題である起業プロセスにおける
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知識創造と起業という組織創造について検討し、その二つがどのよう

に影響しあうのかについても含めて、企業家と起業家、企業家チーム、

組織のライフサイクル、リーダーシップといった議論も踏まえて展開

していく。  
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第３章 事例分析 

 

3.1 はじめに  

 

第 3 章ではプロサッカークラブであるアルビレックス新潟の事例分

析をおこなう。  

まず、アルビレックス新潟の概観を把握する。そのあと新潟への 2002

年 FIFA ワールドカップ誘致運動についてみていく。この運動がアルビ

レックス新潟を生み出したからである。その運動のきっかけやメンバ

ーとその動機、メンバー間の相互作用などのプロセスを追っていく。  

つづいて、この運動の中で株式会社としてのアルビレックス新潟の

設立が必要となっていくが、その時に鍵となる人材や周辺との相互作

用をみていく。特に、初期メンバーの参画プロセスや参画動機などの

詳細をみていく。  

さらに、この組織が大きく飛躍するきっかけとなった「満員戦略」

のエピソードや経営理念の創設、海外進出など次々に生み出された新

しい組織の設立過程も追っていく。  

ほかには、資金難や債務超過の危機の連続など多くの困難にも直面

していく。そういった問題と解決についてもみていく。さいごに、シ

ンガポールや第三国への進出という発展についても追う。  

アルビレックス新潟の起業までの経緯とその後の発展のストーリー

を主にインタビューデータ自身に語らしめる方法によって把握するこ

とを目的とし、その中でアクター個々の知識がどのように存在し、組

織とどのように影響しあっているのかについても分析していく。  

 

3.2 アルビレックス新潟の概要  

 

アルビレックス新潟とは、表 3-1 のような新潟市を主なホームタウ
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ンとして日本プロサッカーリーグ（ J リーグ）に加盟するプロサッカー

クラブである。事例としてその運営会社である株式会社アルビレック

ス新潟のフロント組織（図 3-1 は組織図）について主に考察していく。  

このクラブが J1 リーグに昇格したのは 2004 年である。それから 9

年の年月が過ぎた現在、優勝争いなどの経験はないが全国的にその知

名度は定着したといえるだろう。驚くべきはその入場者数である。  

たとえば公式記録 34において 2010 年の J1 リーグ公式戦は 306 試合が

おこなわれ総入場者数は 483 万 3,782 人であった。これは一試合平均

で 1 万 5,797 人なのだが、アルビレックス新潟はホームで一試合平均 2

万 6,049 人の入場者数であり J1 リーグ平均を大きく上回っている。  

また、浦和レッドダイヤモンズ（以下浦和レッズ）の 3 万 3,910 人に  

 

表 3-1：アルビレックス新潟会社概要  

会社名  株式会社アルビレックス新潟  

代表取締役社長  田村貢  

本社所在地  〒950-0954 新潟市中央区美咲町 2-1-10 

クラブハウス  

所在地  

〒957-0101 新潟県北蒲原郡聖籠町東港 5-914-2 

資本金  7 億 1,275 万円 (171 企業･団体 ) 

従業員数  80 人  

フロント･スクールスタッフ 37 人、  

チームスタッフ 15 人  

選手 28 人  

ホームタウン  新潟市及び聖籠町  

ホームスタジアム  新潟スタジアム（収容人数 42,300 人 )、  

新潟市陸上競技場 (収容人数 18,671 人 ) 

出典：アルビレックス新潟公式ホームページより作成 35
 

 

                                                 
34 Ｊリーグ公式試合総入場者数（ 1992～ 2010 年）

http://www.j-league.or.jp/aboutj/document/attendance.html   

2012 年 1 月 22 日アクセス。  
35 http://www.albirex.co.jp/club/outline.html 2012 年 1 月 22 日アクセス。  
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図 3-1：アルビレックス新潟組織図 36
 

 

つづくリーグ内第 2 位なのである。埼玉県の人口や周辺の関東近郊の

人口に比して新潟県やスタジアム周辺の人口を鑑みるとこの入場者数

は全国でも非常に大きなものであることがわかる。入場者数のピーク

となったのは 2005 年の平均 4 万 114 名でありこの年まで 2003 年から

連続 3 年間観客動員 J リーグトップという快挙も遂げている。図 3-2

のように近年は動員数減少の傾向もみられアルビレックス新潟にとっ

て大きな課題となっているが、 2000 年から 2010 年までの平均では 3

万 6,155 名であり J1 リーグトップの平均入場者数なのである。このこ

とを実現したプロセスについては詳しく「満員戦略」の節において考

察する。  

 しかし、このように新潟のプロサッカーチームの試合に観客がたく

さん入るなどということは、大学卒業まで新潟に住んでいた筆者をふ

くめて、例えば 15 年前の新潟県民の誰にも想像のできることではなか

った。かつての新潟県はいわゆる地方都市としての性格を強くもち、

スポーツ観戦に関しては、数年に一度やってくるプロ野球巨人軍の試

合を待ち遠しく感じる程度で、テレビで巨人戦を視聴するくらいとい

う風土であった。サッカーに関してはこれまでに新潟市内にサッカー  

                                                 
36 http://www.albirex.co.jp/club/outline.html 2012 年 1 月 22 日アクセス。  
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図 3-2：一試合平均観客動員数の推移：  

J リーグ公式試合総入場者数より筆者が作成  

 

部の無い小学校・中学校なども多く存在していたくらい一部の地域を

のぞいてけっして人気の高いスポーツとはいえなかった。加えて屋外

スポーツに強いチームのあった県でもなかった。これは日本海側特有

の気候に加え、冬にたいへん厳しい降雪があることにも由来していた

だろう。  

そういった「サッカー不毛の地」新潟をホームタウンとするこのク

ラブは、1955 年に創部された「新潟イレブンサッカークラブ」が主な

母体である。その後、全国社会人大会などに出場し、1986 年には北信

越サッカーリーグに昇格した。1994 年に新潟県サッカー協会の強化指

定を受け、これにあわせチーム名をアルビレオ新潟 FC と改名した。

そしてアルビレオ新潟後援会が創設される。この背景には将来の政令

指定都市化などをにらみ（新潟市は現在、政令指定都市）新潟県が国

際都市へと飛躍するための国際イベントとして 2002 年の FIFA ワール

ドカップ開催地に立候補するという目論みも関係している。1995 年に

アルビレオ新潟法人設立準備室が設立され、1996 年 4 月いよいよチー

ム母体を法人組織として株式会社アルビレオ新潟 FC として会社組織

になった。このとき新潟での幅広い専門学校運営などで名声を得てい

た現在のアルビレックス新潟会長である池田弘氏が会社運営のプロと
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して請われ社長に就任した。それまでの後援会における中心的なメン

バーでもあったからである。会社組織になるにあたり、資本金は 4 億

9,800 万円として地元を中心とした 151 の企業・団体から出資を受けた。

1997 年 4 月には商標の問題から現在のアルビレックス新潟と改名した。

これは県民投票に委ねられたチーム名であった。同年 7 月に第 23 回北

信越リーグを 9 勝して優勝、12 月に日本サッカー協会および J リーグ

より 1999 年からの J2 リーグ参加承認を得た。その後 JFL 昇格などを

果たした。  

このようにチームが着実に力をたくわえてリーグ昇格や順位を上げ、

組織的にも会社組織となったり、ガンバやアントラーズのような大企

業による支援を得られなくとも幅広い業種の多くの地元企業から少し

ずつ出資を得たりと努力が実っていったのだが、冒頭に紹介したよう

な約 4 万人の観衆がスタジアムで観戦する状況はうまれていなかった。

J2 入りを決めた 98 年でも平均入場者数は 3,000 人に満たなく、J2 に入

ったあとも 4,200 人程度の平均入場者数であった。  

状況が一変したのは 2001 年からだった。新潟スタジアム通称ビッグ

スワンが県によって建設され、この年の 5 月 19 日にこけら落としがお

こなわれた。それまでにもすでに個人保証を含めた私財 1 億 4,000 万

円をつぎ込んで債務超過からアルビレックス新潟を救ってきた当時の

社長の池田氏はこの試合にかけた。無料招待券を 10 万枚配布してサッ

カーに関心がうすい新潟県民に「あたらしいスタジアムを見に来ませ

んか」と呼びかけたのである。試合こそ負けたものの、最後までもつ

れ込むシーソーゲームに約 3 万 2,000 人の観客が熱気につつまれ、こ

れまで新潟に出現したことのないような空間がそこにうまれたのであ

る。これを契機に新潟にサッカー観戦の文化が生まれ、アルビレック

ス新潟の観客動員数が伸びていくのである。  

スポーツビジネスなどの分野ではこの「満員戦略」についてマーケ

ティングの視点などから論じられてきた。  

直近の経営数字は図 3-3 のように必ずしもよいとはいえない。しか

しながら、2010 年度の当期純利益が黒字のクラブは J リーグ全体で 37

クラブ中 19 クラブのみである。また、 J リーグ全体平均で 4 億円の赤

字となっており、アルビレックス新潟は経営数値的にも健闘している

といえる。表 3-1 のようなクラブと大企業の関係によって親企業や大

型スポンサーが存在するクラブは広告料収入や大型資本注入があるた

めに存続できているというのが J リーグの実態であることを鑑み  
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図 3-3：収支の推移： J リーグ公式 J クラブ個別情報開示資料より  

筆者が作成  

 

ればアルビレックス新潟という親企業の存在しないクラブの経営は大

変厳しいものなのである。加えて地方がホームタウンのクラブはホー

ムタウンやその周辺に上場企業が少ないことからも広告収入の獲得が

難しいのである。  

したがって広告収入にあまり頼れないアルビレックス新潟の収益源

は入場料収入の割合が他のクラブに比しても高い。また、営業外収入  

によって収支が保たれていることも図 3-3 から読みとれる。この営業

外収入の約 1 億円の大半はアルビレックス新潟後援会からの寄付金で

ある。この寄付金収入という構造もアルビレックス新潟のビジネスモ

デルの大きな特徴であり、後援会は重要な組織なのである。この組織

の立ち上げについてもあとで触れる。  
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3.3 W 杯新潟開催誘致運動とプロクラブ・  

後援会設立の準備会合  

 

1990 年頃新潟県では環日本海の拠点都市と国際都市への脱皮という

コンセプトを金子知事が掲げていた。ちょうどそのころ日本サッカー

協会がワールドカップの日本誘致を表明していた。新潟市内ではごく

一部のサッカーファンによってワールドカップを新潟に呼び込みたい

というグループが形成されていたという。日本開催すらも難しいこと

の中で新潟開催は夢のような話であった。しかし、その話が新潟県サ

ッカー協会に伝わって検討委員会が設置された。当時の新潟県サッカ

ー協会幹部で日本サッカー協会北信越地区担当理事あった澤村哲郎氏

は「到底実現するとは思えない夢ものがたりを語っていたわけですが、

熱気はありましたね 37」と振り返っている。  

このワールドカップを招致するにはその開催都市にプロサッカーク

ラブが存在し（株式会社組織）、FIFA（国際サッカー連盟）が認定する

国際サッカー競技場の存在が必要であった。この条件をクリアするに

は、新潟県行政の決断、県議会でのさまざまな決議、民間企業の協力

や出資、あるいはあらたな会社の創設といった大きな難問が山積して

いた。  

こういった状況の中でも、サッカーがとにかく大好きで新潟のサッ

カー文化を盛り上げたいという者や、国際イベントの誘致で地域おこ

しをしたい者などさまざまな理由からこのワールドカップを新潟に呼

びたい、あるいはプロクラブが新潟に必要だという有志が集まったの

である。それは、当時新潟県議会議員であった馬場潤一郎氏、新潟県

に勤務した三宮博己氏、テレビ新潟の駒形正明氏、小林氏、新潟県サ

ッカー協会副会長であった大川健氏、そして複数の飲食店などを経営

していた実業家の中野幸夫氏というメンバーであった。この有志によ

る会合こそがその後の後援会設立とプロクラブ設立の実質的な準備会

合なのである。三宮氏 38が以下のように振り返っている。  

 

                                                 
37 『アルビレックス新潟 11 年史』p.19。  
38 2011 年 9 月 28 日新潟市内にてインタビュー。  
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新潟では国際的イベントの経験の前例が全くなくて、日

本でワールドカップをやったこともなかったので、  

何も参考になるものも無い中で、志というか思いのある

人間がなぜか集まって毎週会議というか、とにかくやろ

うっていう話を平成 7 年頃にテレビ局のテレビ新潟さん

に集まって組織の垣根を越えてやっていましたね。どう

やってお金を集めるのか、後援会なんかどうだろうかと

か、プロチームはどうするのか、誰が会社を運営するん

だとか、チームの名前を公募しようとか、新潟県として

どうやってこの招致活動を盛り上げていくのかっていう

ことを考えていたんです。この会議に名前もなくてとに

かく次はいつやるからということの連続で 30 回以上は

やったと思いますね。  

 

この会合のメンバーは全員がサッカー経験者というわけではない。

経験していたとしてもサッカーに強くコミットしてきた人ばかりでも

ない。また、この会合の場所を提供しているテレビ新潟はこの国際イ

ベントに関連した直接的なビジネスのために参加しているわけでもな

いのである。この準備会合の成立過程とその役割を知るために主なメ

ンバーの動機や参画のきっかけについてみていきたい。  

 

3.3.1 馬場潤一郎氏（新潟県議）  

新潟県議会議員で議長であり、自民党新潟県総務会長でもあったの

が馬場潤一郎氏である。馬場氏のこの運動への参画はひょんなことが

きっかけであった。馬場氏は長岡市出身で長岡工業高校を昭和 34 年に

卒業している。この高校時代にサッカー部に所属していた。しかし、

当時の部活動は現在のような競技としてその技能を伸ばしていくとい

うよりも遊びの要素の強いもので、山岳部での活動をメインにしなが

らたまに試合に出ていたという程度であったという。そういったサッ

カーに対する認識でワールドカップのこともよく知らなかったという。

しかし、高校の同級生で当時ゴールキーパーであった県庁に勤務する

富沢氏から馬場氏へ深夜の電話が 1991 年にあったという 39。  

 

                                                 
39 2011 年 10 月 25 日新潟県体育協会にてインタビュー。  
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ある晩にたぶん彼は随分と酔っていたと思うんですが、

突然に電話をかけてきました。「おまえは県議会議員で

あるのに何をやってるんだ」と怒られたんですね。何を

言っているのかさっぱり分からなかったのですが、

「 2002 年のワールドカップがあるのに、新潟県も教育

委員会も県議会も何もやっていないじゃないか」という

ことだったんです。とにかくシラフのときにきちんと会

って話そうということにして電話を切ったんですが、こ

の強烈な電話がはじまりでしたね。それまでサッカー出

身者といってもほとんど競技者だったとは言えない程

度の経験しかなかったし、ワールドカップのことも知り

ませんでしたからね。  

 

後日にきちんと馬場議員を訪れた富澤さんよりワールドカップの規

模やその偉大さを聞かされたことで、ワールドカップの価値をはじめ

て知ったという。さっそく新潟県サッカー協会の理事長であった澤村

哲郎氏を訪ねて話を聞いた。その後もサッカー協会と会合を重ね、聞

けば聞くほどにこのワールドカップを新潟でやりたいと強く思ってい

ったという。「ものすごい国際的な祭典なんだからぜひ新潟県でやろ

う。」と感じた一方で、馬場氏には大きな難題があった 40。当時、日本

サッカー協会は招致活動費として 2 億 5,000 万円の供出を自治体に求

めた。開催地に名乗りを上げた各都道府県サッカー協会は 40 弱あった

が、この自治体が拠出する活動費が大きなネックとなり 15 になった。

この 2 億 5,000 万円の供出は開催地になれるかどうかに関わらず正式

な立候補に必要な金額であったため財源に課題があったのである。  

 

もしも、新潟に来なかった時のことを考えると 2 億 5,000

万円は捨てることになってしまう。だから、これは知事に

迷惑をかけてしまうし、なんでこんな博打をうったのかと

後で共産党に叩かれてしまう。これはもう大変だというこ

とで、まずは党を動かしてやろうということにしました。

それで、私が政務会長だったので、幹事長の高山さん、政

調会長の三富さんと話し合ったんです。それでこの自民党

                                                 
40 2011 年 10 月 25 日新潟県体育協会にてインタビュー。  
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の三役と知事で話合うようにしたんですが、やはり来るか

来ないか分からないものに 2 億 5,000 万円というのが知事に

はネックになっていました。そこで、サッカー協会とも話

い合いながら、きちんと根回しをして各党会派の全会一致

の決議をとれれば、もしもワールドカップが来なかった時

に議会で誰にも文句を言われないわけですから、この全会

一致の決議をやり遂げようというのが私の仕事だったんで

すね。共産党の議員が福島さんで私とは同期で仲も悪くな

かったので、ワールドカップが新潟で開催できればどれだ

け大きな経済効果があり、国際都市へと知名度がアップす

るのかという夢を腹をわってとことん話をしたんですね。

これでなんとか満場一致のワールドカップ招致決議ができ

たんです。  

 

 こうして、1992 年 6 月議会で全会一致の招致決議を成し遂げた馬場

氏は新潟県サッカー協会の会長に同郷で懇意にしている参議院議員の

真島一男氏 41を会長に据え、ワールドカップとは何であるかを聞きに

行って以来連携している協会の澤村氏を理事長に据え、自身は副会長

となり強力な推進体制をとった。真島氏の議員会館での部屋はなんと

元日本代表の釜本邦茂氏のとなりでもあった。  

 そのような活動をしていた馬場氏がこの準備会合に参画することに

なったのである。そして、議会を一手にまとめあげていったのである。  

 馬場氏の活動を革新（知識創造）と組織の創造という観点から図に

まとめると次のようになる。  

 

                                                 
41 新潟県長岡市生まれの参議院議員であった。長岡高校サッカー部出身。  



 76 

 
図 3-4：馬場氏の知識と組織の創造  

 

 

3.3.2 三宮博己氏（新潟県庁）  

三宮氏は県庁の代表として行政を取りまとめ、関係各位を調整して

回った人である。もともとは女子走り高跳び選手としてオリンピック

3 大会に出場した佐藤恵氏 42を指導した経歴をもつ陸上競技が専門の

高校体育教師であった。この佐藤氏がはじめて参加したロサンゼルス

五輪において五輪組織委員長のピーター・ユベロスが商業的に大きな

成功をスポンサーなどのマネジメントと巧みなマーケティングによっ

ておさめたことを現地で体験し、またユベロスの書籍からスポーツビ

ジネスや国際イベントの動向について学んでいたのでワールドカップ

にも大きな関心があった。また、同じように選手を世界的な大会へ出

場させる体育指導者として高校生のサッカー日本代表の監督も務めて

いた澤村氏とも 40 年来の付き合いがあるなど、陸上競技に限らない豊

富な体育関係者の人脈を有していた。この当時は教育委員会の係長で

あったが、最終的には、 2002 年 FIFA ワールドカップ新潟開催事務局

長となる。当時の上司とのやりとりを以下のように三宮氏は語ってい

る 43。  

 

当時の私の教育委員会での上司である課長からは、  

「 2 億 5,000 万円も出せないし、新潟にワールドカップ

が来ることなんてないから、終息にむけて事務を進めて

                                                 
42 バルセロナ五輪において 7 位に入賞している。  
43 2011 年 9 月 28 日新潟市内にてインタビュー。  
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ほしい。」ということだったんです。  

しかし、教育長が変わって本間栄三郎という方になって

から状況が変わりましたね。本間さんに課長がレクチャ

ーに行った際にワールドカップについても後ろ向きな

説明をしたそうです。本間さんは激昂されて「冬期五輪

を隣の長野はやったじゃないか。そのときに山形なんか

は立候補しているのに、スキー王国の新潟が立候補すら

していない。スポーツなのに戦う前から敗れているなん

てことでいいのか。」という具合でした。  

これで行政の流れが一気に変わりました。後ろ向きだっ

た課長を通して本間教育長と仕事をしていても進みが

悪く、課長は FIFA がなんであるのかも説明できません

でしたから、「三宮、いちいち課長を通すな、直接俺と

やれ。」という具合になったんですね。  

 

 こうしてオリンピックも知っている三宮氏によってワールドカップ

を行政も本気で招致する体制となり、三宮氏は準備会合に自治体の代

表として毎回出席した。出席するたびに議事録をまとめて秘書課長を

通じて知事に報告し、副知事にも説明を怠らなかった。民間と行政と

サッカー協会の有志による協議を常に知事ほか行政トップに報告して

大きな流れをつくっていたのである。  

 三宮氏の活動を革新（知識創造）と組織の創造という観点から図に

まとめると以下のようになる。  

 

 

図 3-5：三宮氏の知識と組織の創造  
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3.3.3 駒形正明氏（テレビ新潟）  

駒形正明氏はもともとテレビ新潟の開局時からの社員でアナウンサ

ーであった。アナウンサーから報道局、事業局などへ異動し NNN ウラ

ジオストク支局派遣なども経験し現在は編成局長である。駒形氏はこ

の 30 周年を迎えたテレビ局で大きな二つの仕事をしたと振り返って

いる。一つは環日本海経済圏に関することでテレビ新潟にはかつて「ヴ

ォストーク」というロシアや中国経済についての番組を制作・放送し

日本海側に位置する県へ販売をおこなっていた。駒形氏はこの番組の

中心的な存在であった。環日本海経済圏構想によって日本海側から対

岸の国々と交流することで新潟を国際化させることなどを趣旨として

いた。したがって新潟の国際化や活性化にたいして大きな問題意識を

有していた。そして、もうひとつの仕事がアルビレックス新潟の設立

に関することであった。  

駒形氏はサッカーの競技経験者ではない。しかし、テレビ新潟にお

いて開局以来、全日本少年サッカーや全国高校サッカー選手権の新潟

県予選などの中継をアナウンサーとして担当してきていた。  

主にこの高校サッカーの取材を重ねているうちに、新潟工業高校サ

ッカー部監督で県サッカー協会理事長であった澤村氏と出会った。澤

村氏は後に日本サッカー協会常務理事となるのだが、この新潟工業を

全国大会出場の常連とし、全国レベルで活躍できる選手を多く輩出し、

高校サッカー日本代表監督などもつとめているサッカー界のカリスマ

ともいえる人物であった。この澤村氏が新潟工業高校単独のイベント

として「サマーサッカー」というものを開催しており、全国の強豪高

校サッカーチームを集めて練習試合をおこなうフェスティバルであっ

た。J リーグに活躍する多くの選手が高校生時代にこのフェスティバル

に参加するため新潟遠征をおこなっていたのである。このフェスティ

バルの取材のみならず支援もおこなうようになり、サッカーの面白さ

やサッカー協会との人間関係が生まれていった。  

こういった経緯のなかで澤村氏が発案の「テレビ新潟杯日本海国際

ユースサッカー大会」を日本サッカー協会との共催でおこなうなども

した。これは当時としては読売ユースや、日産ユースなどのクラブユ

ースチームと高校サッカーチームが戦うという大変ユニークなもので

あった。  

駒形氏は 1989 年の高校サッカー日本代表チームがヨーロッパ遠征
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をした際には監督であった澤村氏に同行取材を敢行しているという 44。 

 

そのときにドイツのドュッセルドルフのスポーツ施設

だとか、スイスのサッカー場の人工芝だとか、そういう

ものを見せてもらったんですね。  

それで、最後にオランダのアイントフォーヘンのフィリ

ップススタジアムで、当時のオランダナショナルチーム

と旧ソ連のナショナルチームのフレンドマッチを見た

んです。オランダチームには、クーマン、ライカール、

アンバッセンっていう今のナショナルチームの監督で

すね。こういう人たちがいたんですよ。この試合がもう

物凄かった。サッカーのナショナルマッチっていうは凄

いんだっていうのが刷り込まれて、発炎筒とかね、鉄条

網のスタンドとピッチの境があって、犬がたくさんいて

見張っているわけですよ。外には騎馬警官がいるという

ような、物凄い盛り上がりがあったんですよ。  

とても資金の必要な野球とちがいサッカーのチームで

あれば新潟でも経営できる規模だし、新潟がこの先楽し

めるじゃないかと、新潟の活性化につながるではないか

ということですね。そこにこんな見たことも無い興奮を

味わえるワールドカップがはまれば、これ以上の無い盛

り上がりができるわけですから、組み合わせとしては最

高だということですよね。  

 

 「ワールドカップを開催できれば、世界の新潟になれる」との思い

を強くした駒形氏はこの準備会合に積極的に参画し、クラブのプロ化

や後援会の設立準備、チーム名の公募といった仕事の実務的な側面を

中野氏とともに買って出たのであった。クラブが株式会社となる際に

は、テレビ新潟社長を説得し出資も実現している。  

 駒形氏はこの他にもテレビ新潟事業局において新潟初の J リーグ公

式戦を誘致開催している。 J リーグは 1993 年に発足したばかりで、そ

の年のナビスコカップにおけるヴェルディ川崎対ジェフユナイテッド

市原の試合であった。当時の J リーグ人気はとても高く、中でもヴェ

                                                 
44 2011 年 9 月 21 日テレビ新潟にてインタビュー。  
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ルディの人気は群を抜いていた。駒形氏は市原に営業に行きこの試合

の新潟誘致を成功させている。サッカー不毛の地のワールドカップ招

致機運醸成とテレビ新潟の放送コンテンツ獲得の二つを目的としてい

た。しかし、二つの難題にぶつかる。一つはまだビッグスワンの無い

時代であったため試合会場は新潟市陸上競技場しかなかった。この競

技場がすでに陸上競技の大会日程が組まれていた。さらに、この競技

場の芝はプロリーグが試合をやるような状態にはなく、雑草が生い茂

ったり、土が顔を出していたりという酷いものであった。しかし、市

原の担当者には芝の問題はないと告げ誘致に成功した。  

すぐにサッカー協会の澤村氏に連絡をして 1993 年 9 月 15 日に川崎

対市原の好カードの J リーグ公式戦ができるので協力してほしいとし

たが、市営陸上競技場が使えないという。今度は三宮氏に連絡すると

三宮氏は市ではなく県の職員であったが、陸上競技が専門であったた

めなんとか陸上競技大会の日程を変更してもらい調整してくれたので

ある。  

 

写真 3-1：1993 年当時の新潟市営陸上競技場  

 

写真提供：株式会社テレビ新潟放送網  
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しかし、芝の問題は簡単ではなかった。市役所の職員はあまり芝の

問題を重くみていなかったようで、なかなか芝が改善されぬままに試

合の日は近づき、J リーグの職員が市営陸上競技場に事前視察に来た際

にも改善されていなかった。厳重に改善を要請された。加えて、照明

施設、電光掲示板もなくバックスタンドに至っては観客席設備がな  

く土手であったなど J リーグの試合をやるには課題が山積していた。  

どこからもまともな予算がでることもなかったために、近くの阿賀

野川の土手から芝生を持ってきてつぎはぎのピッチでナビスコカップ

の試合はおこなわれ、試合後には「もう新潟では J リーグの試合はで

きません」と宣告される。J リーグの試合ができない競技場しかない街

にワールドカップの試合ができるわけもない。しかし、駒形氏はこの

試合に大きな意味をもたせた 45。  

 

写真 3-2： J リーグ関係者による新潟市営陸上競技場視察  

  

写真提供：株式会社テレビ新潟放送網  

                                                 
45 2011 年 9 月 21 日テレビ新潟にてインタビュー。  
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ただ、そういうピッチでも試合をやる以上は、もっと前向

きなかたちにつなげたかったので、貴賓席に県知事と市長

と、つまり平山さんと長谷川さんですね、あとはサッカー

協会の会長で参院議員の真島さんに来てもらったんですね。

そこで、J リーグからも、しかるべき人に座ってくれという

ことでお願いしたんです。  

その席で、「 2002 年ワールドカップをやるためには施設が

必要です。この芝では駄目だということを強調してくれ」

とそういうセッティングをしたんですね。  

J リーグの方はそんなに言わなかったらしいですけど、この

競技場では駄目だということをお三方とも十分にわかって

いただいたようです。  

 

 こういった公共工事はトップの決断によって進むものである。この

あとのビッグスワン竣工までの間、この新潟市営陸上競技場は重要な

サッカー競技場としの位置づけになるのだが、二年を要しながらも芝

の張替、ナイター設備、電光掲示板が出来上がって J リーグの試合を

やれる環境が整っていくのである。  

駒形氏の活動を革新（知識創造）と組織の創造という観点から図に

まとめると以下のようになる。  

 

 

図 3-6：駒形氏の知識と組織の創造  

 

3.3.4 中野幸夫氏（実業家）  

中野氏は現在 J リーグの専務理事というチェアマンに次ぐナンバー 2

の地位で仕事をしている。このアルビレックス新潟設立準備段階での
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中野氏の立場は大変ユニークなものである。  

中野氏はこの設立準備段階にも中心的な立場で深くたずさわって、

チームに個人的な出資もおこない、プロ化後は池田弘氏を社長に迎え

自らは専務・GM・社長という立場で常に先頭に立ってきた。そして現

在にいたっている。この中野氏は最終的にアルビレックスとは以下の

ような関わり方をしたいという 46。  

 

私は最初から夢があったんです。アルビレックスができ

たときに私が最後にどういう関わり方をしたいかといっ

たら、私がこのチームの第一号、最初のサポーターなん

だから、ビッグスワンの最前列でサポーターの先頭で旗

を振っていたいということなんですよ。サッカーは面白

いし応援したいんですよ。このチームが好きなだけなん

ですよ。  

 

 ワールドカップ誘致のためにもプロクラブチームが必要だという中

で、プロ化するためには J リーグ入りできるような強いチームがなけ

ればならない。1993 年当時、ゼロからチームを創ると新潟県 3 部リー

グから最短でも 6 年の期間を経て勝ち抜かなければ J リーグに入るこ

とはできない状況だった。J リーグに入る見込みもないチームをプロ化

するなどということはありえない。  

 こういった状況下で、新潟県下には北信越リーグをたたかう社会人

チーム「新潟イレブン」とそのライバルであった新潟県 1 部リーグの

「新潟蹴遊会」というチームの二強があった。新潟イレブンの監督は

のちにアルビレックス新潟で取締役になる大学の体育教師若杉透氏で

あった。また、新潟蹴遊会はサッカー協会の澤村氏が創設したチーム

であった。そこで、新潟県ならびにサッカー協会の主導でこの若杉氏

と澤村氏でライバルチーム同士ではあるが新潟イレブンへ蹴遊会の主

力選手を 8 名移籍させて新たな最強チームで最短 3 年での J リーグ入

りを目指すこととなった。これには両チームの関係者たちから大きな

反対があったという。  

 新チームは新潟県サッカー協会がすぐに強化指定チームに認定した。

新潟県も県の優秀指導者招聘事業という予算によって、読売クラブの

                                                 
46 2011 年 10 月 26 日Ｊリーグ本部にてインタビュー。  
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コーチであったバルコム氏を招聘したのであった。この新潟県による

指導者招聘事業は三宮氏が担当していた。サッカーだけに予算をつけ

ると問題がおきるので、スキーとバドミントンという新潟県が強いス

ポーツと同様の位置づけでサッカーをうまく潜り込ませていた。「財

政課からは知事よりも高い給料にだけはできないと言われていました

ね。」バルコム氏の給料は 1 カ月 100 万円という県組織からみると破格

の金額であったが三宮氏が調整した。  

まだアルビレックス新潟などというプロチームができることを誰も

想像のできない段階で文字通り中野氏は最初のサポーターとして新潟

イレブンを物資などの面からもサポートしていたのである。このチー

ムの行く末について、また新潟のサッカーの行く末について深くコミ

ットしていったのである。そのときの中野氏の思いとは以下のような

ものであるという 47。  

 

新潟イレブン監督の若杉透さんと私が高校はちがいま

したが同期で高校サッカー時代から知っていて、イレブ

ンで県の呼んだバルコムさんがどんな指導をするのか

ととても興味があって、そのチームの練習を見に行った

り、水や氷を差し入れしたりしていました。これがこの

チームと関わった最初だったんです。  

それが一年目だったんですけど、そのときはその程度だ

ったんですが、一つ葛藤があったんですよ。それは、バ

ルコムさんは呼ばれて来て素晴らしい監督かもしれな

いけれど、選手はみんなアマチュアです。昼間は本業の

仕事をしているんです。県やサッカー協会の都合で強化

を叫ばれるけれど、選手である彼らは自分たちの会費で

ユニホームを買ったりしているし、あまりワールドカッ

プとかそういうことの当事者意識はなくて、むしろ被害

者のような、そんなとても可哀そうな状況に大きな葛藤

があって、それでバブルもあって私の事業は多少ですが

うまくいっていたのでチームをいろいろな意味で支援

していたんです。  

 

                                                 
47 2011 年 10 月 1 日ビッグスワン新潟スタジアムにてインタビュー。  
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また、サッカー好きの中野氏はテレビ新潟主催の 1994 年ワールドカ

ップロサンゼルス大会ツアーにも参加していた。このツアーに参加し

ている新潟県人の数はそう多くはないために、このツアー中にテレビ

新潟の駒形氏や新潟県知事とロサンゼルスにおいてサッカー談議をお

こない、酒を酌み交わしワールドカップの夢と感動を共有していたの

である。  

こういった経緯の中である日、サッカー協会主催で電通から新潟県

とサッカー協会ならびに新潟イレブン関係者へと J リーグの加盟方法

や趣旨などについて説明会が開かれた。この説明会では、すでに地域

リーグの上の JFL の権利もつ東芝チームの身売りがあるので買収する

という案や、地元のチームを地道に育てていくという案など重要な案

件が説明・検討された。この会議に本来は新潟イレブン監督である若

杉透氏が出席しなければならないが、たまたま仕事の都合で出席でき

なかったので、友人でありサポートしてくれている中野氏に代理出席

を頼んでいる。このことがきっかけで、中野氏は設立準備の会合にも

出るようになっていたのであった。  

 中野氏の活動を革新（知識創造）と組織の創造という観点から図に

まとめると以下のようになる。  

 

 

図 3-7：中野氏の知識と組織の創造  

 

3.3.5 準備会合の成果と後援会の設立  

この有志による会合では、チーム名の公募・決定、後援会の設置・

推進、プロクラブ設立準備などワールドカップ誘致とプロクラブ設置

のための多くの協議・打ち合わせがおこなわれた。  

チーム名は公募した。 131 件の応募の中から「アルビレオ新潟」を
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選んでいる。アルビレオとは白鳥座のくちばしに位置する星の名前で

ある。オレンジとブルーに輝く星であることからチームカラーもオレ

ンジを日本海に沈む夕日、ブルーを日本海としてイメージした。さら

に新潟に多く飛来する白鳥をマスコットに決定したのである。  

1994 年 11 月 28 日にはアルビレオ新潟 FC 後援会が設立された。  

後援会づくりはサッカー協会の大川氏と馬場県議を中心にこの有志

会合全員で先導した。後援会長には大川氏・馬場氏と親しかった真島

参議院議員を据え、馬場氏が副会長となった。設立総会の準備は駒形

氏がシナリオを書き中野氏とテレビ新潟社内において徹夜で資料づく

りや段取りをおこなった。中野氏はこの後援会事務局に所属もしたの

である。後援会の目的は、アルビレオ新潟 FC の「物心両面の支援」

ならびに「新潟県におけるサッカー文化の発展とスポーツ振興」とい

うものになった。  

まだ株式会社の設立もその準備組織もできていない段階で市民チー

ムに対して後援会組織が有志と政治家の力によってうまれたのである。 

 

写真 3-3：アルビレオ新潟 FC 後援会発足記者会見  

 

写真提供：株式会社テレビ新潟放送網  
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アルビレオ新潟 FC には予算がまったくなかった。新潟市も新潟県

からも出資があるわけではない。試合をしても観客など入るはずもな

くお金もとれない。選手は本業をかかえながら生活し、合間の練習と

出費の毎日であった。プロチームを目指すにはあまりにも予算が足り

なかったのである。一年間に最低でも 2,000 万円ほどは経費が必要で

あった。  

しかし、親会社となりうる大企業もスポンサーも新潟にはない。そ

こで新潟県民全体で支援するという市民団体を立ち上げて企業や県民

一人ひとりから寄付を募るという方法を編み出したのである。  

後援会組織づくりは馬場氏の人脈によるものが大きい。新潟県議会

議員の 35 の選挙区に議員の個人後援会がある。このルートを通じてア

ルビレオ新潟 FC 後援会を組織化したのである。新潟県議会において

全会一致のワールドカップ招致決議をおこなっていたので、党派をこ

えてオール新潟の議員の協力と準備会合のリーダーシップによって組

織が立ち上がったのである。  

後援会の会員数ならびにチームへの財政支援金額は図 3-8 のように

1995 年度個人会員数 93、法人会員数 22、総会員数 115、財政支援額  

 

 

図 3-8：後援会会員・財政支援額の推移：筆者が作成 48
 

 

                                                 
48 アルビレックス新潟後援会平成 22 年度事業報告第二号議案資料より作成。  
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1,370 万円からスタートした。しかし、支援金援助をもらう営業活動で

は「3 年間だけですよ。その後は自立してくださいね。」と各企業から

念を押されたという。  

したがって、 3 年程度の間にチームが会社組織となり自前で採算を

とれるような組織へとしなければならないと準備会合では大きな難題

を抱えた。  

この準備会合の役割はあまりにも大きいといえる。木村（ 2010）に

よれば行政とサッカー協会、チームの後援会の関係が良好ということ

はまれであるという。官が独走して予算を配分したり、教育者で集う

サッカー協会に採算を考えるものがいなかったり、後援会の組織力が

弱かったりしてチームの周辺の人間関係がとても悪いということが多

いという。しかし、この準備会合では志を共有する議会・行政・サッ

カー協会・民間企業の各組織でのプロフェッショナルが新潟を活性化

したい、あるいはサッカーを盛り上げたいなどの思いをもちながら、

うまく役割分担し団結してことにあたっている。テレビ局などのメデ

ィアの専門家が志を共有している事がこの運動の盛り上げ方に一役買

っているし、中野氏というサッカーも事業もわかるボランティアのよ

うな存在が全体の関係性を調和させているのだといえる。  

 

3.3.6 まとめ  

政治家、行政職、サッカー協会幹部、テレビ局員、事業家といった

有志が自律的に集まり新潟にワールドカップを誘致すること、そのた

めのプロクラブを創ることについて実質的な準備会合として 30 回以

上の会合が開かれた。  

この準備会合のメンバーとその動機についてまとめると表 3-2 のよ

うである。  

 



 89 

表 3-2：有志による準備会合メンバーとその動機・役割  

氏名  立場  動機  役割  

馬場潤一郎氏  新潟県議会  
新潟の国際化・  

活性化  

議会・国会議員・県

知事・市長等調整、

後援会設立・後援会

副会長  

三宮博己氏  新潟県庁  

新潟の国際化・  

活性化  

W 杯後の  

スタジアム活用  

県知事・県予算調整、

体育関連人脈調整、  

W 杯新潟開催  

事務局長  

大川健氏  
新潟県サッ

カー協会  

新潟県サッカー

のレベルアップ  

サッカー協会調整、

後援会設立  

駒形正明氏  テレビ新潟  
新潟の国際化・  

活性化  

高校サッカー・  

Ｊリーグ試合開催・

放映によるサッカー

機運の醸成、  

スタジアム整備陳情

後援会の設立、  

準備会合の調整  

中野幸夫氏  
実業家  

監督の友人  

強いサッカーチ

ームの創設  

クラブの物的支援、

後援会の設立  

準備会合の調整  

 

準備会合メンバーそれぞれはサッカー経験がある者と無い者があり、

この準備会合への参画動機はサッカーをとにかく好きな者から、新潟

を国際イベントで活性化したい者までさまざまであった。  

プロクラブの母体となるサッカーチームについても、この準備会合

を中心とした人脈において新潟イレブンが強化されるかたちでアルビ

レオ新潟 FC が誕生した。  

さらに、このアルビレオ新潟 FC には資金が不足していることから

この準備会合によってアルビレオ新潟 FC 後援会が結成された。  

これらの新たに創られた組織と関係したアクターの行動についてま

とめると次の図のようになる。  
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図 3-9：有志による準備会合メンバーの知識と組織の創造  

 

3.3.7 知識と組織に関する考察  

 馬場氏、三宮氏、駒形氏、中野氏は、それぞれ異なった所属であり、

それまで普段の生活において接点はなかった。このメンバーが集まっ

て緩やかな「グループ」になるまでの動機は個々において様々であっ

た。それは、これまで見てきたように個々人それぞれの体験に根差し

たものであったからである。  

 具体的に、馬場氏は「旧友の富沢氏からの急な電話」によって W 杯

の存在を知った。それから、W 杯についてサッカー協会へ問い合わせ

てその素晴らしさを知った。三宮氏は自身の過去における「ロサンゼ

ルスオリンピックへの参加経験」によって世界的なスポーツイベント

である W 杯の意義を理解し、「上司の交代」によって前向きに取り組

むことができた。駒形氏は、テレビ局での自らの仕事において「環日

本海ブームを牽引する」ことで新潟の国際化について夢見るようにな

り、「取材同行時の欧州サッカーの視察」によって W 杯を新潟に呼ん

で、新潟を活性化したいと志した。中野氏は、「アメリカでの W 杯観
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戦経験」から W 杯を新潟でも見たいと思い、「友人の若杉監督のチー

ム練習を見学して」友人のサッカーチームの応援をしたいと思った。

このようなそれぞれ個々に別々の文脈において関連なく体験した体験

知をそれぞれが有していたことを確認できる。  

 「W 杯の誘致」とそのための「プロクラブ」の設立に向けて「議会

運営の知識」や「イベント興業の知識」等、個別の専門的な知識を有

していた馬場氏らは「名前もない会合」という有志による会合として

「グループ」に自然発生的になっていった。このように事業にとって

必要な専門的な知識であるが「グループ」として集まる以前は個人的

な知識として分散した状態にある。この「個人のネットワーク」にお

ける知識をここでは「分散知」と呼ぶ。  

この集まった「グループ」のメンバーは 30 回以上もの会合をもつが、

緩やかな関係性であり誰がリーダーということでもなかった。したが

って、指揮命令も無い中で自律的に個々人が自分の裁量において活動

していた。  

具体的に、馬場氏は議員として「W 杯誘致の県予算確保のため議会

の根回しと全会一致の決議を取り付けた。」三宮氏は、個人の裁量で動

かせる県予算の中から「チームを強化するためのバルコム監督の招聘

に予算を付けた。」駒形氏は、自らが所属するテレビ局の事業という位

置づけで W 杯の誘致の機運醸成に欠かせない「 J リーグの試合誘致」

やそのための「サッカー場の改修に関する陳情」をおこなっていた。

中野氏は友人のチームのために水やユニホームを差し入れるための私

財を投入したり、「アルビレオ新潟後援会」の立ち上げや事務局を引き

受けていた。これらの個々人の目標のための活動は別々に行動されて

いるものであるが、どれが欠けても「名もない会合」は活動できない

ものである。また、この「名もない会合」のメンバーの知識が集合す

ることによって「アルビレオ新潟後援会」という組織が誕生している。

このように個々人の知識や活動は別々におこなわれているが、それら

が集合することで力を発揮しているこの「グループ」の知識を確認す

ることができた。ここでは、この知識を「集合知」と呼ぶことにする。  
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3.4 アルビレオ新潟法人設立準備室  

 

アルビレオ新潟 FC 後援会が設立された翌年の 1995 年 5 月にアルビ

レオ新潟法人設立準備室が新潟市中央区の新潟駅南口近くに設置され

る。この準備室設置はこれまでの後援会設置準備会合には参加してい

ない池田弘氏によってなされたのである。  

 

3.4.1 チームの強化費用を 3 人で捻出  

1994 年のアルビレオ新潟 FC はバルコム氏をコーチに迎えての北信

越リーグであったが北陸電力の優勝という結果におわる。 2 位の TKK

の次の 3 位という結果は 93 年と同じものであった。北陸電力と YKK

という大企業のチームの壁は北信越ではとても厚いものとされていた。 

 1995 年シーズンを前に、監督に正式就任したバルコム氏とバルコム

氏を新潟県に紹介した読売新聞出身のサッカージャーナリスト牛木素

吉郎氏 49の二名は中野氏のもとを訪れた。バルコム氏は北信越を勝ち

抜くためにはフォワードとミッドフィルダーとディフェンダーの３名

の補強が必要だと主張していた。1 名につき 1,000 万円の人件費がかか

るので 3,000 万円の資金を用意できないかという途方もない相談であ

った。中野氏は個人的に複数の飲食店などの事業が好調であったとは

いえ、すぐに用意のできる金額ではなかったので、一旦預かるという

ことになった。  

中野氏はこの資金調達について、書籍販売、レンタルビデオ・CD 等

の事業である TSUTAYA のフランチャイジー事業で成功し、上場準備

中であった株式会社トップカルチャー 50社長の清水秀夫氏に相談した。

清水氏は高校時代にその高校にはそれまでなかったサッカー部を立ち

上げており、さらには国体の新潟県選抜選手になるなどサッカーとの

縁は深かった。新潟で事業をおこないながら若杉監督がおこなってい

た少年サッカーの支援もおこなっており理解が得られるとおもわれた

                                                 
49 新潟県上越市出身。東京大学卒業後、東京新聞、読売新聞を経て当時は兵庫

大学教授。読売サッカークラブ（現在の東京ヴェルディ 1969）の設立を手掛け

ている。  
50 現在、全国に約 1500 店舗を展開する TSUTAYA グループの中で、７５店舗

の最大手フランチャイジーとして新潟県を中心に事業展開している。1985 年設

立。資本金 20 億 737 万円。売上高約 324 億円。 2000 年東証一部上場。  
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からである。  

清水氏に中野氏が相談に行くと、清水氏から「新潟におもしろい経

営者がいる。」と紹介されたのが新潟総合学院理事長の池田弘氏であっ

た。池田弘氏はサッカーをやってきた人ではなかった。しかし、新潟

の活性化ということを常に考えて専門学校や学習塾を中心に幅広く教

育事業を手掛けていた。  

 

地方都市にとって切実な問題は、優秀な人材がどんどん

中央に出ていってしまうことです。特に新潟県は、毎年

何万人という単位で若者が県外、多くは首都圏に流出し

ていました。（中略）新潟大学はあるものの、そのほか

には、高校卒業後に教育を受けられる場所があまりあり

ませんでした。そこで私は、「ストップ・ザ・東京」を

掲げ、専門学校をつくり、新潟に若い人をとどめようと

思ったのです。  

池田弘（ 2006）p.49 

 

そして、中野氏・清水氏・池田氏の 3 人は飲食店で 3,000 万円のチ

ーム強化資金について会合をもった。中野氏によればこのときのこと

はとても印象的であったという 51。  

 

このことは明快に覚えていますけど、池田さんに「それは

新潟のためになるのか？」っていうことを言われたんです。

それで、「チームを強くすれば新潟のためになるんだ」と清

水さんが強くいいましたよ。そうしたら池田さんが、「おも

しろそうだからやってみるか」となったんです。まだ、は

っきりと J リーグの地域密着の理念などを私は理解できて

いませんでしたが、そういうことになりましたね。それで、

池田さんが一番年上で、清水さんが二番目で、私が三番目

だということで年の順に 1,500 万、1,000 万、 500 万ずつ負

担するということになったんです。  

 

                                                 
51 2011 年 10 月 1 日ビッグスワン新潟スタジアムにてインタビュー。  



 94 

3.4.2 法人設立準備室の開設  

 こうして奇跡的に用意された 3,000 万円によってチームには新たな

選手が補強されたのだが、1995 年バルコム氏が監督になり二年目のア

ルビレオ新潟はまたもや前年同様の北信越 3 位という結果におわって

しまった。  

 95 年シーズン最後の試合は富山で行われた。 3 位という結果に落ち

込みながら中野氏も池田氏もサッカー協会の澤村氏もいっしょにバス

で新潟へ向かった。バスの真ん中の補助席に座った中野氏を挟んで池

田氏と澤村氏が座っていた。  

池田氏には選手強化用の 3,000 万円はどのようになったのかと中野

氏は問い詰められた。一方で、澤村氏にはさらに来年も援助をつづけ

てほしいと言われ中野氏は板挟みになった。このバスでの出来事を中

野氏は忘れられないという。  

これをきっかけに、チームを支える構造について抜本的に考える必

要性が出てきた。中野氏はいわゆる法人化、プロ化ということをはじ

めて単なるサポート役ではなく、当事者として現実的に考えたという。

新潟でプロ化して J リーグに入るということが可能なのかどうか、当

時は地域リーグから JFL に昇格し、それからさらに J リーグに昇格す

るということが各地域のしのぎを削るテーマであった。そのような中

で後援会が支え、さらに単に誰かがお金を出しているという奇跡をつ

づけていけるはずがない。池田氏も「こんな博打みたいなことをいつ

までもやっていられない。きちんとした組織にしよう」という意見で

あった。こうしてアルビレオ新潟法人設立準備室を開設することにな

ったのである。  

準備室は池田氏の主導で中野氏を中心に若杉透総監督の弟でアルビ

レオ新潟の「マネージャー」であった日本歯科大学助手の若杉邇氏、

池田弘氏の新潟総合学院からの出向者 1 名、アルバイト 1 名の 4 名で

スタートしたのだった。まず準備室でおこなったのは仙台や福島とい

うライバルチームの動向視察であった。さらに、J リーグの地域密着の

理念を研究した。そして実際の会社組織を創る準備にシフトしていっ

た。まず、新潟の有力企業 30 社から 1,000 万円ずつをあつめて 3 億円

の資本金をつくろうということになったのである。  

ここまでのアルビレオ新潟法人設立準備室設置の経緯について、池

田氏・中野氏・清水氏の体験や行動ならびに課題と解決方法について

まとめると図のようになるであろう。  
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図 3-10：池田氏・中野氏・清水氏を中心とした知識と組織の創造  

 

3.5 アルビレックス新潟の創業メンバー  

 

3.5.1 池田弘氏の社長就任とその動機  

前節のような縁の中で、さらに組織だった活動を責任あるかたちで

おこなうことになった。「新潟のまちおこし」をライフワークとして新

潟を活性化したい地域の教育事業家である池田弘氏が会社設立時の社

長となる。  

清水氏ということも話があったが、清水氏は本業のトップカルチャ

ーが上場準備と新規出店ラッシュの頃でとてもサッカーチームの経営

までは余力がなかった。しかし外部からしっかりと支えていくという

ことになり、非常勤の取締役として名を連ねた。  

中野氏は池田氏を迎えた当事者として、専務となり現場を取り仕切

った。池田氏は他にも多くの法人を抱えているためフルタイムでこの

アルビレオに関わることはできない。したがって日常的には中野氏が

トップということになった。  

なぜ、池田氏は 1,500 万円を拠出したり、このアルビレオ新潟の法

人社長を引き受けたりしたのかについては「新潟の活性化」を氏がし

たいからということに尽きるようである 5 2。  

 

私は国際イベントを新潟でやりたくて、新潟を活性化し

                                                 
52 2007 年 10 月 19 日 NSG グループ本部にてインタビュー。  
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たいっていうのがずっと私の思いでした。その思いと、

サッカーワールドカップを新潟で開催をしたいという

人たちの思いが融合したんです。最初はサッカーなんて

面白いとも思わなかったし、サッカー自体をよく知らな

かったんです。でも、体験的には若い頃にドイツに行っ

ていて、小さな町に行っていたら、まぁ当時は日本人の

いかないような町ですね。「ここ誰もいない町だね」っ

て言ったら、「いやいや今日はサッカーの試合があるか

らいないんだよ」って言われたんですね。そのときはス

タジアムには行ってないんです。でも、パブかなんかで

盛り上がっているのはその晩にみているんですね。  

「不思議だなぁ」って思いましたね。そのことを強く覚

えています。  

一番衝撃だったのは、ワールドカップを呼ぶときに視察

に行ったロサンゼルスのローズスタジアムです。9 万人

のスタジアムでのブラジルとスウェーデンの準決勝の

試合をみたときのことです。朝の 5 時間も前から球場の

周りが盛り上がっている姿とか、球場に入ったときに  

本当に熱狂的にブラジル人が裸になって騒いでいる姿

とかですね、そういうことについて、満員で異空間の  

姿っていうものの衝撃があったんですね。「サッカー  

って物凄いスポーツだな」ってこんなにも人を狂気させ

るんだって驚きました。ブラジル人だけだったら何とな

くわかるんだけども、かたやスウェーデンの人も盛り  

上がっている。こんな空間が新潟にきたら、新潟のひと

たちはすごく面白い体験ができるんじゃないかって  

いうことですね。そのためにワールドカップ誘致は絶対

に必要で、そのためにはプロクラブが必要で、プロクラ

ブっていうことを世界的に研究していくとみんな地域

密着で、「オラがチーム」っていうことで楽しんでいる

のが、南米もそうだしヨーロッパもそうだと。新潟にも

そういうチームをぜひつくりたいということなんです。 

 

3.5.2 企業家チームメンバーの参画とその動機  

そして、とにかくサッカーが何よりも大好きなメンバーが集まった。
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アルビレオ以前の新潟イレブンの選手でもあった公認会計士事務所出

身の田村貢氏、同じく新潟イレブンでプレーし中心的存在で、当時の

総監督でもあった大学体育教員出身の若杉透氏、その弟で歯科大学助

手出身の元新潟イレブン選手の若杉爾氏、さらにサッカーが大好きで

かつサッカーによる地域活性化を夢見ていた広告代理店出身の小山直

久氏というメンバーが企業家チームとして会社を立ち上げ運営してき

た。メンバーの企業家チームへの参画の経緯や動機は様々であった。  

社長の池田氏はサッカー界出身ではなく、サッカー経験者でもなか

った。新潟を活性化したいという一心で、ワールドカップを新潟に誘

致したいとドイツやアメリカでのワールドカップ観戦の経験をもとに

考えるようになった。前節のとおり招致の条件としてプロチームが新

潟に必要であった中で資金的援助もおこなっていた。また、サッカー

チームを地域が一丸となって応援するというあたらしい「お祭り」が

地域を活性化すると考え、社長を引き受けたのである。どんな人材と

いっしょにはじめたのか池田氏は語っている 53。  

 

思いを最優先に集めたというよりも、もうその人たち  

しか集まってこなかったですね。  

当初のアルビレックスは労働条件もそんなによくない

ですし、やっぱりそのときに思いのある方じゃないと

24 時間、時間なんか関係なく、新しいことにチャレン

ジしていく、面白がってやっていく、新潟に鹿島みたい

なチームがあったらいいねって、いうような想いを  

もった方、サッカーをやってきた方たちですね。  

そういうことを体感してわかっていた方たちですね。  

 

 自らの所属した大好きなサッカーチームの行く末について J1リーグ

所属チームになれることなど夢にも思わなかった段階で最後まで見届

けたいという思いから前職の公認会計士事務所での給与から 100 万円

単位での給料ダウンにも関わらず参画したのが、現在の社長の田村貢

氏であった 54。  

 

                                                 
53 2007 年 10 月 19 日 NSG グループ本部にてインタビュー。  
54 2007 年 11 月 20 日アルビレックス新潟本社にてインタビュー。  
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私の一番の思いっていうのは、自分が十数年やっていた

チームがどうなるか、そのときはわからなかったんです

けども、一応そのプロ化をする方向に走り出したと、そ

れを外から見るっていうことではなくて、やっぱり最後

まで中に入って見届けたいなというのが一番強かった

ですよ。  

 

 さらには、サッカーが大好きで、かつサッカーによる新潟の活性化

について異業種交流会などで議論していたのが広告代理店勤務であっ

た小山直久氏である 55。  

 

中野さんがチームのプロ化の活動をやっていたので、話

を聞きにいったりしてたんですよ。それで、スポーツと

地域ってことで勉強会をやろうっていうことで異業種

交流会で中野さんに話をして頂いているうちに成熟し

ていったということですね。  

 

 後に兄弟で入社することになった若杉邇氏は、この法人の最初の 4

人のメンバーの一人であった。もともと新潟イレブンでプレーしてい

たものがマネージャーとして監督である兄を支えながらチームを支え

てきた。日本歯科大学の解剖学教室で助手をつとめながらのマネージ

ャーであったがこの法人化に際して新婚であったにも関わらず大学を

辞して参画することとなった。母や監督でもある兄からも大反対され

ての末のことであると若杉邇氏は語っている 56。  

 

 

新潟イレブンで、 1992 年に現役を退きまして、選手の

ころから裏方が大変だなと思っていまして、チームへの

恩返しで携わろうと、マネージャーをやっていたんです

ね。  

そうこういっているうちに、チームがプロ化になるって

いう話が出てきて、ちょうど歯科大に勤めていたときに、

                                                 
55 2007 年 11 月 20 日アルビレックス新潟本社にてインタビュー。  
56 2007 年 11 月 20 日ビッグスワン新潟スタジアムにてインタビュー。  
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バルコムさんが来日して、カタコトの英語がしゃべれた

ので、外人の世話とかバルコムさんの通訳をやっている

ときにちょうど法人設立準備室ができるというところ

で、もう勢いで辞めてしまってですね、当時の大学は頭

のいいひとばっかりで、ここにいたら埋もれてしまうな

と思うところがあって、もともとサッカーが好きでした

んで、どうせやるんだったら、いいチャンスといいます

か、これを機会に好きなサッカーに携わろうという  

ことだったんです。  

 

 弟の邇氏の入社に大反対をした兄で総監督の若杉透氏であったが、

その 1 年後にやはり大学体育教師という立場のままリスクをとらずに

アルビレオ新潟 FC の総監督をつづけることを辛く感じるようになっ

ていった。  

 新潟県からの補助があるわけでも無い、この法人にガンバ大阪の松

下電器、浦和レッズの三菱自動車のような大企業のバックアップはな

い。この会社へ入社することは大変なリスクであると考えていた。新

潟県やサッカー協会からの監督としてつづけてほしいというお願いも

とても無責任なものとすら感じ憤ってきた。しかし、最終的にこの法

人に参画することとした。このときの想いを若杉邇氏はつぎのように

語っている 57。  

 

最終的に飛びこんだのはですね、アルビレオの選手たち

の人生を左右している仕事としてアルビの仕事をして

いて、自分は給与が安定している大学があってというの

が、そういう二股で、楽しいこと、夢のあること、自分

だけは給与が安定していること、そういうことは駄目だ

ろうっていうことで、一年間、女房にもお袋にも誰にも

言わないで考え抜いたんです。決まったときに女房に話

したら、「頑張ってみたら」って言われたんです。それ

でお袋のところに行ったら、「あんたら兄弟は知らな

い」「私とあんたで弟を説教したでしょ」ってそんな感

じでしたね。   

                                                 
57 2011 年 9 月 26 日新潟医療福祉大学にてインタビュー。  
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会計士事務所や広告営業、大学助手としての英語力など前職におい

てメンバーそれぞれが身につけた経験と知識をもとに、誰に指示され

ることもなく事業目論見書や定款を作成しはじめたり、スポンサー営

業に出かけたりとメンバーが自ら企業家チームにおける役割や仕事を

作り出していかざるを得なかった。この企業家チームにはあらゆる意

味でまったく余裕がなかったのである。  

 

3.5.3 資本金集めとチーム成員の役割分担  

会社を設立するにあたり大企業が親会社となるわけではないので、

1,000 万円ずつ新潟を代表する 30 社から集めて 3 億円の資本金をつく

ろうということになった。ホームセンターのコメリや新潟日報社、地

銀である第四銀行、北越銀行、大光銀行、新潟中央銀行、セコム上信

越などといった企業である。基本的に池田氏と中野氏がこれをふたり

で回った。この際には、新潟の経営者を集めて新潟商工会議所の会頭

で新潟冷蔵の中田久三社長にご挨拶いただきながらの会合を先にもっ

て進められた。これは地元の力を結集する正攻法であったのである。  

そして、御三家と呼ばれた建設業の福田組・本間組・加賀田組へ出

資のお願いに行った際には特に福田組において中野氏は池田氏からこ

の事業の本質を学んだとしている 58。  

 

福田社長は野球が好きでサッカーなんか興味ないって

いうことだったんですね。だから、サッカーの面白さに

ついて私が熱っぽく話をしてわかってもらおうと頑張

ったんです。そうすると、池田さんが「バカか、それは

ちがうんだ。野球とサッカーのどちらが面白いかとか、

そんなことじゃないんだ。これは新潟を活性化するため

の事業で、競技が好きかとか、どう面白いのかというこ

とじゃないんだ。新潟に初のプロチームを創ることがど

のように新潟を活性化するのかということをご理解い

ただきたいんだ。お前のようなサッカー好きが、強いチ

ームをつくりたいなんて関係ないんだ。」そういうこと

で福田組の社長の前で諭されましたね。そうやって、出

資金を集めていって、私もこの事業の意義だとかを深く

                                                 
58 2011 年 10 月 20 日 J リーグ本部にてインタビュー。  
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理解していきましたし、成長しましたよね。  

 

当時はビッグスワンもなく、ワールドカップ誘致もできていないわ

けであり、誰にも経験も馴染みもないことを新潟でやろうという話に

大きな出資をしてもらうことは困難を極めていたが上述のような努力

の積み重ねによって出資を募っていった。  

忙しい社長たちのアポイントをとりつづけ、早朝もしくは終業後に

やっと会ってもらえるということが多かったという。  

最終的に資本金を 2 億 9,500 万円集める。その後さらに 4 億 9,800

万円に増資していく。この際に地元を中心とした 151 の企業・団体か

ら出資を受けていったのである。突出した大企業の無い新潟において

広く出資を募ったということである。  

もちろんこういったトップ同士のやりとりによって大きな出資を受

けていくことも困難を極めていたが、実際に担当者レベルでこの出資

を受けつけていくこともまた難しいものであった。  

 1995 年 12 月 27 日に株式会社アルビレオ新潟設立総会をおこなって

いる。この段階ではまだ設立準備室のメンバーしか参画していなかっ

たが翌年の 4 月 1 日に会社を正式に立ち上げ、 5 億円を目標に県内企

業から出資を募ることがこの総会で表明された。まだ入社していない

段階の田村氏はこの総会に出席していた。本当にそんなことが可能だ

ろうかということを宣言している総会だと感じたという。その後 1 カ

月も経たない 1996 年 1 月に田村氏は入社した 59。  

 

入社してすぐにもう定款だとか目論見書を書いていま

した。出資していただくのは大きな企業ですからトップ

は口約束でいいですけど、現場では「目論見書はない

の？」とか、「それじゃぁ、役員会に図れないじゃない」

って言われるんですよ。目論見書が無いんですけど、  

無いって言えないので、必死になって作りましたね。  

僕が入社した 1 月 17 日はもう新潟は大雪で、その日か

ら何日かは徹夜ですよね。それで一月の末くらいには  

完成させたということで、本当に入社して即はじまり、 

短期間に立ち上がりましたね、仕事が。  

                                                 
59 2007 年 11 月 20 日アルビレックス新潟本社にてインタビュー。  
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小山氏 60は田村氏に遅れること一カ月の 1996 年 2 月上旬に入社した。

入社後のミッションはサポーターズクラブの設立であった。小山氏は

前職が広告や印刷業の営業であったためにファンの囲い込みや情報提

供活動として広報・宣伝という役割を期待された。しかし、この法人

は立ち上がったばかりであり、囲い込むほどのファンやサポーターな

どいなかったのである。  

 

見渡すと営業がいないんですよ、会社の中に。おそらく設

立の混乱の中で広告活動と広報活動とごっちゃになってい

るんですよね。「それ一緒でいいからやれ」っていうことで、

スポンサーの営業がないと駄目でしょうということで、媒

体をつくって売るということを最初にやりました。当然池

田社長が先に回っていたところを後から回るっていう感じ

でした。良かったのは、 20 代の若造だったのが、いきなり

トップに会いにいけるというのと、理念がそのときからし

っかりあったわけですから、田舎の地元からプロクラブを

作ろうっていうのとワールドカップ招致っていうのが名目

であったんで、その大儀名分でいけるのは貴重な財産にな

って、とてもそれが最初のモチベーションになりましたね。 

 

 サッカーチームの現場については、完全に若杉透氏・邇氏の兄弟に

これまで通り任されていた。邇氏はマネージャーとして何の施設もも

たないクラブにおいて練習場の確保に奔走していた。そもそも新潟市

内にサッカーの練習に適した場所がほとんどなかった。知名度の低か

ったはクラブは陸上競技場を借りることにも陸上が優先されるあり様

だった。そもそも練習場確保の予算も限られていた。しかし、バルコ

ム氏がタフな考えの持ち主であったことも幸いし、若杉邇氏が探して

くる雑草の生えた駐車場や海岸の松林で練習を重ねていた。  

 若杉透氏にはサッカーチームの全てが任されていた。透氏のサッカ

ーに対する造詣には企業家チームの皆が一目置いていた。若杉透氏は

つぎのように話す 61。  

  

                                                 
60 2007 年 11 月 20 日アルビレックス新潟本社にてインタビュー。  
61 2011 年 9 月 26 日新潟医療福祉大学にてインタビュー。  
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中野さんとは高校のときから試合していたんですね。大

股で飛び込んでくるから、いつも股をぬいたりしていま

した。だから、彼は絶対にサッカーの話は僕の前でしま

せんよ。それで彼は最初、専務だったけどこの法人のト

ップみたいなものでしたし、その後は社長でした。きち

んと社長と呼んでいたし、僕のことは若杉さんって呼ん

でいました。もちろん、二人で部屋に入れば、透、幸夫

って呼び合っていました。サッカーに関することはいろ

いろと文句があっただろうけど、何も言わなかったし、

僕も会社に関することについては、一切言いませんでし

た。  

中野さんは組織に関することとか、会社のことは、もの

すごい力があるから、本当にすごいんで、これは中野さ

んに任せておけばいいなって思っていました。もちろん、

職階は社長と強化部長とかですけど、お互いの尊重はし

ていましたね。  

 

設立時の思いは多少の差はありながらも、サッカーを愛している事、

あるいは新潟という地域を愛している事、その活性化を国際イベント

やプロクラブによって実現したい事ということで、明文化されていな

いものの共有する強い理念あるいは信念をもっていた。こうして前職

の経験やサッカー経験などをいかしながら自分のできることを、即始

めていったというのがこの企業家チームの役割分担でありお互いにそ

のスキルと役割を尊重していた。  

 以上の企業家チームメンバーの参画の動機、前職などで培った仕事

スキル、企業家チームでの役割についてまとめると表 3-3 のように多

様性があることがわかる。  
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表 3-3：企業家チームメンバーの多様性と自らつくった役割  

氏名  前職・仕事スキル  役割  参画動機  

池田弘氏  

教育事業家  

宮司  

企業経営  

のノウハウ  

社長  

リーダー  

新潟の活性化  

 

中野幸夫氏  

飲食事業家  

企業経営の  

ノウハウ  

サッカーの  

プレイヤー  

専務  

企業家チームの  

現場マネジャー  

 

新潟に強い  

サッカーチーム

を創る  

若杉透氏  

大学体育教員  

サッカーの  

プレイヤーと  

指導者のスキル  

サッカーチームの

運営  

新潟に強い  

サッカーチーム

を創る  

若杉邇氏  

大学解剖学助手  

英語力  

サッカーの  

プレイヤー  

チーム補助として

の「マネージャー」 

練習場の確保  

 

新潟に強い  

サッカーチーム

を創る  

田村貢氏  

公認会計士事務所  

会計のノウハウ  

サッカーの  

プレイヤー  

経理・総務  

新潟イレブンの  

行く末を  

見守りたい  

小山直久氏  

広告代理店  

営業のノウハウ  

サッカーの  

プレイヤー  

スポンサー営業  

サッカーを  

通じた  

新潟の活性化  

 

3.6 クラブコンセプトの創造と解釈  

  

強い思いがなければこのような企業家チームへと参画できないこと

はみてきた。しかし、この思いは強い思いもった個人が参集したこと

によって明文化せずとも共有されていたものであった。しかし、これ

を対外的に表現することや、組織の新メンバーに対しては引き継いで

いかなければならない。これには組織として経営理念の明文化が必要

となってくる。  

 



 105 

3.6.1 経営理念の創造  

法人化するにあたって定款や目論見書といったものをつくったのは

田村氏であった。しかし、これは間に合わせの資料であり、思いをも

った者のあつまりとして企業家チームができていたので理念は共有さ

れていた。したがって、あくまでもこれは書面にすぎないものであっ

た。  

そこで 96 年から 97 年にかけて田村氏と小山氏でクラブの理念につ

いて明文化を試みた。J リーグにも、日本サッカー協会にも明文化され

た理念が存在する。この理念に沿う形で考え、そこへ「地域」という

ものをキーワードに考えたという。  

 

J リーグの理念 62
 

日本サッカーの水準向上及びサッカーの普及促進  

豊かなスポーツ文化の振興及び国民の心身の健全な発達への寄与  

国際社会における交流及び親善への貢献  

 

 組織内でのコンセンサスよりも先に二人は情報誌紙上などでその理

念を使用し、また、地域リーグでの試合開始前の理念のアナウンスを

入れ普及させていったという。小山氏はこのことについてつぎのよう

に語っている 63。  

 

アマチュア時代の地域リーグっていうところから法人

化したわけですから、一般の人にとってみると、サッカ

ー観戦の体験もほとんどないわけだし、そして、これは

何の意味があってやっているのっていうところが絶対

に必要だということでやってましたね。つまり、サッカ

ーっていう競技性も当然だけども、「私たちはそれプラ

ス未来の新潟をどうするの？」っていうことを最初に大

事にしていたということだと思いますね。  

 

こういった理念の明確化は対外的な仕事においても重要であったと

小山氏はいう 64。たとえばスポンサー獲得の営業においても重要であ

                                                 
62 http://www.j-league.or.jp/aboutj/。  
63 2007 年 11 月 20 日アルビレックス新潟本社にてインタビュー。  
64 2007 年 11 月 20 日アルビレックス新潟本社にてインタビュー。  
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ったという。さらには、単に明確化することだけでなく、その理念に

たいしてどのような思いをもっているのかということが相手に伝わる

ようにしなければならない場面が多かったという。これは新潟の活性

化という大義名分に対するスポンサー集めがつづいたために、その活

性化の具体的なイメージや活性化策、サッカーと新潟の活性化の関係

性などの分かりづらい課題に対する回答を迫られたということであろ

う。  

 

初期のころは営業に回ると「サッカーでプロクラブにな

るってどういうこと？」「サッカーと地域活性化って

何？」という感じはずっとあったし「お金を払ってスタ

ジアムに行くっていうことの意味がわからん」「そんな

の成功するわけがない」っていう具合で、理念ばっかり

あって何を言ってるんだということでした。たしかに理

解しづらいことではあったと思うんですよ。そこに新し

い価値感をつけて、あたらしい価値を作りこんでいくん

ですけども、それが信じられないっていう方がいらっし

ゃいましたね。「何でそこまで熱心に言えるの？」って

よく言われたので、汗ばむくらいの勢いで「とにかくそ

れは成功するまでつづけるんだから、成功するに決まっ

てるんだ」ってその一点張りでしたね。  

 

こうした経緯もありながら最終的に組織として決裁されたアルビレ

ックス新潟の理念とは以下のようなものである。  

 

アルビレックスクラブコンセプト 65
 

未来ある子供達に「夢を与えられる人づくり」に貢献します。  

地域の人々と共に「活気あふれるまちづくり」に貢献します。  

地域と世界を結ぶ「豊かなスポーツ文化の創造」に貢献します。  

 

3.6.2 経営理念解釈の創造  

この理念について営業で体外的に説明する際に小山氏はだんだんと

自分なりの理解ができてきたという。そして、その解釈や自分なりの

                                                 
65 http://www.albirex.co.jp/club/profile.html。  
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思いを説明して来たという 66。  

 

「人づくり」ということは、子供ばかりじゃないですよ。

人とかかわって、つながっていきたいってことなんです

よ。私たち最後には「新潟づくり」って言っていました。

一緒に「新潟づくり」なんてね。いろんなところで言っ

ていたのは、「あんな固いグランドなんてイヤでしょう。

子供たちにそんなことさせるのいやだし、根性主義サッ

カーなんて面白くないし、そこにいろんな人が集って、

いろんな人がコミュニティつくるのってどれだけ幸せ

かってあるじゃないですかぁって、それをいっしょにや

りましょう！いっしょに新潟づくりやりましょう！」っ

てガンガン言っていましたね。  

 

 この企業家チームにおいて池田氏の新潟への思い入れはすでに見て

きたように非常に大きなものである。それは池田氏が新潟市の中心繁

華街である古町の神社の宮司の家に生まれ、現在もその神社の跡継ぎ

であるという側面も強くそれは自然な感情であるという。  

 一方で、小山氏もこの法人への入社、つまり企業家チームへの参画

動機が当初からサッカーを通じた新潟の活性化であった。これは他の

サッカーをとにかくこよなく愛している者との動機のちがいであった。 

 小山氏には、「羽ばたけ 21 未来の子供たちへ」というボランティア

活動の経験が前職の広告代理店時代にあった。これは現在もつづいて

いるもので、日本の子どもたちとロシアの子どもたちを交流させよう

という趣旨であった。環日本海時代というブームもあり、民間の草の

根的な交流事業として当初は三菱商事地球環境室によるものであった。

三菱商事新潟支店においても活動が盛んでありこの組織へ前職職場か

ら派遣されていたのである。それは、ロシアの子供たちが夏休みに一

週間、日本の小学生と一緒に過ごし、国際交流を行うプログラムであ

った。小山氏はこの取り組みについてこう説明している 67。  

 

企業と市民と行政が三位一体となって一つの事業をつ

                                                 
66 2011 年 7 月 24 日事業創造大学院大学にてインタビュー。  
67 2011 年 7 月 24 日事業創造大学院大学にてインタビュー。  
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くりだすということで、ここでの体験が本当に原点です

ね。こういうことがあるんだなぁって体で分かりました

からね。  

 

 このような原体験によって培った思いが企業家メンバーそれぞれに

異なるかたちとしてあり、それがクラブコンセプトというかたちへと

結集しているのである。  

 このことをまとめると図 3-11 のようになる。  

 

 

図 3-11：経営理念とその解釈の創造  

 

3.7 W 杯招致成功と債務超過危機  

  

株式会社アルビレオ新潟となり資本金も集めてスタートした 1996

年のシーズンは 7 月に北信越リーグにおいて悲願の北陸電力、YKK を
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破り優勝を飾った。そして手に入れた全国地域リーグ決勝大会へのキ

ップであったがここではその予選リーグ敗退となり、よく 1997 年も北

信越リーグで戦うこととなった。  

 

3.7.1 ワールドカップ新潟開催決定  

 一方でワールドカップの新潟開催は正式に招致成功したのであった。

これは、アルビレオ新潟が株式会社として法人化していることや、そ

れまでのサッカー協会の啓蒙活動、県議会の総力を挙げた活動や行政

におけるリーダーシップなど総合的な活動の成果であるといえた。と

りわけ、3.3 節においてみてきた準備会合という非公式な組織メンバー

によるグループの活動が実を結んでいる事はいうまでもない。  

 さらには、サッカー協会の澤村氏がそれまでも新潟イレブンへの新

潟蹴遊会からの選手移籍、サマーサッカーフェスティバルの開催によ

る啓蒙活動、テレビ新潟との共同事業などをおこない新潟サッカー界

の大きなリーダーシップを発揮してきていたのだが、開催地決定の会

議において決定的な活躍をしている。  

1996 年 12 月 25 日日本サッカー協会理事会が開催地決定のために開

かれた。北信越を代表する理事として澤村氏は参加した。開催都市が

次々と決まるなかで北信越・東海ブロックからは静岡の開催が決まっ

た。このブロックからはあと一つが決まるとみられた。TOYOTA カッ

プを主催するトヨタの名古屋グランパスのある愛知県が有力であるこ

とは間違いなかった。澤村氏も会議がはじまって 2 時間程度は新潟の

開催はありえないと感じていた。しかし、何も言わずにこの会議を終

わることもできないということで最後に以下のように訴えたのである。 

 

「いまの政治、経済、教育は、すべて表日本で成り立っ

ている。いわゆる太平洋側です。裏日本と呼ばれる日本

海側は、すべてにおいて消されてきました。日が当たっ

ているのは、いつも太平洋側です。だから、ワールドカ

ップではぜひとも裏日本に日を当ててほしい。新潟県じ

ゃなくても、もうどこでもいい。とにかく、いままで日

が当らなかった日本海側に、スポットを当ててほしい。

ワールドカップを通じてスポーツ不毛の地を耕してほ

しい。」最後に、私はそう訴えました。  

飯塚健司（ 2005） p.55 
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 理事による決選投票の結果、新潟は愛知を破りワールドカップ開催

地となったのであった。  

 

3.7.2 債務超過危機の連続  

ワールドカップの開催が決まったのだから、なおさらこの法人が倒

産するわけにはいかなくなった。しかし、巨額の赤字がつづいた。北

信越リーグから上の JFL へあがりその次の J リーグはまだ遠かった。

JFL に上がらないと観客も増えないし、当然スポンサーも取れない。 J

リーグからの分配金も J2 入りしなければもらえないということで、

1996 年の決算は 1 億 7,730 万円の赤字であった。翌 1997 年には JFL 行

きを決めたものの赤字はつづき、1998 年 1 億 9,319 万円の赤字であっ

た。5 億円以上の資本金はあっというまに底をつき、債務超過寸前で

あった。  

そうしたなかで、1997 年に J リーグの仕組みが変わり 1999 年から J

リーグが二部制の J1 リーグと J2 リーグが生まれることになった。こ

の年にアルビレオ新潟から現在のアルビレックス新潟にチーム名も社

名も変更している。これは登録商標の問題からの改名であり県民公募

でアルビレックス新潟と決まったのだった。 J2 入りは田村氏を中心と

したプレゼンテーションでなんとか J リーグより承認された。それは

1997 年年末のことであった。  

1998 年 2 月には全国地域リーグ決勝大会を激戦の中勝ち抜き、 JFL

昇格を自力で果たした。 J2 入りが決まっていたこととはいえ、チーム

の勝利によって悲願の JFL に入ることができたのである。中野氏・池

田氏・清水氏が 3,000 万円を用意してからすでに 5 年もの歳月が流れ

ていた。  

1998 年 3 月には資金不足からアルビレックスの社員の給与が支払え

ないかもしれない危機も訪れた。中野氏は非常勤取締役の清水氏に相

談に行った。TSUTAYA のフランチャイジー事業で成功していた清水氏

は TSUTAYA のフランチャイザーである CCC 社（カルチャー・コンビ

ニエンスクラブ）を紹介してくれた。この CCC 社社長の増田氏は当時

「ディレク TV」という衛星放送サービス企業に出資していた。このデ

ィレク TV がアルビレックスのユニホームスポンサーになってくれる

ということであった。この営業には中野氏と清水氏が２人で行った。

3,000万円のスポンサー料の半分を 1日で振り込んでもらい危機を脱し

たのだった。その代りにこのディレク TV 専用受信機を売らなければ
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ならないという条件もあった。  

1998 年の JFL 開幕前には選手の 26 人中 17 人の大量入れ替えを断行

して全国レベルのサッカーに対応しようとした。これには「人切り池

田」としてマスコミから批判の嵐があった。結果は 11 位におわった。

全国レベルのリーグにおいても観客動員は伸びなかった。1999 年の J2

入りを目前に債務超過がそこまできてしまっていた。  

後援会や多くの企業からの資本金ではもはやどうすることもできな

いところまで来ていた。池田氏はここで個人保証を含め 1 億 4,000 万

円を用意して増資を決行したのである。  

 

実は出資者を集めている時点から、「W 杯が終わったら

クラブを閉鎖しよう」という声も強かったのです。危機

的な状況になって増資をお願いすると、「W 杯も決まっ

たんだから、もう存続させなくてもいいんじゃないの」

という人もいました。まだ最低でも、W 杯までの 4 年間

は存続させなければならないというのにです。  

池田弘（ 2006）p.70 

 

 池田氏はさらに行政にも訴えた。ワールドカップ開催地に決まって

いた仙台や札幌のクラブでは市や県が出資をし、補助金を出していた。

しかし、新潟では出資はなかったのである。これには当時の平山知事

の強い意向があったという。池田氏は新潟市営陸上競技場の前で直談

判をおこなった。ワールドカップを呼ぶためにつくったクラブをすぐ

につぶすわけにはいかないことや、地域にサッカークラブがあること

がいかに素晴らしいことであるのかを話し、一時間以上の激しい口論

のような立ち話になったという。三宮氏はこのときのことをつぎのよ

うに語っている 68。  

 

平山知事からは池田さんの直談判のあとですぐ「何か考

えられないか」と指示がありました。そこで補正予算を

組み、ワールドカップ開催準備委員会経費ということで

ワールドカップとアルビレックスのタイアップ事業と

いう形の補助金をつけました。ワールドカップの機運醸

                                                 
68 2011 年 9 月 28 日新潟市内にてインタビュー。  
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成のためにアルビレックス新潟の盛り上がりは不可欠

ということで、ワールドカップとアルビレックスを抱き

合わせたわけです。  

 

3.8 満員戦略  

 

このようにチームが着実に力をたくわえてリーグ昇格や順位を上げ、

組織的にも会社組織となったり、ガンバやアントラーズのような大企

業による支援を得られなくとも地元企業からたくさんの出資をえたり

と努力が実っていったのだが、冒頭に紹介したような約 4 万人の観衆

がスタジアムで観戦する状況は未だにうまれていなかった。  

J2 入りを決めた 98 年でも 3,000 人に満たなく、 J2 に入ったあとも

4,200 人程度の平均入場者数であった。中野氏はこう振り返っている 69。 

 

その時は池田さんが社員全員に聞きましたね。これから

ビッグスワンに変わって何人ぐらいのお客様が入るとお

もうかということだったんです。 2,000 年の平均が 4,000

人ちょっとでしたから、みんないろいろと考えて、ある

人はやっぱり 4,000 人だとか、いや倍の 8,000 人だとかね、

なんとかビッグスワンの半分の 2 万人とかね、事業計画

上は二層式のビッグスワンだから下の層だけでも 2 万人

だから上の層は借りないほうがいいだろうとかですね、

いろいろな意見が出たんですね。でも、池田さんはこう

いいましたよ。「誰も来ないよ。新潟でお金を払ってサッ

カーを見たいなんて人は一人もいないんだよ。そんなに

サッカーが大好きで、たくさんやってくると思っている

のは君たちだけなんだよ。」「まずは、満杯になったとき

のあの感動を味わってもらわないとはじまらないだろう。

とにかく、何も考えなくていいから無料でいいからあの

ビッグスワンを満杯にするんだ。あとのことは私がなん

とかするから。」  

そういうことでしたね。だからって、どうやって無料だ

                                                 
69 2011 年 10 月 26 日Ｊリーグ本部にてインタビュー。  



 113 

からってみなさんに来てもらうんだということをみんな

で考えましたね。  

 

状況が一変したのは 2001 年からだった。新潟スタジアム通称ビッグ

スワンが県によって建設され、この年の 5 月 19 日にこけら落としがお

こなわれた。  

 

3.8.1 はじめての満員戦略  

社長の池田氏はこの試合にかけた。無料招待券を 10 万枚配布してサ

ッカーに関心がうすい新潟県民に「あたらしいスタジアムを見に来ま

せんか」と呼びかけたのである。試合こそ負けたものの、最後までも

つれ込むシーソーゲームに 3 万 2 千人の観客が熱気につつまれ、これ

まで新潟に出現したことのないような空間がそこにうまれたのである。 

この満員戦略について池田氏はつぎのように語っている 70。  

 

たとえば新潟市の人口は周辺市町村を合併して政令指

定都市になる前の段階で、約 50 万人で、近郊を入れる

と 100 万人くらいでした。その 100 万人のうちからスタ

ジアムのキャパシティが４万人だと、これは４％ではな

いかと言う事なんです。  

だから近郊に居住する市民の 1 割に来場してもらえば

よいわけだから、ジタバタしなくてもいいだろうと思い

ました。1 割を呼ぶためにどうしたらいいか考え抜こう

いうことですね。  

そうするといろんなチケット配布方法が見えてくる。各

団体を通したり、企業を通したり、学校を通したりとい

う具合ですね。では、学校を通すにはどういう戦術がよ

いのかを考え抜いてほしいということです。チケット料

金をいただくというと難しいかもしれないですが、そこ

は無料で来ていただく戦略だから知恵を絞ろうという

ことでした。  

 

 しかし実際に満員になるのかどうかはまったくわからない。こけら

                                                 
70 2007 年 10 月 19 日 NSG グループ本部にてインタビュー。  
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落としは、こけら落としだからこそ３万人以上が入場した。さらにこ

の満員をこれからずっと継続しろという指示なのだから、担当であっ

た若杉邇氏にとってはとても大変なミッションである。  

このチームやサッカーへの並々ならぬ思い入れのある若杉氏であっ

ても、とてつもないミッションと感じたという 71。  

 

「スタジアムを満員にしろ」というミッションを 2001

年の 1 月くらいに会社で言われました。それはごく普通

に「スタジアムを満員にしろ」といわれました。とりあ

えずは「5 月 19 日のこけら落としを満員にしろ」とい

うことでした。びっくりしましたよ。当時、市営陸上競

技場でも満員になったことがなくて、平均 4,000 人の入

場者数だったので正直無理だと思いました。そこでは

「はい」というしかなかったですね。「任せてください」

とは、とてもいえませんでした。あれは主に池田会長の

アイデアでした。自治会にチケットを配ってとにかく来

てもらおうと。それでとにかくチケットを配りました  。 

 

こうして最初の満員をねらったビッグスワンのこけら落としは満員

にはならなかったものの、 3 万 2 千というこれまでに見たことのない

観客をよぶことができた。そして、くちこみでサッカーの面白さ、ス

タジアムの一体感や設備のすばらしさがひろがっていったという。も

ちろん、若杉氏たちにはたくさんの苦労があってチケットは配られて

いる 72。  

 

3 月くらいから動いていました。それで自治会の数とか

そのなかの班の数などを調べて、最大で 15 万枚くらい配

布したのかもしれません。「これだけ配れば、これだけ来

場する」という根拠もなく、新潟市内に配りました。そ

れでもおおよそ、 10％～ 15％くらい来場するのではない

かといわれていました。自治会へは、ワールドカップ開

催への機運醸成ということで、翌年の 2002 年にワールド

                                                 
71 2007 年 11 月 20 日ビッグスワン新潟スタジアムにてインタビュー。  
72 2007 年 11 月 20 日ビッグスワン新潟スタジアムにてインタビュー。  
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カップの開催がビッグスワンであるので、正式に市役所

の方に話を通して自治会長さんの名簿をもらってやりま

した。当時は「民間の企業にそんな協力はできない」と

いう自治会長さんもいらっしゃいまして苦労をしました。

だいたいアルビレックスというチーム名がわからなかっ

たですしね。「何それ？」という感じですよね  。  

 

3.8.2 満員戦略の継続  

 こうした試行錯誤の連続で満員戦略をつづけていくことは困難をき

わめたようである。若杉氏は満員にできない試合がつづくことがあり、

自分では満員戦略を遂行できないと考えて辞職も提案したという。  

このときのことを池田氏はこう振り返っている 73。  

 

「どう考えても難しいです。私にはできません」という

ことでした。それはとても深刻でした。しかし「せっか

くここまでがんばってきたのだから、とにかくこれから

もがんばってみよう。新潟にこういうチームを創るため

に前職の大学を捨ててきたのだから、こんなことであき

らめないで、別に命をとられるわけじゃないから、責任

はオレがとるから」ということでなんとか踏ん張っても

らいました。  

 

なんとか踏みとどまった若杉邇氏は、満員戦略を実行する戦術をつ

くりあげていく。チケットの着券率（来場率）に注目し天候や地域事

情によってどのように配布するべきかを考えたのである。どの自治

会・地域に何枚のチケットを配ったのかというデータと、どこの地域

から実際に観戦にきたのかというデータを 2001 年の後半くらいから

取り始めた。年を追うごとに、いわゆる着券率が上がり、 1 割 5 分だ

ったのが 2 割、3 割となったという。そして、同じエリアに重ならな

いように配布する。たとえば平日は遠くから観戦にくるのはたいへん

なのでスタジアムから近い周辺地区に多く配布するといった工夫もし

た。  

新潟市内といっても、たとえば信濃川をさかいにした西地区や東地  

                                                 
73 2007 年 10 月 19 日 NSG グループ本部にてインタビュー。  
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写真 3-4：満員のビッグスワン  

 

写真提供：アルビレックス新潟株式会社  

 

区によって着券率が異なることがわかってきた。サッカーの盛んな西

地区だと、普通 4 割のときでも 5 割、6 割と来たりする。たとえば西

地区の若杉氏が通っていた小学校はサッカーが校技であった。体育と

いえばサッカーであったのである。小学校 2･3 年生のときは、サッカ

ーのスパイクをもっていかないと体育をさせてもらえなかったくらい

の地域である。そういう細かく地域特殊な事情が新潟市内でもあった

のである。  

このような分析は幼少期からのサッカー経験により地域のサッカー

事情にも精通している若杉氏ならではであった。さらに無料チケット

でやってくる来場者をたんに増やすのではなく、有料のチケットによ

って売上高も確保しつつ満員にしていくというむずかしいバランス感

覚ももとめられた。若杉氏はつぎのように話す 74。  

 

売り上げ目標をクリアしつつも、招待券を配布するとい

                                                 
74 2007 年 11 月 20 日ビッグスワン新潟スタジアムにてインタビュー。  
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う見極めが難しかったです。貪欲に試合当日ギリギリま

で前売券だけを売るのでは、当日の席が空いてしまいま

す。ところが無料招待券の配布作業というのは２ヶ月前

くらいからはじめるわけです。ある程度ミニマムなとこ

ろで自治会を通じたチケット配布量を事前に決めてい

て、それでも天候に左右されそうな場合を想定したパイ

としての配布チケットも手元に確保しておきます。そし

て前売券による売り上げを伸ばしながら、ある程度のと

ころで判断して、招待券を配布して満員になるようにダ

メ押しをするわけです。  

 

 このようにむずかしいチケット販売と無料招待券の両立によって満

員戦略は実現されている。まさに絶妙のバランスであろう。  

 ほかにも学校戦略というものも企業家チームで編み出した。本来的

には、民間企業が学校の生徒への営業活動はできない。しかし、県の

ワールドカップの機運醸成というプロジェクトの予算をもらっていた

ので、このプロジェクトの一環として、あくまでも県のプロジェクト

ということでアプローチができたのである。往復ハガキを用意して、4

試合くらいの試合を示し、「子供は無料です。大人は半額です」という

もので来場したい人には切手をはって応募してもらうようにしたので

ある。こちらから発送すると郵送代がかかってしまうが、教育委員会

経由で各学校にこの往復はがきを学生数だけ配布した。教育委員会の

中に学校ごとの棚があり、そこへハガキをいれて配布するというシン

プルで費用の少ない方法だったのである。  

こうすると事前申し込みなので、事前に何人の来場があるのかなど

が分かりデータがどんどん蓄積されていった。このデータから仮説構

築と検証を毎回おこなって、単なる無料券のばら撒きではなく、戦略

的に来場者数を増やしていくことができたのである。  

さらに、企業ルートのチケット配布もあり、自治会・学校・企業の

3 ルートから無料チケットを配っての戦略だったのである。  

 緻密な計算と思い切った判断力、そして地域に密着した土着の感覚

によって成り立つ戦略であったのである。  

 

3.8.3 知識と組織に関する考察  

ここまでのところで、知識と組織に関する考察をおこなう。まず、
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組織はそれまでの有志による「名前のない会合」というグループのレ

ベルからいよいよ法人として設立し営業する段階となった。法人設立

準備室から開業までに参画したメンバーは、中野氏をのぞいて「グル

ープ」の段階から存在したメンバーではない。参画の動機は様々であ

るが池田氏を除いて全員がサッカーについての造詣が深く、さらに田

村氏、若杉透氏、若杉邇氏はこのクラブの選手の出身である。  

 この起業メンバーは「グループ」レベルのものからまさに企業家チ

ームとも呼ぶべき責任ある法人組織という役割分担のある「チーム」

をかたちづくったといえる。その役割は税理事務所出身の田村氏が経

理、広告代理店出身の小山氏がスポンサー営業といった具合に個々人

の前職で培った知識に則ったものを自発的に担っていったものであっ

た。  

 また、このチームは個々の役割を演じながらも協力しあって行動し

知識を創造している。この点も「グループ」のときとの大きなちがい

である。具体的には、出資金集めの際には池田氏が中野氏に「サッカ

ー振興ではなく地域振興という趣旨でなければお金がが集まらない」

と諭していたり、池田氏の営業活動の後を実務担当の小山氏が出資金

回収に回っていたりする。また、田村氏と小山氏で「クラブコンセプ

トを自主的に共同で作成」しており、それをさらに解釈して「新潟づ

くり」という理念でスポンサー営業に回っていた。無料チケットを配

布する満員戦略は池田氏発案であったがその具体策は教育委員会経由

で無料チケット希望者を募る「学校戦略」などこの「チーム」全体で

つくりだしていた。このように「チーム」となってからの活動はチー

ム成員同士の知識が複合的、あるいは統合的に用いられるようになっ

ている。これも、「分散知」「集合知」とは異なる知識の創造・共有・

活用である。この「チーム」成員の統合的な知識をここでは「小さな

統合知」と呼ぶこととする。「小さな」とするのは、後述する知識との

比較においてである。  

 

3.9 企業家チームから企業組織へ  

 

満員戦略によってもたらされた恩恵はとても大きかった。満員の観

客の前でプレーする選手のモティベーションは高いものになる。必然

的にチームは強くなり、よいプレーが生まれ、試合が面白くなり、観
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客が増えるという良循環が生まれた。  

また、無料チケットでやってきた観客はその後、リピーターとなる

などの本来的な効果もあるが、応援グッズを買ったり飲食をしたりと

チケット収入以外の売上高を増やしてくれた。さらには、オリンピッ

ク日本代表監督にもなった反町監督によって J2 リーグを戦い J1 リー

グにも 2004 年昇格を果たしたのである。  

誰にも予想のできなかったアルビレックス新潟の躍進はいつしか

「新潟の奇跡」と呼ばれるようになった。多くのマスコミで取り上げ

られその後の地域スポーツのあり方に一石を投じるかたちとなったと

いえるだろう。  

アルビレックス新潟の内部資料によれば、このころ会社の収支も

1999 年から赤字をださずにすむように大きく改善された。後援会から

の寄付金と無料チケットによる満員戦略における副次的な収入、なら

びに年間パスポートが後援会ルートや無料チケットで観戦したサポー

ターによって往時には二万枚を超える販売となった。年間パスポート

だけでビッグスワンの半分の席が埋まるという計算にまでなったので

ある。こうなると無料チケットによって来ている観客の割合はかなり

低いものとなった。  

 

3.9.1 リーダーとしての池田氏のマネジメントスタイル  

 アルビレックス新潟の社長としての池田氏はフルタイムでアルビレ

ックス新潟に勤務して関わっていたわけではない。日常的には中野氏

が専務としてあるいは GM としてマネジメントを担ってきていた。し

かし、月に一回は事業報告を企業家チームメンバーが池田氏の前でお

こなわなければならなかった。  

 新潟市中央区の繁華街古町にある池田氏の教育事業 NSG グループ

本部においてそれはおこなわれていた。企業家チームメンバーはこれ

を「御前会議」と呼んでいる。こういった事業報告をさせてその場で

課題を発見し目標を決めてその進捗報告を受けていくというマネジメ

ント方法は池田氏の手掛ける全ての事業においても同様である。  

 「御前会議」は中野氏が社長になるまで毎月おこなわれた。その模

様を小山氏は以下のように述べている 75。  

 

                                                 
75 2011 年 7 月 24 日事業創造大学院大学にてインタビュー。  
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この会議は本当に大変で鍛えられます。まぁ私も負けず

嫌いですけど。この会議をずっと一回も欠席していない

のは私だけですよ。中野さんですら池田さんと大喧嘩し

て「オレはいかねぇ」とかありましたよね。  

この会議は、基本的に数字をベースにした議論でした。

事業目標と結果と、問題点・課題それと解決策ですね。

われわれも組織ができていなかったですからね。池田社

長は組織を決める、やることを決める、その運営と体系

化が即決即断で早いんですよね。事業があるのでそこに

人をあてる、そこの目標と戦略と戦術ですね。これは即

決即断の意思決定です。  

たとえば「アルビレオ新潟」が名前に商標権の問題があ

りました。そうなると、池田社長はすぐに変えるべく決

断して、「やるなら早いほうがいい。」「名前を募集しよ

う。」「せっかくだからキャンペーンみたいになるとい

いな。」「その中で県民運動になったらいいな。」「そう

したら共感がよべるだろう。」  

そこで私が「そうですねぇ」なんて言ったら、もうすぐ

に「そうだな。小山さん、いま言ったな。よしじゃぁヤ

レ」って話なんですよね。「県民投票方式だな。じゃぁ

一万票を集めよう。期限はいついつだ。よしやれ」「す

ぐに企画書をもってこい」そういうことですぐにすすん

でいくんですよね。  

決断力というか意思決定の方法とか、課題解決方法の探

り方だとか、組織としてどう動くかとか、そういうこと

をこの会議でみんなが徹底的に叩きこまれたんですね。 

 

こういったリード・アントレプレナーの存在によって企業家チーム

は牽引されてきたのである。しかし、こういった強力な牽引だけでは

組織がもたない。日常的なケアや管理が必要となってくる。当時の中

野氏の位置づけについても小山氏が語っている 76。  

 

池田社長が最終的に決断したことを、中野さんが  

                                                 
76 2011 年 7 月 24 日事業創造大学院大学にてインタビュー。  
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「とことんまでヤレ！」「絶対にヤレ！」っていうこと

で、きっちりとしたものすごい進捗管理でしたね。  

一方で人の機微が本当に中野社長はよくわかるん  

ですね。だから、そういう人のネットワークづくりとか、 

そういう部分を体でわかるようにしてくれましたね。  

あとは、中野さんならではのキャラクターもあって、  

池田さんのあの強烈な指示に耐えられたと思いますよ

ね。  

 

3.9.2 中野氏の社長就任  

 中野氏は当初専務としてこの企業家チームの現場トップとして仕事

をしてきた。取締役のトップカルチャー社長清水氏によれば、中野氏

は、法人化後じつは収支が改善されるまでの数年間を無報酬で勤務し

てきていた。出張旅費や交際費なども自腹で活動していたのである。  

 2005 年 3 月に池田氏は会長職となり、中野氏が社長に就任した。そ

れまでも、池田氏はフルタイムでアルビレックスに勤務していたわけ

ではないが、月に一度以上の会議で重要な決裁をおこなってきていた。

アルビレックス新潟の経営が落ち着き、 J1 リーグでの地位も確立され

てきたことから、池田氏が一線から退き中野氏に経営が任されたので

ある。  

 中野氏は、それまでも常に池田氏の指導のもとで現場を取り仕切っ

てきていた。とりわけこの法人の経営についてや、大きな満員戦略や

シンガポール進出などの戦略について指導を受けながらやってきてい

た。また、一方でサッカーチームの強化やチームの強化を見据えた経

営についてはトップカルチャーの清水氏の指導を仰いできていた。も

ちろん、サッカー協会の澤村氏からもチーム強化のアドバイスをもら

いつづけていた。  

 このアルビレックス新潟の一連の経営を通じて中野氏は 3 つのシン

プルな経営方針を持つにいたったという。それは組織の約束として中

野氏のマネジメント方針として組織に事あるごとに示された。  

 池田氏・清水氏とともに仕事をし、話し合いをもち、指導を受け、

一緒に酒を飲む中で、二人の上司がいつも言っていたことを中野氏が

解釈したものであった。  

 一つは「嘘をつかない＝事実に基づいた経営」というものだと中野
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氏は言う 77。これは清水氏がいつも言っていたことだそうである。単

にこれは嘘をつかないというあたりまえのことを意味するのではない。 

 

組織については事実認識が共有されていないといけな

いということなんですね。社長が言うことと社員が言う

ことがちがうと、世間からはこの会社が嘘を言っている

ということになるので、世間に対して嘘をつかないよう

に、社員同士がちがう考え方をもっていても、議論する

なりして意見を言い合いながらも最終的には方針をき

ちんと共有することで、事実認識と方向性の明確さは共

有しようということです。社員のみなさんと方針を必ず

確認し合うということなんです。  

 

 二つ目は「言い訳をしない＝限界をつくらない」というものだと中

野氏は言う 78。これは池田氏から学びとったことだそうである。  

 

「言い訳をしない」ということは池田さんから学んだこ

とです。「スタジアムを満杯にしろ」という４万人の話

ですね。「みんなが 4 万人はできないとばかり言う」。そ

して、「いつもできない理由ばかりならべてくる。これ

では、その瞬間に何もかもできなくなる。」こう言われ

てきました。「そんなことじゃなくて仮説をたててやっ

てみろ」と、「最初からあきらめるんじゃない」という

ことですね。やりもしないで、言い訳を考えていては、

限界をはじめからつくってしまうことになるというも

のです。  

 

 最後の三つめはまた清水氏から学んだことであるという。それは、

「人の悪口を言わない＝組織力の強化」というもので、組織における

信頼関係の重視というものだと中野氏は語る 79。  

 

 

                                                 
77 2011 年 10 月 26 日Ｊリーグ本部にてインタビュー。  
78 同上。  
79 同上。  
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最後には絶対に他人の悪口は自分のところに帰ってく

る。これでは孤立して仕事ができないですから。  

 

 アルビレックス新潟の会社組織はそう大きなものではないが、現在

は 80 名からなる組織である。創業から年月が経ち創業期の企業家チー

ムのメンバーは皆取締役となって活躍した。  

 池田氏が一線から退いても、池田氏や清水氏、澤村氏といった経営

とサッカーの師匠から学びとったマネジメントの方針をもって中野氏

は経営を引き継いでいった。これは、創業期の混乱と短いサイクルで

の課題とその解決の連続という時期の終わりでもあったのである。  

 

3.9.3 企業家チームメンバーとクラブの現在  

 総監督や強化をつとめていた若杉透氏は、現在新潟医療福祉大学教

授として大学生のサッカー指導をおこない、アルビレックス新潟から

は離れて勤務している。日本サッカー協会の指導者としても後進の指

導にあたっている。  

チームのマネージャーからはじまり満員戦略を担っていた弟の若杉

邇氏は、指定管理者としてビッグスワン館長に出向している。満員に

していた館の運営側に回っているのである。  

スポンサー営業や企画を担当していた小山氏はサッカー普及活動へ

と担当が変わり、サッカースクール事業を通して子供のサッカープレ

イヤーを増やし、アルビレックス新潟のサポーター層を若年層に広げ

ていく仕事を担っている。  

新潟イレブンの元選手であった経理担当の田村氏は中野氏の後任社

長としてアルビレックス新潟の経営を担っている。田村氏はこれまで

の満員戦略一辺倒の考え方から満員でなくとも採算の取れる方法の追

求や、新潟出身選手のアルビレックス新潟内での比率をあげることで

新潟県民にもっと親しみをもってもらうための方法などを模索してい

る。  

非常勤の取締役でトップカルチャー社長の清水氏は引き続き取締役

としてアルビレックスを支えている。さらには、新潟蹴遊会を引き継

ぎ「グランセナフットボールクラブ」を立ち上げ、プロサッカークラ

ブではなく、アマチュアサッカークラブの日本一を目指すチームづく

りやサッカー教室事業を展開し、これを全国へフランチャイズチェー

ン化しようと活動している。  
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アルビレックス新潟の最初のサポーターであり、専務・GM・社長を

つとめた中野幸夫氏は J リーグの専務理事としてチェアマンを支えて

いる。これは中野氏が新潟において J リーグの理念である地域密着を

成し遂げたことや海外戦略をシンガポールにおいて実践したこと、さ

らには女子サッカーにも早くから進出したことなどの経営手腕を評価

されてのことである。全国各地の経営状態のよくないクラブの指導や

J リーグ入りを目指すクラブの指導、ならびに J リーグの国際的な展開

を計画しタイやベトナムのリーグと業務提携をするなどしている。  

個人的に巨額の出資をおこない請われて社長を引き受けた池田氏は

現在も会長職としてアルビレックス新潟を支えながらも、さらに J リ

ーグの百年構想である「総合型地域スポーツクラブ」の創設を目指し、

アルビレックスの名前を冠した、野球、バスケットボール、スキー・

スノーボード、チアリーディング、陸上競技、モータースポーツの会

社支援をおこなっている。  

 必ずしもアルビレックス新潟の現状は芳しいものではない。東日本

大震災もあり観客動員数が減っているという現状もある。2007 年、2008

年には再び赤字も経験した。無料チケットによる新規の観戦者数もデ

ータ上は増えていない。無料チケットが新規顧客の開拓に結び付かな

くなっているのである。後援会組織などにその理由のある老若男女の

サポーターが自慢のアルビレックス新潟であったが、若年層の新規サ

ポーター数が増えていないという課題もある。  

 これについては、たとえば、NSG グループである新潟医療福祉大学

のスポーツマネジメントを専門とする研究室との共同プロジェクトや、

大学生主体の社会人基礎力に関するプロジェクトなどをおこない若年

層開拓に取り組み始めてはいる。しかし、ワールドカップを呼ぼう、

新潟にプロクラブを創設しようとした準備会合時代には想像もできな

かった現象が新潟にうまれ、想像もしなかったような贅沢な課題を抱

えているともいえる。それは、企業家チームによる経営という段階が

おわり、企業組織としてその課題に向き合っているといえるだろう。  

 

3.9.4 企業家チームから企業組織へ  

 池田氏は、資本金集めにおいては、単なるサッカー振興ではなく地

域活性化のスポーツクラブを創ることという事業の本質について中野

氏に叩きこんでいた。債務超過危機においては知事と直談判し、自ら

の個人保証のよる資金注入もおこなってリーダーシップを発揮した。  
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写真 3-5：ビッグスワンに向かう老若男女のサポーター  

 

筆者撮影  

 

満員戦略においては、これまでの常識にまったくとらわれないコンセ

プトを提示して無料招待チケットを配った。「御前会議」においては圧

倒的な指導力で企業家チームメンバーに尊敬と畏怖の念をいだかせて

いた。こういった新しい方法論を好み、変革をおこし、独自の世界観

をもって孤立している姿はリーダーそのものであり、この企業家チー

ムのリード・アントレプレナーであったのである。  

 中野氏は、「御前会議」のようすからもわかるように持ち前のあたた

かいキャラクターで専務として池田氏のビジョンを徹底的に実現して

いった。また、池田氏をたてつつもサッカーに関することは清水氏や

澤村氏からアドバイスを受けていた。そもそも中野氏はこのアルビレ

ックス新潟の最初のサポーターであったのである。こういった協調性

が高く、調整役となりプロセスを管理できる姿はリーダーと比べたと

きのマネジャーそのものであり、また素晴らしいコ・リーダーであっ

たといえるだろう。池田氏と中野氏の役割は相互補完的なものであり、 
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写真 3-6：ゴール裏で大きな声援を送るサポーター  

 
筆者撮影  

 

共同リーダーシップを発揮していたといえる。  

 また、中野氏はそういったコ・リーダーの役割を担いながらも、自  

分なりの 3 つの経営方針を培っていく。それは、マネジャーからリー

ダーへと変わっていく姿でもあったのである。シンガポールへの進出

や女子サッカーへの進出などではリーダーシップを発揮してあたらし

い事業をつくりあげていった。チームの J1 昇格などもあり、収支も安

定して池田氏から中野氏に経営がバトンタッチされた段階で「御前会

議」は終わっている。ここからは、中野氏を田村氏が会計の知識をい

かしてサポートしている。田村氏がコ・リーダーへと育成されている

のであった。  

さらには、中野氏が J リーグへと転出し田村氏が現在は社長となっ

ている。田村氏は満員戦略から大きく戦略を転換し満員でなくとも採

算の取れる入場者確保方法の追求と新潟出身選手比率の向上によって

新潟県民にもっと親しみをもってもらおうとしている。  

これらをまとめると、企業家チームによってこのアルビレックス新
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潟の経営がはじまった当初の社長も専務も組織からは去っている。収

支も安心はできないものの、安定的な水準になりつつあり、少なくと

も池田氏が自ら資本注入するようなことはなくなった。また、このア

ルビレックス新潟の飛躍において一番重要な戦略であった満員戦略の

旗もおろして新たな戦略を模索している。つまり、企業家チームのリ

ーダーも資本も戦略も当初とは異なる構造を有していることになるの

である。そして、現在企業家チームメンバーの大半がアルビレックス

新潟本体にはいないのである。アルビレックス新潟は創業期の企業家

チームによる経営から一般的な企業組織へと移行したといってよい段

階に入っているのである。  

以上の企業家チームの変遷をまとめると図 3-12 のようになる。  

 

 

図 3-12：企業家チームの進化プロセス  
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3.10 海外への進出  

 

3.10.1 シンガポール進出の経緯  

アルビレックス新潟シンガポール（以下アルビ S）は、アルビレッ

クス新潟が母体で 2004 年に設立されたプロサッカーチームである。出

資はアルビレックス新潟とアルビレックス新潟のスポンサー企業の一

社である NSG グループである 80。従業員はサッカーのチームの選手と

コーチングスタッフならびに企業組織としてのフロントスタッフら約

40 名である。2013 年現在の売上規模はおよそ 5 億円である。S リーグ

の放映権料やスポンサーからの広告収入のほか後述するほかのビジネ

スからの収入もある。海外トップリーグに所属する日本人スポーツク

ラブとして世界で唯一の存在であり、スポーツビジネスの日本からの

輸出としては貴重な存在である。  

2004 年当時、アルビレックス新潟の社長であった池田弘氏がシンガ

ポール進出を決断し、ゼネラルマネジャー（GM）であった中野幸夫氏

によって設立された。最初の社長はシンガポール現地人であった。サ

ービス業のフランチャイズでシンガポールに進出し成功していた日本

企業のある創業者より経済団体の会合で池田氏に「 S リーグが日本の

プロチームをリーグに招聘したいという希望をもっている」という打

診があったことが進出のきっかけである 81。  

S リーグは、1996 年に創設されたシンガポールのプロリーグである。

もともとシンガポールという人口が 500 万人程度で、面積も非常に小

さな都市国家においてリーグを運営してきたのではなく、シンガポー

ルのチームはお隣のマレーシアのリーグで試合をおこなってきた。し

かし、マレーシアで 22 回ものシンガポール代表の優勝がなされると、

諸々の事情によりマレーシアのリーグからの撤退を余儀なくされた。

こういった経緯で新規設立された S リーグであったが、設立当初は観

客の入りは芳しくなった。その理由を S リーグで検討したところ、シ

ンガポールチームがマレーシアのリーグで戦っていた際はマレーシア

対シンガポールという構図のナショナリズムによる興奮によって人気

があったのだと結論づけたのである。そこで、韓国のコリアン・スー

                                                 
80 アルビレックス新潟が 40％、NSG グループが 60％の出資である。  
81 2011 年 10 月 20 日 J リーグ本部での J リーグ専務理事（アルビレックス新

潟元社長）中野幸夫氏インタビューによる。  
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パーレッズ、中国の大連実徳とともに、日本からはアルビＳを招聘す

ることで多国籍リーグによる活性化を狙ったのであった。したがって、

アルビ S は外国人枠というなかで進出しており、選手・コーチ・監督

の全てが日本人によって運営されている。  

しかし、アルビレックス新潟社長の池田氏が打診を受けてからすぐ

に進出がなされたものではない。進出には多大なる費用が予想され、

かつ進出後の採算性についても大きな疑問が残っていたからである。  

2004 年に進出したのには採算性以外の理由があった。これまで見て

きたように、アルビレックス新潟は「新潟の奇跡」と呼ばれる「地域

密着」の戦略によって運営されているクラブである。多くの J リーグ

のクラブが大企業スポンサーの存在によって赤字が補填されるなか、

新潟には大企業が存在しないため県下全域の企業と個人による広く薄

い出資者と後援会による援助によって成立している。また、「満員戦

略」と呼ばれる無料チケットの配布による経験価値マーケティングに

よる来場者の増員や無料来場者の飲食やグッズ売上によって採算性を

維持しているチームである。  

このようなクラブ運営に海外進出などという余裕はなく、新潟のク

ラブが維持されていること自体が奇跡とさえよばれている。このアル

ビレックス新潟という地域との良好な関係によって成り立つクラブが

選手の人事によってマスコミ等から叩かれたことが一度あった。それ

は、1998 年のオフに当時のクラブが JFL から J2 へとリーグを昇格す

るタイミングにおいて 26 名の選手中 17 名の選手に対して契約更新を

しなかったときのことである。「人切り池田」と揶揄された池田氏は丸

坊主にして記者会見にのぞみ J2で戦うことにおける試合レベルのちが

いと必要なチームの人員構成について説明している。このことは池田

氏にとってとても大きな出来事であった。「私は学校経営では人を解

雇したことなどなかった。それなのに、好き好んで大量リストラをや

ったように思われていました 82。」と池田氏は回想している。  

2003 年シーズンにおいてアルビレックス新潟は J2 において念願の

優勝をすることができた。このことで 2004 年からは J1 という悲願の

トップリーグへと昇格することが決まった。しかし、 JFL から J2 へ昇

格した際の選手の契約更改のように、 J1 というトップリーグで戦うた

めのチーム編成には選手の大幅なてこ入れが必要であったのである。

                                                 
82 飯塚健司（2005） p.24。  
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この 2003 年オフというタイミングでシンガポールに進出すれば、 J1

選手としてアルビレックス新潟の契約を更新できない選手にはシンガ

ポールの新チームに移籍してもらうことで選手契約を延長することが

可能になると考えて池田氏はシンガポール進出を決断したのである 83。 

このような経緯から進出したアルビ S の役割と位置付けは二つであ

る。一つは、S リーグという日本の J2 リーグと J1 リーグのちょうど間

くらいのレベルで競われているリーグにおいて、今後日本や海外のク

ラブで活躍できる選手の育成である。欧州のビッグクラブで活躍する

日本代表の本田圭佑氏のようなキャリアばかりがサッカーの海外キャ

リアではないのである。この海外での日本とはちがうサッカーを経験

することは貴重であり、また他の第 3 国への足がかりともなりうるも

のである。もう一つは、日本とシンガポールの懸け橋となり国際交流

を盛んとすることである。  

 アルビ S の最初の社長は現地の人材でサッカービジネスに関心のあ

る人物であった。しかし、金銭的な援助をアルビレックス新潟へ常に

求めてくるという経営であったために交代となった。 2 代目の社長は

広告代理店から招聘した日本人であったが留学や新規ビジネスという

本人のキャリアに関する方向転換のため 3 代目社長とバトンタッチし

た。初期 2 名の社長時代におけるアルビ S は赤字がつづきアルビレッ

クス新潟からの財政援助によってかろうじて存続していた。しかし、

アルビレックス新潟も大きな財政的余裕があるというよりは毎年苦戦

している状況であったのでシンガポール撤退も視野に入っていた。  

 この状況で 3 代目社長に就任したのが是永大輔氏である。是永氏は、

日本大学芸術学部卒業後、サッカーに関するモバイルメディア関連の

IT 企業で勤務していた。そこでは、日本最大の有料サッカーメディア

を作り、サッカージャーナリストとしても日本代表および海外サッカ

ークラブの試合を取材しながら世界各地を周っていた。さらには、 FC

バルセロナ、マンチェスター・ユナイテッド、リバプールといった海

外ビッグクラブとのモバイルメディアビジネスも立ち上げるという経

歴であった。「 IT とサッカー」というタイトルでアルビレックス新潟

の池田氏が代表をつとめるサッカーの専門学校において是永氏が講演

会を開く機会があり、このときにアルビレックス新潟との接点がうま

                                                 
83 2012 年 11 月 30 日 J リーグ本部での J リーグ専務理事（アルビレックス新

潟元社長）中野幸夫氏インタビューによる。  
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れた。この講演の評判からアルビ S 社長就任へ白羽の矢がたったので

ある 84。  

 

3.10.2 クラブの立て直しと新規スポンサーの獲得  

 是永氏が就任後赤字続きでひん死のクラブを止血するために最初に

おこなったのは、スポンサーや後援会といった収入に関すること、選

手のスカウト・契約更改、住居手配・食堂改善というチーム周辺に関

すること、WEB ニュースの更新、グッズの企画、チラシ・ポスターの

デザインなどといった広報に関することなどである。これらクラブの

ほとんどの仕事に自ら手を動かし、関わることでクラブ全体を見渡す

ことができたという。「とにかくコストの思い切った削減が必要だった

ため、向こうに行った直後、これまで外部に発注させていただいた、

ほぼすべての案件をストップした。たとえば、クオリティの高いシー

ズンビデオ作成のために 3,000 シンガポールドル（当時のレートで 23

万円くらい）も支払っていた案件があったのだが、これもすぐに止め

た 85。」とも是永氏は著書で書いている。選手は選手、フロントはフロ

ントという意識で別々に仕事をするのではなく、赤字であるという現

実に双方が歩み寄りながら向き合い、外注によるコストアップから、

選手とフロントの協力による自前主義でのコスト削減の達成とそのプ

ロセスを通じたクラブ全体のコミュニケーション不足の解消をも達成

したという 86。  

新規スポンサー獲得ではメインスポンサーとして 2010 年から現在

までつづいているキヤノンシンガポール（キヤノン S）との契約に成

功している。これには、是永氏が自ら積極的にアルビ S のビジョンに

ついてキヤノン S に訴えかけつづけ、共感を得ることができたことに

よるものであった。キヤノン S 側もこのスポンサーシップを社会貢献

であると位置づけている。キヤノン S 社長の小西謙作氏は「昨今の日

本の若いひとたちがなかなか海外に行きたがらないとか、日本に安住

しているという傾向が色んな所で聞かれるが、シンガポールにあえて

きて厳しい戦いに挑んでいるということは、日本の若者あるいは日本

                                                 
84 2012 年 11 月 30 日 J リーグ本部での J リーグ専務理事（アルビレックス新

潟元社長）中野幸夫氏インタビューによる。  
85 是永大輔（2011） p.249。  

86 2013 年 7 月 20 日事業創造大学院大学東京キャンパスでのアルビ S 是永大輔

CEO インタビューによる。  
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国にとっても非常に良い事だと感じた。」としている 87。  

 

3.10.3 企業ビジョンの明示「The reason.」と地道な広報活動  

キヤノン S ほかのスポンサー企業に共感を得ることのできたアルビ

S の企業ビジョンであるクラブスローガンは「The reason.」である。こ

れは、是永氏が就任した 2008 年から現在まで変わらないビジョンであ

る。「淡路島と同じくらいしかない面積に 500 万人程度の人々が住む

都市国家シンガポールの地でわれわれ日本人が、しかも新潟からはじ

まったチームが、なぜサッカーをして飯を食うことができるのか？こ

の意識が大事だと思っています。日本で J リーグの選手になることは

もちろん、なれたとしても試合にレギュラーとして出場するような選

手以外は飯を食うのは難しいです。しかし、アジアやヨーロッパでは、

そのハードルは日本よりも低いこともあるし、日本では認められなか

ったようなプレーが重宝されることもあるんです 88。」この日本での

現実とシンガポールでの幸運な状況を忘れずにプレーすることの大事

さを問題意識として「The reason.」は、「その理由」ということを忘れ

ずに考えようということなのである。「初めてこちらにやってきたと

きクラブの環境をじっくり観察していくと、ある衝撃的な答えが見え

てきてしまった。それが、『アルビ S がなくなっても悲しむ人はいるか

もしれないけど、困る人はいないかもしれないなあ』でだった。でも、

だからこそ、考えたいのだ。なぜ、日本人だけのクラブがシンガポー

ルにあるのか？なぜ、選手たちはここへ来たのか？なぜ、シンガポー

ルでプレーさえてもらえているのか？ 89」これらの問いかけに、自分

なりの「その理由」を胸にクラブを経営し、選手はプレーしようとい

うビジョンなのである。  

さらに、このビジョンや CEO の考え方について広く広報するために、

是永氏は全ての試合が終わった後にこれまでに名刺交換をした約

3,000 名宛に試合の解説・感想とクラブの現状・課題についてエモーシ

ョナルに書いたメールを毎回送信している。「The reason.」はこのよう

な地道な活動によっても支えられている。  

 

 

                                                 
87 テレビ東京『FOOT×BRAIN』 2012 年 4 月 28 日放送内容より。  
88 2013 年 7 月 20 日事業創造大学院大学東京キャンパスでインタビュー。  
89 是永大輔（2011） p.248。  
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3.10.4「地域密着」のサッカー文化興隆で観客動員を増やす  

是永氏は「シンガポールのサッカーは国技ではありますが、まだそ

の文化は充実していないといえます。サポーターズクラブのイベント

をたくさんつくるなどの方法で選手とサポーターが密になれる関係を

つくることが重要だと思いました 90。」という考えから地域に密着した

地道な活動を展開した。それは、地元の小学生といっしょにサッカー

をすることで選手のキャラクターをより身近に感じてもらい、サッカ

ーを教えてもらった選手を応援したくなるようなマーケティング活動

である。シンガポールの現地小学校を中心に選手たちは巡回をおこな

った。すなわち、地域の子供からその親までをターゲットにした活動

である。年間 7,000 名以上の子供たちとの触れ合いは日本とシンガポ

ールのサッカーを通じた交流でもあり、またサッカー文化の向上にも

一役買うものである。  

 シンガポールには、 2012 年 11 月現在で 27,525 名の日本人が在留し

ている。これは、日系企業が 1,069 社進出していることによるものが

大きい 91。この面積の小さな都市国家で在留邦人というマーケットも

小さなものではあるが重要である。事実、シンガポール在住の日本企

業駐在員からの「日本人がたくさん集まって、日本人がプレーするサ

ッカーを見て、大騒ぎできるアルビシンガ観戦はシンガポールで日本

を感じられるとてもいい時間です 92。」という声は多い。こういった在

留邦人の子供たちのためのチアリーディングスクールも開校している。

このアルビ S チアリーディングスクールは、 2010 年末には「S League 

Awards」で「Fan Club of The Year」を獲得するなどの注目を集めてい

る。何よりも小学生程度の日本人の女の子たちによるチアリーディン

グはとても可愛らしく、日本人駐在員家族はもとよりシンガポール人

にも大変好評であるという。「National Cheerleading Championships 

2012」に出場した際は優勝するなど話題が多い。このかわいい笑顔が

スタジアムへと集客する効果は大きいという。  

 

 

                                                 
90 2012 年 2 月 27 日新潟市でのアルビ S 是永大輔 CEO 講演より。  
91 外務省ホームページ。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/singapore/data.html 参照。  
92 2012 年 3 月 23 日ホーチミンでの元ソニーシンガポール（現在はソニーベト

ナム在籍）須田哲崇氏インタビューによる。  
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3.10.5「地域密着」でサッカーに興味の無い現地人へのマーケティング  

3,000 人の収容人数である「 Jurong East Stadium」がアルビ S のホー

ムスタジアムである。ここにクラブハウスも併設している。このスタ

ジアムにサッカーに興味の無い人にも足を運んでもらいスタジアムの

雰囲気を感じてもらうことや他の要素からスタジアムにお金を落とし

てもらうビジネスも展開している。足掛け 3 年の時間をかけて認可し

てもらったのがカジノクラブである。クラブハウス内にスロットマシ

ンを設置して小さいながらもカジノクラブとして営業している。ここ

での収入は大きなものに育ちクラブを支えている。また、日本人クラ

ブである特色を生かして「アルビー食堂」という日本食食堂も運営し

ている。てんぷらやかつ丼という定番の日本食を販売している。ここ

でつくる弁当をスタジアムでも販売して収益を得ている。カジノに興

味のあるシンガポール人は多いし、日本食への関心も高いという地域

特性を生かしたサッカーに興味がないシンガポール人へのアプローチ

である。  

 こうしたサッカーに興味のある人にも無い人にも、またシンガポー

ル人にも在留日本人にも積極的なアプローチを地域の事情を鑑みなが

ら地域密着の姿勢で地道な活動をおこない観客動員を増やしている。

もちろん、選手の「The reason.」に基づく積極果敢なプレーによる試

合の盛り上がりも動員を増やしている要素であろう。クラブ発足 10 年

目の 2013 シーズンの観客動員数は S リーグ最多であった。そのうち 7

割の観客がシンガポール人であるという。シンガポールのプロリーグ

で日本人のみのチームが最も集客したというのはイノベーションとも

呼べるものであろう。  

 

3.10.6 選手の環境支援と人的資源管理  

 是永氏は選手の獲得のため日本で J リーグのトライアウトに自ら赴

く。また、このアルビ S の選手にはアルビレックス新潟の会長である

池田氏がオーナーの学校法人 NSG グループ所属の JAPAN サッカーカ

レッジの在学生や卒業生から選抜された選手も在籍している。彼ら選

手には一流の環境を用意することで選手がサッカーに専念できるよう

にしている。シンガポールは温暖な土地であり、スポーツ選手にとっ

ては体調や怪我によい影響を与える。さらに、あまり日本人にとって

娯楽が多くないこともあり、サッカーに専念できるという環境でもあ

る。この土地環境において、さらに住居と食事を無料で提供している。
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3 人でルームシェアするのだが 111 平米の 3LDK でプール付きのコン

ドミニアムである。十分な生活環境でリラックスすることもできる。

食事は昼と夜において前述の「アルビー食堂」において無料で日本食

をとることができるのである。この優れた環境は選手獲得の手段とな

り、また在籍選手の強力な生活支援をすることにもなりプレーに専念

できるのである。  

 生活環境において十分な支援をする一方で、是永氏は選手全員と「未

来予想図」というエクセルによるシートを使って目標の明確化を目的

とした面談をおこなっている。そのシートには 40 歳までの目標と自分

が描く最高のサッカー人生について書きこむ。 20 歳から 40 歳まで毎

年について具体的に、国・クラブ名・給料・ポジション・イメージ・

そのために必要なもの・家族といった記入欄が並べられている。この

面談によってシンガポールで今年何について実現し、そのために何を

努力すべきなのかが明確になるのである。企業における目標管理制度

（MBO）に近いものであろう。  

さらに、このクラブは選手の育成を目的の一つとしている。アルビ

S はサッカーキャリアの終着駅でもゴールでもないという位置づけな

のである。したがって、他クラブへのハブとしてアルビ S を位置付け

て選手の移籍を奨励・支援している。実際にこれまでにアルビ S から

50 名以上の選手が世界へと巣立っている。たとえば、インドネシアス

ーパーリーグのボンタン FC に移籍した足立原健二氏はインドネシア

で大活躍し、ホームタウンでは市長のつくった「KENJI」ブランドの

洋服まで販売されるという人気を博している。他にも三木健氏はアル

ビ S からタイへ移籍し、日本に一時帰国してプレーの後にはボスニ

ア・ヘルツェゴビナのプレミイェル・リーガというトップリーグで活

躍している。三木氏は「未来予想図」面談の際「どうしたらさらに海

外でプレーできるか」ということを是永氏に相談している。YouTube
93

にプレーについての動画をアップして広報することやさらなるサッカ

ーのレベルアップ、英語力の伸長を助言しており、これを三木氏が実

行に移した成果であるという。 94
 

 

                                                 
93 米 YouTube, LLC が運営するネット上の動画共有サービス

www.youtube.com 参照。  
94 2013 年 7 月 20 日事業創造大学院大学東京キャンパスでのアルビ S 是永大輔

CEO インタビューによる。  
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3.10.7 スペイン・マレーシア・カンボジアへの進出と  

アジアでの将来ビジョン  

アルビ S は世界中のサッカークラブで活躍したい選手にとってのハ

ブとしての位置付けで、「世界で活躍するプロサッカー選手」を育成す

る事業でもあるが、スペイン・バルセロナに 2013 年に設立したアルビ

レックス新潟バルセロナ（以下アルビ B）は、日本に住む日本人を顧

客と想定して「世界で活躍するサッカー人と国際人」を育成する人材

育成事業である。外務省の日本スペイン友好 400 周年記念事業プロジ

ェクトとしても採用されている。ヨーロッパでプロサッカー選手にな

ることは容易ではない。このクラブでは、サッカーも世界で通用する

言語であり、スペイン語も重要な世界に通用する言語であると位置づ

けている。つまり、スペイン語の語学研修をベースにしながら、カタ

ルーニャ州 4 部リーグでサッカーをおこなう国際人の育成を目的とし

た留学プログラムなのである。サッカーファンはサッカー選手ばかり

でなくフロントスタッフやチームのコーチなどの職業にも強い関心が

ある。一流のサッカーが身近にあるスペインにおいてこの留学を経験

することは世界のサッカービジネスに関わるチャンスをもたらすので

ある。是永氏はバルセロナの新しい事業についてその思いを以下のよ

うに語っている。「シンガポールの事業はプロサッカー選手を国際的

に通用するように育成するという事業です。この事業を通じて国際的

に通用する人材育成というものをよく考えるようになりました。さら

には、シンガポールという日本国外に住んでいて日本というものを外

から真剣に考えるようにもなりました。人口が減少していき、世界的

なプレゼンスも下がっていく日本をもう一度、震災復興も含めて盛り

上げるには国際人の養成が急務だと思いました。それを我々サッカー

人がやるならばどのような事業かと考えたのです。」 95
 

ほかにも、マレーシアのジョホールバルでのサッカースクールを開

校しており、さらに 2014 年からはカンボジア・プノンペンでトップリ

ーグにアルビレックス新潟プノンペンが参戦する。このようなアジア

を中心とした事業展開で是永氏はアジア全域に広がる総合スポーツク

ラブの創設とアジアでの上場を目標にしている。この目標をすでに是

永氏は 2016 年 11 月 14 日に達成した際の雑誌記事原稿として書き終え

                                                 
95 2013 年 7 月 20 日事業創造大学院大学東京キャンパスでのアルビ S 是永大輔

CEO インタビューによる。  
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ている。  

 

3.10.8 知識と組織に関する考察  

 最後に、中野氏が社長になってから現在にいたるまでのアルビレッ

クス新潟における知識と組織について考察する。  

企業家チームとも呼ぶべき「チーム」によって創業前後を経営され

てきたアルビレックス新潟は「小さな統合知」という知識を創造・共

有・活用していた。  

その後、 J1 昇格を果たし「満員戦略」によって財務的な安定感も出

てきたころ、最初の社長であった池田氏から中野氏に社長が交代し池

田氏が幹部に指示を出し指導をおこなう場である「御前会議」も無く

なった。  

そのような経営の過渡期に中野氏は経営の師匠と仰ぐ池田氏、サッ

カーの師匠と仰ぐ清水氏という二人の上司から学んだことをもとに

「嘘をつかない」「言い訳をしない」「人の悪口を言わない」という知

識と呼ぶべき「3 つの基本方針」をつくって経営にあたった。これは 3

人の経営者の「知識を統合」してアルビレックス新潟を拡大路線へと

導く中での重要な指針となった。これを事あるごとにメンバーに徹底

したという。そして、中野氏を中心に「なでしこ」につながる「女子

チームの創設」や J リーグの「アジア戦略」につながる「シンガポー

ル進出」を果たしていく。これらの先進的なクラブ経営やこれまでの

地域密着の経営という経験的知識を買われて中野氏は社長から J リー

グの専務理事へと退出した。  

創業時の池田氏が一線を離れ、中野氏・若杉透氏・若杉邇氏が現場

から離れるか外部へと異動したアルビレックス新潟は創業メンバーに

よる「チーム」という段階で創造したさまざまな知識を受け継ぎなが

らもそれを乗り越えたり変更したりするような、より統合的な知識を

創造しながら世代交代をおこない、創業メンバーだけではない「組織」

へと進化していた。それは、 3 代目社長である田村社長による「満員

戦略の否定」やそれに代わるあらたな「地域密着」としての「新潟出

身選手の増加」というこれまでの戦略的知識を踏まえながらも、新し

い価値観によって生み出した「統合的な知識」による経営といえる。  

さらには、女子チームの運営やシンガポールに進出している是永氏

のアルビレックス新潟シンガポールの戦略的行動というこれまでのア

ルビレックス新潟の枠をこえて、外側の組織にもその資源を供給する
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という段階にまできているのである。こういった、創業期メンバーに

よる「チーム」の段階における「統合知」よりも大きく統合されてい

る知識として「大きな統合知」の創造・共有・活用が「チーム」とい

う枠をこえて複数の「チーム」からなる「組織」としておこなわれて

いるとみることができるのである。  
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第４章 結論 

 

4.1 はじめに  

 

本研究では、ここまで関連する先行研究のレビュー、およびアルビ

レックス新潟に関する事例分析をおこなった。本章では、本研究の結

論を展開する。まず、事例分析から得られた発見事項からリサーチ・

クエスチョンに対する答えを提示する。次に、本研究の理論的含意を

論述し、起業プロセスにおける知識と組織の共進化に関する理論的モ

デルを提起する。さらに起業の実践に資する実践的含意について提示

する。最後に、本研究の限界と将来研究への示唆をまとめる。  

 

4.2 発見事項のまとめ  

 

事例分析から得られた発見事項を、本研究のリサーチ・クエスチョ

ンに沿って提示する。  

第 1 章で提示した本研究のメジャー・リサーチ・クエスチョン (MRQ)

とサブシディアリー・リサーチ・クエスチョン (SRQ)は以下のとおりで

ある。  

はじめに SRQ の答えを提示し、それらを踏まえて MRQ の答えをま

とめる。  

 

MRQ: 個人のネットワークは組織へといかに進化していったのか？  

SRQ1: 起業チームはいかに創られたのか？  

SRQ2: 組織はいかに創られたのか？  

SRQ3: 進化過程でどのような知識がいかに創造・共有・活用  

されたのか？  
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4.2.1 SRQ1 の答え  

SRQ1: 起業チームはいかに創られたのか？  

 アルビレックス新潟の事例において起業チームとは、アルビレオ新

潟法人設立準備室からの活動の主体を意味する。これは、ただちに創

られたのではなかった。  

まず、それ以前に新潟県議会の馬場氏、新潟県庁の三宮氏、テレビ

新潟の駒形氏、飲食事業家の中野氏という、それぞれ異なった所属で

あり、それまで普段の生活において接点はなかった個人がいた。  

 各個人は、それぞれの職業や経験から培われたスキルを有していた。

それらの知識はたとえば、馬場氏の「議会根回しの技術」や駒形氏の

「サッカー興業の企画・運営」などとして後日生きるような活動の源

である。  

 新潟における「W 杯の誘致」とそのための「プロクラブの設立」と

いう共通の目標のための「名もない会合」という場に馬場氏らは集ま

って 30 回にも及ぶ会合をかさねて共通の目標の実現のために各自が

活動をおこなった。  

 三宮氏が県予算を使ってサッカーチームに「外国人監督を雇用」し

たり、中野氏が「アルビレオ新潟後援会事務局」を引き受けたりとい

うものである。  

 しかし、この「名もない会合」という枠組みでの活動では対応のし

きれない課題が山積していき、さらなる責任や役割分担のある会合や

メンバーを必要としていった。それは、プロクラブに育てていくべき

アルビレオ新潟というサッカークラブにもっと大きな資金を投入して

強化する必要や、そのチーム強化の責任者やチームを運営し、採算性

までも考える会社組織の必要性からであった。  

 こういった経緯で、この活動の最初から関わっている中野氏の働き

で「新潟を W 杯とプロクラブで国際化し活性化したい」と願う池田氏

を招聘し「アルビレオ新潟設立準備室」が設立された。この準備室か

らの活動の主体こそが起業チームなのである。さらに、それまでにア

ルビレオ新潟の前身チームで選手や監督、マネージャーとして活躍し

た経験のある田村氏、若杉透氏、若杉邇氏といったメンバーも加わっ

て、準備室はアルビレックス新潟として起業したのであった。  
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4.2.2 SRQ2 の答え  

SRQ2: 組織はいかに創られたのか？  

本事例における組織とは現在の株式会社アルビレックス新潟のこと

である。この企業組織はアルビレオ新潟法人設立準備室を母体にあら

たに入社したメンバーを加えた起業チームによる起業初期の厳しい経

営を経て進化して生まれたものである。  

それはもともと、「サッカーを愛している者」と「新潟を活性化した

い者」、さらには「サッカーによって新潟を活性化したい者」という目

的が異なるが目的と手段において重なりあう者による起業チームであ

った。  

これまでに培ってきた「サッカーに関する知識やスキル」、あるいは

前職での仕事経験によって身につけた「営業人脈」や「会計スキル」

を生かせる専門家集団としての起業チームが、地道に広く浅い出資金

を新潟県内の中小零細企業から集め、クラブの J1 リーグへの昇格を目

指しながら、無料チケットでスタジアムを満員にするという方法で赤

字を解消していくチャレンジをおこなった。また、クラブコンセプト

を創ることにも取り組んだのである。  

こういった起業チームによる試行錯誤の連続なかでメンバーは池田

氏による「御前会議」という厳しい事業報告の場において育成され成

長を遂げていき、「満員戦略」や「 J1 リーグへの昇格」によってある程

度の収支の安定や、事業規模の拡大があった。これにともない最初の

社長である池田氏という創業期リーダーが一線から身を引いた。  

そして、専務であった中野氏が社長になり「組織の 3 つの約束」と

いう組織の行動指針の作成と徹底をおこなった。それは、上司である

池田氏と清水氏から学んだことから創ったものであった。  

その後さらに、この一連の活動に最初からたずさわり続けてきた中

野氏が J リーグ専務理事へと退出した。  

経理担当であった田村氏が 3 代目社長に就任し、集客効果にかげり

が出てきた初期の「満員戦略」をやめて、満員でなくとも採算のとれ

る集客の追及という新たな方針を打ち出した。そして、新たな地域密

着戦略として「新潟出身選手比率の向上」を打ち出した。  

さらには、女子チームの運営やシンガポールに進出している是永氏

のアルビレックス新潟シンガポールの戦略的行動などアルビレックス

新潟は J1 チームを運営するだけでなく、多角的に事業を拡大している
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のである。  

すなわち、起業チームを母体にしながらも、起業チーム成員の成長

とメンバーの大半が退出した状態で、さらなる事業拡大をおこなって

いる組織へと進化していることがわかるのである。  

 

4.2.3 SRQ3 の答え  

SRQ3: 進化過程でどのような知識がいかに創造・共有・活用  

されたのか？  

W 杯新潟誘致とその手段であるプロサッカークラブ創設のための名

もない会合においては、馬場氏、三宮氏、大川氏、駒形氏、中野氏の

間で、もともと個人的な知識として個々にあった動機が、ワールドカ

ップが新潟をいかに活性化するのか、世界のナショナルチームが競う

サッカーの面白さや、プロクラブが地域に存在することの意義や、新

潟に強いサッカークラブができることの面白さというかたちの知識と

して共有されていった。  

会合に参加するメンバー各自の職場や専門性に根差した知識が活用

されることで、県議会ではワールドカップ誘致が全会一致で可決され、

新潟県の予算によってアルビレオ新潟にバルコム監督を招聘可能とな

り、J リーグの試合が新潟市で開催され、テレビ放映されることで、サ

ッカー機運を醸成し、市営陸上競技場が改修され、国際基準に合致し

たビッグスワン新潟スタジアムが竣工した。  

この名もない会合において創造した知識としては、二つのサッカー

チームから最強の地元チームであるアルビレオ新潟 FC の必要性の認

識や実際の組成方法という知識、全県的な後援会組織であるアルビレ

オ新潟後援会の必要性の認識と実際の設立方法という知識、さらには

金銭的なチーム支援方法の知識、あるいはチーム名という形式知の一

般公募と決定、それにともなうチームの広報などが挙げられる。  

名もない会合から起業チームへと進化する法人設立準備室や株式会

社アルビレックス新潟が設立される過程では、池田氏、中野氏、清水

氏、あるいは若杉透氏、若杉邇氏、田村氏、小山氏において、新潟の

活性化・国際化への願望、強いサッカーチームの創設やその面白さ、

あるいはサッカーによる地域の活性化への夢といった動機や理念とい

う知識が共有された。  

この法人立ち上げ前後のプロセスに参画した各自の教育事業グルー
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プの経営ノウハウや税理事務所や広告代理店という前職での経験やこ

れまでに培ってきたスキルという知識を活用することで、アルビレオ

新潟の定款や目論見書という形式知が創られ、スポンサー獲得方法、

資本金集めの方法、サッカーチームの育成・運営方法という知識が創

造され、サッカークラブとして経営がなされた。そういった試行錯誤

のなかでも、J リーグの理念にも則りながらアルビレックスクラブコン

セプトも創った。これはこのクラブの根幹を表現するメタ知識でもあ

る。さらには、「新潟づくり」というこのクラブコンセプトの解釈とい

う知識もあった。このように各自の思いという知識も統合されていっ

た。  

さらに、資本金集めや増資、追加増資、債務超過危機といった金銭

的危機の連続に対しても毎回何らかの解決という知識を創っていった。 

このクラブを一躍有名にした「満員戦略」というコンセプト知識と

その具体的な無料チケット配布ルートである「学校戦略」などの実践

的方法という知識も生み出している。つまり、起業チーム内において

チームメンバーの相互作用によって様々な知識を創造・共有・活用し

ているといえる。  

中野氏が社長になるころにはそれまでの池田氏・清水氏という二人

の上司たちから学んだことをもとに「組織の約束」として三つの経営

方針という知識も統合的に創られ明示された。  

中野氏も退出し、田村氏が社長になると満員戦略に代わる「新潟出

身選手比率の向上による新潟県民への新たなアピール」と「満員でな

くとも採算のとれる集客の追及」という初期の戦略から大きな転換を

ともなう新たな戦略的知識による新たな収益構造の模索もはじまって

いるのである。  

すなわち、現在の田村氏が社長であるアルビレックス新潟において

は、女子チームの運営知識やシンガポールに進出している是永氏のア

ルビレックス新潟シンガポールの戦略的行動という知識、さらなる第

三国への進出の知識なども含めてより大規模なかたちで知識を創造・

共有・活用しているといえるのである。  

 

4.2.4 MRQ の答え  

MRQ: 個人のネットワークは組織へといかに進化していったのか？  

 SRQ の答えも踏まえて以下にまとめる。  

 最初の馬場氏、三宮氏、駒形氏、中野氏という個人は、友人からの
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印象的な電話を機にサッカー協会でワールドカップの意義について聞

いたり、欧州でのナショナルマッチ観戦の経験があったりという別々

の体験を元にしながらも共通の「W 杯の新潟誘致」とそのための「プ

ロクラブの設立」という目標を共有する自然発生的な「名もない会合」

に参画していった。この「名もない会合」はゆるやかな集まりであり、

リーダーも存在せず役割などが明確に存在するようなものでもなかっ

た。しかし、「名もない会合」によって、「県議会で根回しすること」

や、「 J リーグの試合を誘致すること」などの個人的活動がおこなわれ

ることでこの事業に必要な専門的な知識が集まっていった。そのこと

によって県内最強の「アルビレオ新潟 FC」の必要性や具体的なチーム

の組成方法が見出された。また、それを金銭的に支える「アルビレオ

新潟後援会」の必要を提起し、その設立をも実現した。  

 しかし、アルビレオ新潟 FC は思うように強いチームになることが

できなかった。この「名もない会合」ではさらなるチーム強化費用の

ねん出やその責任の所在を明らかとすることはできない。また、プロ

サッカークラブとして運営していく経営主体でもないため、責任ある

法人のようにこの事業について意思決定できなかった。  

そこで、アルビレオ新潟設立準備室が立ち上がる。それは、起業に

向けた役割分担のある秩序だった起業チームの必要性からであった。

これまでにチームに投資をおこなってきた池田氏、当初から関わりつ

づけている中野氏、さらにはアルビレオ新潟の前身チームの選手や監

督であった田村氏、若杉透氏・若杉邇氏の兄弟、中野氏とサッカーに

よる地域活性化に関して面識のあった小山氏が参画することで起業チ

ームとなった。  

 起業チームでは、「名もない会合」のような個々人の活動ではなく、

当然のことながら共同活動をおこなっていた。各自が前職で得た業務

スキルを生かしながら、定款をつくり、営業活動がおこなわれた。  

たとえば、池田氏による資金集めの際にアピールすべきは「サッカ

ー振興ではなく地域振興なのだ」と理解させる中野氏への育成であっ

たり、田村氏と小山氏が 2 人でクラブコンセプトを創るなどの活動も

あった。こういった思いやスキルを起業チーム成員が共同でかたちに

していくという知識の創造・共有・活用がなされていた。  

 特に、池田氏が発案した「満員戦略」という無料チケットの配布に

よる集客にはサッカー経験者でない者ならではの発想で、サッカーフ

ァンでない観客を呼び込むにはサッカーそのものよりもスタジアムが
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4 万人の観客で埋まるという非日常的な空間を演出してそれを体験し

てもらうことにこそ意味があるというものであった。これをサッカー

経験者である起業チーム成員が理解し、具体的なチケットの配布ルー

トなどを立案して実行に移していった。  

やがて、満員戦略や J1 昇格によってこの事業の収益が安定したもの

になりはじめると初期の起業チームのリーダーであった池田氏が一線

から退き、中野氏に経営者が交代すると中野氏はこれまでの上司であ

った池田氏、清水氏から学んだことをもとに「三つの約束」という経

営方針を明確にして経営をおこなった。さらに、中野氏がシンガポー

ルへの進出や地域密着の経営手腕において評価され J リーグ専務理事

へと転出すると、田村氏が社長に就任した。  

田村氏は起業チーム当初の「満員戦略」をやめて新たな地域密着の

方針としてクラブの「新潟出身選手割合の増加」によって観客を集め

ることを打ち出した。シンガポールでは、是永氏が新潟の資源を使い

ながらも独自の戦略的行動を打ち出して黒字化に成功し、スペインや

カンボジアといった第三国へと進出を果たしている。このように、初

期の起業チームメンバーがほとんどいなくなったアルビレックス新潟

は、自分たちのつくったクラブコンセプトのもとで新たなメンバーを

加えつつ規模の拡大をしながら創造・共有・活用する知識においても

大きな変質を見せているのである。つまり、経営の基盤が安定しつつ

あり、かつ新規事業や海外進出をおこなう組織という段階へと進化し

たのである。  

 

4.3 理論的含意  

 

 ここでは、先行研究レビューとアルビレックス新潟の事例分析から

得られた知見をもとに、図 4-1 のような「起業プロセスにおける知識

と組織の共進化モデル」を提示する。  

 このモデルは、起業プロセスにおいて、知識がどのように生成され

進化していくのかというプロセスと、その際に創造される組織や必要

な組織との関係性について、知識と組織が共進化関係において進化す

るというプロセスを説明するものである。  

  

まず、「知識」について説明すると 4 つのフェイズにしたがって進化
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していく。それは、｢分散知」から｢集合知」へ、つづいて「小さな統

合知」へ、さらには｢大きな統合知」へというものである。  

以下に知識の進化における 4 つのフェイズを説明する。  

 

● ｢分散知」  

事業に必要な各分野における専門的な知識（暗黙知と形式知）であ

るが、個人のネットワーク上においてはその存在が知られていたと

しても有機的なつながりが存在しない分散している知識である。  

 

● ｢集合知」  

事業に必要な各分野における専門的な知識（暗黙知と形式知）の集

合であり、会議や会合などの一か所の場に集まった知識である。知

識が相互に有機的な統合をしてはいないが、そのつながりや接点が

ゆるやかに生まれている。  

 

● ｢小さな統合知」  

事業に必要な各分野における専門的な知識（暗黙知と形式知）が集

まっただけでなく、それらが有機的・相互依存的に統合した知識で

ある。さらに、組織全体で共有するために明示的に形式知化された

組織の理念などのメタ知識も含まれた知識である。  

 

● ｢大きな統合知」  

｢小さな統合知」よりも規模の大きな統合による組織的知識である。 

 

次に「組織」の進化を説明する。最初に「個人のネットワーク」が

あり、その個人が何らかの事業に関係して集まりゆるやかな「グルー

プ」になる。そういった「グループ」が進化して明確に起業する意思

をもった責任主体としての役割分担のある「チーム」へと進化する。

さらには起業前後の課題山積の混乱期を乗り越え、起業プロセスを終

えて多角化や子会社をも生み出す「組織」へと進化するというもので

ある。  

以下にこの組織の進化における 4 つのフェイズを説明する。  

 

● 「個人のネットワーク」  

「個人のネットワーク」とは文字通りひとり一人の人間個人とその
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ネットワークを表している。個人が互いの経験知に関する評判を知

っている know-who ネットワークであるといえる。  

 

● 「グループ」  

「グループ」とは、単なるネットワークや人脈を表現するだけでな

く、具体的な会議や会合などの場としての集まりがあり、動的な知

識プロセスを有する文脈である。しかし、公式組織としての階層や

権限あるいは、法人としての社会的責任を追うようなものではなく、

役割分担なども不明瞭である。また、実践コミュニティのように個

人の学習や技能の伸長を主な目的としたものでもない。  

 

● 「チーム」  

「チーム」とは、明確なビジョンや目標、革新の意図といったもの

を事業によって実現することを共有している複数の個人からなる起

業前後の組織である。階層と権限は曖昧だが存在し、リスクとそれ

への覚悟も共有した複数の個人からなるチームである。具体的・主

体的なチームとして動的に知識を創造・共有・活用する。  

 

● 「組織」  

「組織」とは、起業プロセスにおいてチームによる短期的な課題に

対する試行錯誤の連続という状態から、より組織的に安定的に長期

的な視点から活動する状態へ移行した企業組織である。それは、起

業前後の「チーム」を中核としながらも他の複数の「チーム」との

複合体である。不明確な課題や、顕在化していない課題を組織的に

設定し解決していく公式組織である。いわゆる一般企業として動的

に知識を創造・共有・活用する。この組織という段階を迎えること

は起業プロセスの終わりをも意味する。  

 

次に知識論的次元と存在論的次元の相互作用について説明する。  

「個人のネットワーク」において事業に必要な専門的な知識はネッ

トワーク上の形式知として個人に認識されているか、もしくは目には

見えない暗黙的な経験知を有した人材同士が互いを認識している状態

といえる。このように知識は「分散知」という状態になっている。こ

の「個人のネットワークと「分散知」の関係性はあまり存在しないか、

潜在的なものであり、非常に弱い相互作用に留まったものである。  
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 「集合知」として事業に必要な専門的な知識が会議や会合といった

一か所の場に集まるとき「グループ」が形成される。また、「個人のネ

ットワーク」において事業への思いや専門的な技能という暗黙知であ

ったものが「グループ」内のコミュニケーションによって「グループ」

の暗黙知として共有される。これらのことは、事業における「グルー

プ」に対してゆるやかな方向性をあたえる。さらに、「グループ」内の

個人による専門的な知識が活用され事業が進展する。このように「集

合知」と「グループ」の相互作用は、「個人のネットワーク」と「分散

知」のときよりも明確なものになっている。  

 「小さな統合知」においては、「集合知」よりもそれらが有機的・相

互依存的な結合をはたすことで、より事業に必要な知識として創造・

共有・活用がなされる。このように知識が単に集まるだけでなく、統

合されるという状態に変質するには、ゆるやかな個人の集まりである

「グループ」ではなく、事業に対して責任と役割分担が明確な「チー

ム」を形成する必要がある。すなわち、起業することで「チーム」を

形成することであり、もしくは「チーム」によって起業するのである。

また、知識を「チーム」全体で共有するために組織の理念などのメタ

知識も明示的な形式知に統合される。経営資源の限られた起業初期の

「チーム」という小さな単位において様々な課題に対処するというプ

ロセスはまさに「小さな統合知」の創造・共有・活用の連続なのであ

る。したがって、「小さな統合知」と「チーム」の相互作用は「グルー

プ」と「集合知」におけるよりも密なものであり、その量も多くなっ

ている。  

 「大きな統合知」とは、「小さな統合知」に比べて大きな規模におけ

る知識の統合がなされていることをいう。「チーム」において「小さな

統合知」の創造・共有・活用の連続がうまくいくと起業初期の混乱か

ら事業が落ちつきはじめ、財務的な安定や事業の拡大、複数事業のマ

ネジメントや仕事のルーティン化がなされてくる。それは、「小さな統

合知」同士の統合を意味する。こういった事業の進展にはより組織的

で大規模な知識の統合を必要とする。たとえば、複数の事業に沿った

組織構造の改編などといった知識創造を必要とする。この事業の大規

模化は起業前後の「チーム」を中核としながらも、ほかの営業や経理、

あるいは支店、子会社という複数の「チーム」が追加されていくプロ

セスでもある。すなわち、ルールや秩序といった官僚制機構の輪郭を

も創造する複数の「チーム」から構成されるいわゆる「組織」として
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複数の事業や地域をまたがる知識プロセスへと進化していく。この「大

きな統合知」と「組織」の相互作用は、このプロセスでもっとも密な

状態にあり、量的にも大きなものとなっているのである。  

 このように、起業プロセスにおいては知識と組織は互いに影響し合

いながら、どちらからともなく進化を遂げていくという共進化プロセ

スがみられるのである。  

 

 

図 4-1：起業プロセスにおける知識と組織の共進化モデル  

 

  

 本研究対象である、起業プロセスとは個人とそのネットワークから

出発しながら新しい組織を生成・進化させていく過程であり、個人が

組織へと参画していくプロセスでもあった。  

多くの場合、起業に関わる個人の経営資源は極めて乏しいものであ

り、かつ失敗というリスクがつきまとうものである。したがって、起

業初期の課題は山積し、その解決のための試行錯誤の連続こそが起業

初期プロセスであるといえる。これらのことは起業論や組織のライフ

サイクル論でも強調されていた。  

この起業プロセスについて、大企業としてすでに存在する組織とは

異なる特有の組織の初期現象、起業という条件下における知識プロセ

スとしてとらえなおしたのが、本研究の提示した「起業プロセスにお

ける知識と組織の共進化モデル」なのである。  

すなわち、分散している専門的な知識が集合し、徐々にその統合が

図られてその規模が大きくなっていく知識の進化プロセスと、個人の
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ネットワークがグループになり、それが役割の明確な小さなチームと

なり、より秩序だった大きな企業組織へと組織が進化することの共進

化こそが起業プロセスであると位置づけたのである。  

こういった、起業初期現象に関わる人々の相互作用については、経

済学における企業家、経営学におけるイノベーションの主体としての

企業家において十分な議論はなされてこなかったといえる。また、起

業論においても、孤独な英雄としての起業家の議論が主流であり、企

業家チームの議論やそのチームの相互作用や革新のプロセス、知識と

いう視点からの議論は十分になされてこなかったのである。  

 また、本研究が起業論の中でも特に重要視した企業家チームの議論

においても、そのチームメンバーの思考方法の多様性とその原因、役

割生成、さらには企業家チームの進化について経験的な証拠をもって

知識と組織の共進化という視点から事例分析によってあきらかにでき

たといえる。企業家チーム成員の役割はそれまでのキャリアによって

培った知識を活用することで自律的に形成されるものであった。  

 

4.4 実務的含意  

 

 社会的・経済的にも長らく不況がつづいている昨今、既存の企業に

よる構造的な停滞の打破はあまり期待できない。まさに、新しい産業

を生み出す起業活動の活性化が求められているのである。  

しかし、起業プロセスにおける初期ファイナンスの側面に関する議

論は多いが、人を中心としたチームや組織の創造に関する実証的・理

論的研究はまだまだ少ないといえる。  

本研究を通じて提示したプロセスモデルに沿ってベンチャー企業を

起業し、それが成長して真の意味の組織となっていくことについて以

下のような提言を考えることができる。  

まず、ネットワーキングを促進しなければならない。たとえば、そ

の効率化という視点からは、 ICT を使って専門家同士が SNS(Social 

Networking Service)などのシステム上において知り合えることが有

効であろう。それは、昨今盛んに利用されている Facebook 上でグロ

ーバルにネットワーキングをすることや、地域の専門家紹介に特化し
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た Web サイト 96によってネットワーキングすることもできる。さらに

起業家同士が活発にネットワーキングできる Web サイトを構築する

ことも有益であるかもしれない。  

グループのレベルでは、場づくりが重要である。専門家の知識が集

合できるような起業家の交流会や異業種交流会のような場 97を増やす

ことや盛り上げる必要がある。  

一過性の場ではなく、継続的に場をもたなければグループのレベル

からチームのレベルへと進化することは難しい。そういったチームレ

ベルも視野に入れるという意味では大学における起業家育成コース 98

の多くは修士課程で 1 年間ないし 2 年間ある。起業を志望する院生同

士が議論する場である大学院は経営の専門的知識を個人的に身につけ

るだけでなく、チームを形成することについても大学というグループ

において教育していく必要があるだろう。  

さらに、チームレベルでは、専門家が複数の起業チームに参画する

ことで、多くの起業のスタートアップ期を支えることができるといえ

る。組織レベルになるまでの期間において必要な各種官公庁への届け

出や資本金集め、会計的知識など特殊な知識をもった専門家に複数の

起業チームへの参画を推奨する制度や枠組みをつくるのである。  

組織レベルでは、外部の組織開発（OD）コンサルタントを利用した

り、中途採用を活発化させたり、組織成員をビジネススクールに入学

させるなどの方法で外部知識の流入を促し、組織を発達させることが

できるだろう。  

 

4.5 将来研究への示唆  

 

最後に、今後の研究への示唆として以下を挙げることができる。  

まず、起業プロセスにおける知識と組織の共進化モデルが、今回の

ようなスポーツビジネス、エンターテイメントビジネス以外の分野に

                                                 
96 マイベストプロというサービスでは、地域のさまざまなジャンルの専門家に

地域の新聞社等が取材の上で Web サイト上で紹介している。現在 39 の都道府

県でサービスが提供されている。http://mbp-japan.com/。  
97 異業種交流会 501 では、渋沢栄一の設立した 500 社を超えることを目標に

新潟と東京で交流や研修の場がもたれている。http://www.igyosyu501.jp/。  
98 経済産業省の大学・大学院起業家教育推進ネットワークによれば、大学院に

おいて起業家育成コースは 33 校で設置されている。http://www.jeenet.jp/。  
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おいて、たとえば高度な技能を必要とするものづくりや、ハイテク・

スタートアップスなどの事業ドメインの異なる分野においても説明で

きるのか検証する必要がある。  

特に、発展が目覚ましい情報技術分野や金融分野という商品におい

て形式知に重点がおかれているドメインにおいても検証が必要である。 

事例のアルビレックス新潟は現在、サッカーだけでなくバスケット

ボール、野球、スキーなどのウィンタースポーツ、陸上競技、チアリ

ーディングなどの多岐にわたるジャンルのスポーツに進出している。

つまり、総合型地域スポーツクラブへの発展としてこのプロセスの分

析も必要である。ほかにも、アルビレックス新潟は多くの公的支援を

戦略的に受けている事例ともいえる。昨今議論がさかんである、ソー

シャル・ビジネスやソーシャル・イノベーションの議論からも考察が

必要であると思われる。  
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